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〔連合総合生活開発研究所〕

連合総合生活開発研究所 (略称､連合総研)は､｢連合｣のシンクタンクとして､連合

および傘下の加盟労働組合が主要な闘争､政策 ･制度要求を推進する上で必要とする国

内外の経済･社会･労働問題等に関する調査 ･分析等の活動を行なうとともに新たな時代

を先取りする創造的な政策研究を通 じて､日本経済社会の発展と国民生活全般にわたる

総合的向上を図る目的で､87年12月に設立された｡研究活動は元経済企画庁経済研究所

長の佐々木孝男所長を中心に､テーマ別に学者､専門家の協力を得ながら進めている｡

研究テーマは労働運動に関連するものであるが､経済から国民生活まで幅広い分野にわ

たり調査 ･分析 ･研究を行なっている｡

研究所の活動は以下の通 りである｡

1. 主要テーマ ー 88年～

① ｢日本の進路｣にかかわる経済 ･社会展望と指針の策定

④ ･国際化に対応する新 しい生活像 (生活の国際化)づ くりとそのための構造改革指

針の策定

③ 国際化､情報化､都市化､高齢化に対応する産業 ･雇用構造調整指針､および地

域開発ビジョンの策定

2.研究委員会

① 経済 ･社会研究委員会

④ 計量モデル開発研究委員会

③ 総合生活開発研究委員会

④ 産業 ･′雇用調整研究委員会

⑨ 地域開発研究委員会

3.経済 ･社会 ･産業 ･労働問題に由するシンポジウム ･セ ミナーの開催

第 1回 ｢先進国モデルへの転換に向けて｣～88年 2月16日

第 2回 ｢生活の質向上をめざして｣～88年11月 4日

4.経済 ･社会 ･産業 ･労働問題に関する情報の収集および提供

(1) 情報収集 一 国内外の機関との連携 ･ネットワークを広げ､研究 ･調査に関する

情報を収集する｡

(21研究広報誌の発行 一 経済動向の分析､経済 ･社会政策の提言､諸データを内容

とする機関誌 ｢DIO｣を毎月発行｡

(3) 資料提供等 一 労働組合や勤労者の学習活動の便宜をはかる｡

5.研究シリーズ

No.1 欧米なみの生活をめざして～88年 2月

6.年次報告書

88年連合総研報告 生活の質向上をめざして ー
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Ⅲ.労 働 経 済
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1. この報告の性格

連合総合生活開発研究所 (略称 一 連合総研)は1987年12月 1日､｢国内外の経済･社会･

労働問題等に関する調査 ･分析等の活動を行い､時代を先取りした政策研究を推進し､広く

国民生活全般にわたる総合生活の改善 ･向上に資するとともに､日本経済社会の健全なる発

展に寄与することを目的として設立された占

その後､経済 ･社会政策､総合生活開発､産業調整､地域開発の5つの研究グループを組

織し､研究活動を続けている｡

この報告は連合総研の第-回経済情勢分析である｡今後､毎年一回､定期的に同様の報告

書を発表する予定である｡

本報告の内容は経済 ･社会政策研究会で行っている調査 ･分析を基礎に､連合総研の責任

において取りまとめたものである｡分析 ･政策提言については､中立的 ･客観的かつ正統派

経済学の立場を重視したものと自負している｡しかし､労働組合の健全な活動への助言を目

的とする当研究会の性格からいって､関心の重点が労働者の福祉向上､完全雇用の達成､所

得分配の公正など､労働者の生活に密着する諸問題に向けられることは当然である｡今回の

報告書においては､景気拡大の要因とその持続性が重要なテーマになることは当然だが､景

気分析をこえて､景気回復が生活の質の向上に結びつかないメカニズムの解明を試みている｡

この報告書は､89年の連合の政策 ･制度要求活動､賃上げ要求活動､時短要求活動の参考

資料として作成されたものであるが､組合活動の枠をこえて国民生活の質向上をめざす経済

政策論議活発化の一助となれば幸いと考えている｡

2. 報告書の内容

この報告は4つの章から成り立っている｡

第 1章は内外経済情勢の分析である｡

"ブラック･マンデー"か ら1年経った世界経済は､当時の予想に反し､順調な拡大を続

けている｡国際的な政策協調など､好況持続の背景をさぐるとともに､将来展望について､

-1-



米国の双子の赤字という不確定要因の存在と同時に､欧州統合､ペレストロイカ､NiES

の発展など新しい拡大の条件が育ちつつあることを指摘している｡

こうしたなかで､日本経済は内需を中心に "絶好調"といわれるほどの景気拡大局面をむ

かえている｡

今回の景気拡大が70年代以来､初めての大型景気の素質をもち､消費と投資の動態的均衡

維持はその実現可能性を高めている｡

第 2章は､経済政策の課題と展望である｡

前章で明かにしたように現在の内需主導型経済成長は久々に大型景気につながる素質を持

っているが､この成長を､国民生活の向上と世界経済発展への貢献につながるメカニズムを

内包する新 しい産業社会の創造に導いてゆく必要がある｡

世界最大の純債権国になったわが国は､自由貿易制軍の維持 ･強化､国際通貨体制の安定

化に努めるとともに､経済協力の拡充､地球環境保護など世界経済 ･社会への積極的貢献を

図るべきである｡

このような国際的責務を果たし､国内的には円滑な構造調整と新しい産業社会の創造をめ

ざすという視点から考えると､政府の ｢経済運営5ケ年計画｣の目標成長率3%%は低すぎ

る｡日本経済は､成長に見合う適正な賃金 ･-所得の分配と､それによる消費拡大が行われる

ならば､5%程度の成長は可能である｡所得分配の適正化を軸に､成長の成果を国民の生活

の質向上にむすびっけるメカニ女ムを確立することが必要である｡

第 3章は労働経済の分析である｡

景気回復とともに労働経済の各分野でも改善の動きが強まり､全体として明るさが増して

きた｡しあ､し､各部門のなかでは改善のスピードに大きな差が兄い出される｡急速な労働需

給バランスの改善と賃金､勤労者家計面の改善のおくれがそれである｡住宅産業好調のなか

で､首都圏勤労者の住宅取得はほとんど不可能になった｡

高度成長期にみられた経済と生活のギャップ､いわば福祉ギャップ拡大のメカニズムが再

現したといっていい｡

87年には成長率が高まったのに､実質賃金上昇率は低下､労働時間は増加したのだから､

生産性向上成果の賃金 ･時短への配分に関しては､かえって後退したわけである｡

日本の労働市場は高い弾力性を持っことで知られている｡円高不況の克服に際しても､そ

の特性は発揮された｡しかし､弾力的､効率的市場がただちに生活の質向上をもたらすわけ

ではない｡生活の質向上を目指して市場の弾力性を活用する工夫が必要になる｡
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第 4章は "むすび"で､現在の景気判断と生活の質向上のために必要な政策提言を行って

いる｡ここでは､この数年問日本経済を支配した低成長シナリオ､効率至上主義からの脱却

と生活の質向上の具体像を画き､その実現のため政策手段を動員するという発想転換の必要

性が述べられている｡

3. 問 題 意 識

いま､日本経済は "絶好調"といわれるほど順調な拡大局面にある｡ 内需型景気拡大のな

かで､懸案であった国際収支の黒字も順調に縮小している｡日本経済のパフォーマンスは国

際的にも高い評価を得ている｡

しかし､企業の景況感が急速に好転しているのと対称的に､生活面の向上の遅れが目立っ

ている｡ たしかに､経済の拡大にともなって生活関連指標の改善もみられるようになった｡

しかし､今回の景気回復は ｢生活の質向上｣によってもたらされたものではないもむしろ､

高貯蓄､高投資､高成長のメカニズム､相対価格の変化に敏感な企業行動が円高好況をもた

らしたとみる方が実体に近い｡経済の拡大によって､生活面のプラスがもたらされることは

事実ではあるが､構造調整の柱である ｢生活の質向上による内需拡大｣とは程遠いものであ

ることも認めなければならない｡経済に遅れた生活向上､経済と生活のギャップという高度

成長期以来のメカニズムを変更しないかぎり､｢生活の質向上｣を軸とする安定的な中成長

と国際経済への貢献を実現することは不可能なのではないだろうか｡

絶好調の経済を前にした現在､次の課題を明確にし､それへの挑戦の覚悟を固めたい｡
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1. "ブラックマ ンデー''後 の世界経済好転 の背景

2. 1988年 における米国経済 の綱渡 りと基本課題

3. 米新大統領 が直面す る経済政策

4. イラン ･イ ラク戦争終結後 の原油情勢

5. 世界的な構造調整の波 と成長力向上

6. 大型景気 の素質 を もつ内需景気

7.経済政策 の方向 と課題

"ブラック･マンデー"から1年たった世界経済は､当初の懸念を吹き飛ばして

反って拡大傾向を強めている｡その背景にあったのは国際的な政策協調の枠組であ

り､その作動である｡しかし世界とりわけ米国経済の巨大な不均衡の改善にめどが

ついた訳ではない｡そしてそれは､米新大統領の手にゆだねられる最大の課題であ

る｡

こうしたなかで日本経済は内需を軸に順調な拡大基調にあり､世界経済のアンカ

ーの役割を果し､大きく貢献しているが､そこでの問題は現在の景気上昇の持続性

である｡消費と投資の動態的均衡が可能かどうかが焦点となるが､現在の状況から

いえば大型景気の公算もある｡
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1. "ブ ラ ックマ ンデ ー" 後の世界経済好転の背景

1987年10月19日 (月曜)にニューヨーク株価が大暴落し､それは全世界の株式市場に波及

した｡いわゆる "ブラックマンデー"の発生である｡そう呼ばれた所以は､1929年の大恐慌

が10月の "暗黒の木曜日"の株価暴落に端を発した歴史の経験を想起したからに外ならない｡

しかし58年後の世界経済にかつてのような恐慌は起こらなかった｡それどころか､ 1年たっ

た現在､世界経済はむしろ明るさを増している (表 Ⅰ-1)0

なぜだろうか｡理由として次の3点を挙げることができる｡ 1つは､1929年の恐慌を今日

の状卿 こ当てはめようとする発想そのものの時代錯誤である｡なぜなら､世界経済を安定的

に運営するための "セイフティ･ネットワーク''が､今日では整備されているからである｡

具体的に言うと､ニューヨーク株価が暴落した直接の原因は､1987年春以降インフレ懸念で

長期金利が上昇していたのに､株価は引続き上昇して大相場が展開されるという不自然さが

あり､その先行きがすでに危ぶまれていたのであり､このような不自然さが半年後に当然の

ことながら剥落したことにその実態がある｡そして､株価が暴落すると､連銀はただちに金

融を大幅に緩和して､金融機関への衝撃を吸収する措置をとっているが､これなど58年前と

決定的に異なる一例である｡

表Ⅰ - 1 米国の実質GNE増加率寄与度(季調値､前期比､年率)

成長率(%) 実 績 1987年12月予測. 1988年 6月予測
1985 1986 1987 1988 1989 ~1987 1988 1989

O E C D 3.2 2.8 2.75 2.25 1.75 (3.1)3.1 _(.3.9)3.0 (2.8)2.5

米 国 3.0 2;9 2.75 2.5 1.75 (3.4.)2.9 (4.0)2.75 (2.8)2.5

日 本 4.9 2.4- 3.5 3.5 3.0 (4.2)4.2 (5.8)4.25 (4.2)3.75

西 独 2.0 2.5 1.5 1.5 1.25 (1.7)1.7 (2.9)2.25 (1.9)1.75

(荏)1. 1988年6月予測欄の 1987年の ( )内は実績｡

2. 1988年 6月予測欄の 1988､1989年の ( )内は､同年9月末のIMF予測｡

(備考) OECDエコノ ミックアウトル ック 1987年12月及び1988年6月｡

1988年 9月､IMF世界経済見通し｡
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2つは､ ドル下落による価格効果が働いて､米国の輸出が急増し､それが株価暴落に伴う

内需停滞の負の効果を打消して､米国経済を反って好転させたことである｡1985年 9月22日

のプラザ合意に始まった ドル高是正から2年半で､ ドルの実効レートは33.75%低下 してい

る (OECD･エコノミック･アウトルック､1988年 6月｡1988年4月14日までで計算して

ある｡)｡この価格効果を軸に米国の輸出は1987年央から目覚ましく増加した (表 Ⅰ-2)0

表 Ⅰ-2 米国の貿易収支の推移(通関ペース)

(単位 :100万 ドル､季節調整値)

～ 輸 出(FAS) 輸 入 (CⅠF) 貿 易 収 支

86年 7-9月 55,982 (△3.2) 96,999 ( 2.7) △41,0°16

10-12月 58,278 ( 4.1) 98,387, ( 1.4) △40,109

87年 1-3月 57,900 (△0.6) 99,984 ( 1.6) △42,084

4-6月 61,772 ( 6.7) 104,141 ( 4.2) △42,369

7-9月 65,127 ( 5.4) 108,019 ( 3.7) △42,891

10-12月 69,322 ( 6.4) 112,298 ( 4.0) △42,976

88年 1-3月 75,883 ( 9.5) 113,272 ( 0.9) △37,389

(荏) 1. 括孤内は前期比増減(△)率で%｡

2.商務省統計より

表 Ⅰ-3 米国の実質GNE増加率寄与度(季調値､前期比､年率)

増加率寄与度(%) 実質GNP 個 人 消 費 民間設備投資 純 輸 出

86年 7-9月 1.0 3.9 △0.7 △1.2

10-12月 1.4 0.80.42.9 0.2△1.01.8 1.0

7_- 9月10-12月88年 1- 3月 3.0Il 一重△ 1.4 萱l l2.91.9 3.0.0.2 .l l0.9

(荏) 87年10-12月は .tブラックマンデー ''の期.個人消費のマイナスは負の資産効果の大きかったこと

を示すもの｡

そして※印のように在庫が急増 した｡

(備考) 商務省統計
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表 Ⅰ-4 公 定 歩
(%)

ア メ リカ 日 本 西 ド イ ツ フ ラ ン ス イギ リス イ ダ リア
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年率 3割以上の増加率である｡一方､輸入は1988年に入るとはば横這いになり､貿易収支赤

字は1988年上期の年率では前年比300億 ドル縮小した｡これは､内需が鈍化して輸入が頭打

ちになる一万､ ドル下落による国内製造業の競争力回復と企業収益増加で輸出と設備投資が

増加するという､米国経済の需要転換を反映している｡表 Ⅰ-3で実質GNE増加寄与度の

内訳をみると､1987年10月の株価暴落のあと､それまでの個人消費中心の内需主導型経済が､

個人消費 ･純輸出 ･民間設備投資の3者が並列する､方向としては輸出主導型経済へシフト

したことが分かる｡もしこのような需要転換が出来なかったとしたら､1987年10月の株価暴

落を境に､米国経済は内需停滞から下降過程を辿ったかも知れない｡換言すれば､ ドル下落

効果が米国経済を救ったことになるわけだ｡

3つは､国際的な政策協調の枠組が曲りなりにも作動し､米国以外の諸国が内需拡大に動

いて ドル下落の所得効果が働いたことである｡政策協調の枠組は､まず協調利下げから始ま

った｡表 Ⅰ-4にみるように､米 ･日･西独がほぼ連動する形で､プラザ合意以後､公定歩

合を引下げて行ったことが分かる｡これを第一段階とすると､1987年 2月22日のG7による

ルーブル合意からは第二段階に入る｡それまでの第一段階が ドル高是正であったとすれば､

第二段階は現状で ドルを安定させようとするものであった｡そこにはドルは十分下落したと

表 Ⅰ-5 米 国 の 国 際 収 支
(単位 :10億 ドル)

1985年 86 87 87ⅠQ ⅡQ ⅢQ ⅣQ

.経 常 収 支 -116.4 -1.41.4 -160.7 -36.8 -41.3 -43.4 -39.0

民 間◆資 本 106.3 84.3 84.1 26.0 21.2 59.5 -2.5

直 接 投 資 1.8 -3.0 2.4 -2.3 3.9 6.1 -5.3

証 券 投 資 63.9 75.8 32.439.7 18.3 44.5 15.6 14.1 8.9 -6.2銀 行 信 用 12.1 -0.9 24.3 9.0

そ の .他. 0.9 -6.8 4.9 0.6 4.1 0.2 N.A.

公 的 部 門. -7.8 33.1 54.7 16.1 13.3 0.8 24.5

外 国 中 .銀準 備卓 の 他 -1.1 34.7 47.5 14.0 10.1 0.8 19.9-6.7 -1.5 7~.2- 2.1 3.2 0.0 4.6

(備考) SurveyofCurrentBusiness､米商務省｡
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いう含意があったことは否定できないにせよ､それ以上に､放置するとドル暴落a>危 険が芽

生えていたことに対する警戒の方が強かったといえる｡米国経済は投資超過傾向にあ り､海

外からの資金流入が確保されないと､たちどころにクラウディング･アウト､つまり金利上

昇を招いてリセッションに直面しなければならない運命に置かれている｡とこ ろで､商業ベ

ースの資金流入は､ ドル下落が続くうちにリスクが増大して次第に先細りとなり､代わって

公的部門が資金流入の役割を引受けなければならなくなっていた｡これが1987年である｡ 表

Ⅰ-5はこの間の事情を明瞭に示している｡だから､商業ベースの資金流入を確保す るため

には､ ドルの安定が必要だったのであり､ルーブル合意はそのことを明らかにするものであ

った｡.そして､ ドルがすでに自律的な下落傾向を示す中でこれをくい止めるためには､米国

が金利を高目にし､日本や西欧が金利を低目にして､内外金利差を大きくし､米国への商業

ベースの資金流入を容易にする必要があった｡そしてその一方､米国は内藷を抑制 し､ 日本

や西欧は内需を拡大して､第一段階のようなドル切り下げという価格効果に頼るのでなく､

内需調節という所得効果によって各国の対外不均衡を是正しようというのが､第二段階のね

らいであった｡そこで日本では公共投資と減税､西独と英国では減税といった財政面か らの

内需刺激策がとられるようになった｡結局､金利低下､自国通貨価値の上昇､財政刺激､そ

れに原油価格の急落という石油消費国にとっては意図せざる朗報も舞い込んで､日本 と西欧

の経済が内需を軸に拡大に転 じたのである｡そしてそれは同時に､ ドル下落による価格効果

で競争力を回復した米国産業の輸出需要を保証することにもなったのである｡

2. 1988年における米国経済の綱渡 りと基本課題

だが､世界経済にとって､この不均衡是正のシナリオはまだ完結していない｡巨大な不均

衡はいぜん現存しているのである｡それは米国経済の双子の赤字が解消していないからであ

り､そうした米国経済の不均衡の存在が ドルへの信頼を妨げ､ひいてはそれが株価の暴落に

つながったとみられているからである｡世界的な株価暴落の遠因は､このような米国経済の

不均衡とドル不安にあったといえよう｡1987年 2月のルーブル合意以後､国際的な政策協調

は第二段階に入って ドルの安定を目指したわけだが､それにも拘わらず､ ドルの実効 レート

は1988年 3月までの 1年間にさらに12%下落している｡特に "ブラック･マンデー"が起こ

った1987年10月19日から1988年はじめへかけて､ ドルの下落が加速し､株式 ･債券 ･為替の

トリプルダウンが起きた｡
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もっとも､幸いにして前述したような米国以外の諸国の経済拡大に助けられて､米国経済

も明るさを取り戻すことができたのであるが､米国経済が直面する基本課題はまだ殆ど解決

されていない｡それは財政赤字を縮小させる政策努力が不十分だからであり､したがってそ

のリフレ効果で内需が抑制できず､輸入が増えて貿易収支の赤字が減りにくいからである｡

表 Ⅰ-2で述べたように､1988年は貿易赤字が縮小 したが､表 Ⅰ-3のように個人消費は再

び回復しつつあり､そうなると個人消費が輸出､設備投資の増加と重なるわけだから､輸入

が伸びないという保証は全くない｡したがって､このままで行くと1989年には､米国の貿易

収支改善は進まなくなってしまう｡1987年末ですでに米国の対外資産負債残高は3,682億 ド

ルの純債務国になっており､1988年4-6月には僅かながら利払い超過で貿易外収支が赤字

に転落したことを考えると､貿易収支赤字より経常収支赤字の方がこれからは大きくなるの

ことを暗示している｡だから米国の貿易収支は均衡させるだけでなく､むしろ黒字にしない

と経常収支を均衡させられないのであり､それは急がなければならないのである｡そうでな

いと益々見通しがむずかしくなってしまうからである｡こうした貿易収支赤字問題の根源は､

そのメカニズムからいって､前述したように財政赤字にあり､したがってその縮小が不可欠

である｡

図 Ⅰ-1はこのような米国経済の

問 Ⅰ- 1米国と英国の相違一財政赤字と経常収支赤字

十

1980 82 84 86 88 1980 82 84 86 88

見通 し 見通 し
(備考)

英エコノ ミス ト誌

OECD資料による
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基本問題を双子の赤字という形で示

している｡そしてそれは英国と比較

すると一層明らかとなる｡なぜなら

英国は財政収支が均衡しているなか

での経常収支赤字であるが､これは

民間部門の資本流入によってオフセ

ットできる問題であり､そのような

商業ベースの資金流入が期待できな

ければポンドが必要な水準まで下落

すれば解決できる市場経済の均衡水

準の問題である｡しかし米国経済の

ように公的部門も不均衡になって公

的部門と民間部門が連動する形にな



っている場合は､市場経済は均衡点が得られないので発散型となり､ ドルが暴落して しまう

のである.双子の赤字が問題になる根本的な理由はそこにある｡それにドルは勉の通貨 と違

って､世界の基軸通貨である｡だから公的部門の不均衡である財政赤字を早急さこ縮小す るこ

とは､米国経済だけでなく､世界経済にとっても求められる喫緊の問題なのである｡

しかし現状は､大統領選挙ということもあり､財政赤字の根本問題には手がつけられてい

ない｡このため金融政策偏重の政策運営になってしまっている｡つまり米国は∴財政をル｢

ズに､金融をタイトに､というポリシィ･ミックスをやっているわけだ｡当面は､前述 した

ように米国経済が好転し､失業率は5%台なかばで均衡に近づき､設備稼動率は83%台なか

ばで8･年前の高水準に戻ってフル操業状態にある｡潜在成長率は3%といわれるが､.1988年

の実質GNP成長率は4%と見込まれ､金融政策は引締め気味に運営しないとイ1/フレの危

険がある｡8月9日に公定歩合を0.5%引き上げて6.5%としたのもそのためである｡ただ米

国経済の活況と高金利､それに前述したような貿易収支の改善は､88年央からドルを反騰さ

せるに至った｡だが､いまドルが持ち直すに足る構造的要因を持っていないことは明白であ

る｡双子の赤字解消という不均衡是正が進んでいないからである｡現在の ドル反騰 (前述の

ルーブル合意以降 1年で12%下落したのち､88年7月以降でその半分の6%戻した)は､こ

のような意味で一時のあや戻しの域を出るものではなく､恐らく米大統領選挙後には再びド

ルが弱くなるであろう｡それは､米国経済の上昇にブレーキがかかって1989年には経済成長

率が減速し､それに伴って金利も低下するとみられるためである｡ ドル需要が弱くなるわけ

である｡そして､新大統領の下で米国経済の基本問題である財政赤字対策が講じられること

となろうb

1987年においては､ ドル暴落から強制的なスタグフレーションへの突入と世界経済の危機

化という､不均衡是正のハードランディング･シナリオがもっともらしくささやかれたが､

1988年の現状では徐々に方向転換して目的地に軟着陸していくソフトランディング･シナリ

オが真実味を帯びてきたといえよう｡

3. 米新大統領が直面する経済政策

米国経済が直面している双子の赤字の打開という困難な課題は近く誕生する新大統領とそ

の政権に引継がれる｡それがいかに難しい問題であるかをまずみておこう｡表 Ⅰ-6の経常

収支をみると､1988年以降､輸出 ･輸入の限界部分において貿易収支は黒字に転換するが､
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表 Ⅰ-6 米 国 の 経 常 収 支
(単位 :10億 ドル)

1986 1.987 予 測1988 予 測_1989

輸 出 224.4 (26.4) .(62.45-) (~58.5_)
250.8 313.与 371%

輸 入 368.7 (41.3) (44.0 ) (36.5 )
410.0. 454..0 490%

貿 易 収 支 △､144.3 (△14.9) (18.2 ) (22.25)
△ 159.2 △ 141.0 △ 118%

純 投 資 収 益 20.9 14.5 △ 2.0 △ -lli

経 常 収 支 △ 141.3 (△19.4) (lP.95) (1.8.00)

(荏) 上段 ()内は前年比増減額｡

(備考) OECD エコノ ミック･アウ トル ック､ 1988年 6月｡

貿易収支全体はいぜん大きい赤字傾向が続くため､純債務残高は前述のように累積過程を辿

らざるを得ず､結局純投資収益のマイナスが年々大きくなってしまい､経常収支の改善を妨

げる環境に入っている｡したがって､貿易収支の赤字を次第に小さくして､この純投資収益

のマイナスを吸収していくことが必要である｡そのためには､1988年に生じた輸出の増勢を

維持するとともに､輸入を抑えなければならない｡輸出の増加については､ ドル安維持と海

外諸国の内需拡大ならびに輸入自由化､それに自国の輸出所得弾力性の向上が不可欠である｡

一方､輸入の抑制については､自国の内需抑制と輸入所得弾力性の引下げが必要である｡以

上からいえることは､(1)米国産業の競争力強化 (ドル安維持､輸出所得弾力性向上､輸入所

得弾力性引下げ)､(2)財政緊縮化 (内需抑制)､(3)海外諸国の政策協調 (内需拡大､門戸解放)

が新大統領の基本的な経済政策になるということである｡しかし､これら3本の柱は同じウ

エイトで並列するというわけではない｡米国の経常収支均衡化という目標に最も効果的な手

段は財政緊縮化であるが､内政面あるいは外交面からそれがとりにくい場合､(1)の国内産業

競争力強化あるいは(3)の海外諸国への政策協調要請の方が強くなる可能性もある｡特に(1)の

場合は､｢相互主義｣という大義名分の下で88年包括通商 ･競争力強化法に基づき､不公正

な貿易慣行に対する報復を規定した通商法301条､スーパー301条､反ダンピング関税 ･相殺

関税などを濫用する危険もなしとしない｡

ところで日本のシンクタンクがこの問題で試算した結果によると､ケースA :1990年度

(財政年度 - 1989年10月から1990年 9月まで)以降､財政赤字を毎年150億 ドルずっ削減､
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ケースB:グラム･ラドマン修正法通りの急速な財政赤字削減､ケースC:有効な政賢 二 をと

らず､結局､毎年50億 ドルずつ財政赤字が拡大する､という3つのケースについてシミュレ

ーションした姿は､-表 Ⅰ-7のようになる.この場合､このシンクタンクはケースAを一腰準

型としているが､このケースの姿は､1989､1990年の成長率は財政支出の削減に伴う錘需停

滞で減速するが､インフレ懸念は次第に鎮静して金利が低下し､1991年以降は安定成長Lに向

い､経常収支赤字も内需停滞による輸入減少で1988年以降200億 ドル程度ずつ縮小 し､ ドル

価値は1988年の水準ではぼ安定する､というものである｡つまり､この予測は､かなり現実

に可能と思われるケースAを選んだこと､そして中期的な調整期間を通じて双子の赤字の打

開ができるという見通しを市場が信頼 した場合には､ ドルは安定を取り戻すというもe7>であ

る｡ここで ドルが安定できるかどうかは､その如何が為替レート･利子率 ･株価といった資

産市場価格の動向にかかわるものであり､それがひとたび動揺すると､1987年10-12月にみ

られたような "ブラック･マンデー"の再発につながりかねない｡こうした意味合いにおい

て､米国の新大統領とその政権が全世界にどのような政策姿勢で臨んで行くかは､最も基本

的な今後を律する問題である｡

表 Ⅰ-7 財政赤字削減の 3つのケースによる米国経済予測値

1987年は実績､財政赤字は財政年度
ベース､▲ はマイナスまたは赤字

ケース 87年 88年 89年 90年 91.年 92年

成 長 率(%) A 2.9 2.75 2.25 2.0 2.25 2.75
B 2.0 0.0 ･1.55 2.75

C 2.5 ▲ 1.0 ▲ 1.0 1.0

内 需(%) A 2.5 1.5 1.25 1.0 1.5 2.0
B 0.75 ▲ 1.25 0.5 1.75

C 9.75 ▲ 2.25 ▲ 1.75 0.5

B ▲ 1,200 ▲ 900 ▲ 620 ▲ 350

C _̂ 1,400 ▲ 1,200 ▲ 900 ▲ 800

財 政 赤 字(慮 ドル) A ▲ 1,504 ▲ 1,550 ▲ 1,650 ▲ 1,400 ▲ 1,250 ▲ 1,100
B- ▲ 1,360 ▲ 1,000 ▲ 640 ▲ 280

G ▲ 1,750 ▲ 1,800 ▲ 1,850 ▲ 1,900

対 外債務-財(億 ドル) A 3,682 5,132 6,362 7,362 8,162 8,762
B 6,332 7,232 7,852 8,202

(備考) 1988年 9月発表 ･国際金融情報センター(大場習満理事長)試算｡
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『大国の興亡』が1988年に全米でベスト･セラーになったポール ･ケネディ教授 (イエー

ル大学､歴史学専攻)は､その著書のなかで､今日のアメリカの立場をこう述べる｡｢ナン

バー･ワン国家の衰退は､自国内での安全を脅かされたためではなく､海外における国家の

利害が脅かされたことから生じたのである｣(一 世界中に利害関係を拡げたため､それを

同時に守ることが不可能となり､しかもそれ以上の危険をおかすことなくそのいずれかを放

棄することもできなかったことから- )｡一国だけの経済力としてはいぜん世界のナンバ

ー･ワン国家であるにも拘わらず､"パックス ･アメリカーナ"という覇権国家になって し

まっているが故に､国力に対して分不相応なオーバー･コミットメントに悩まねばならない

一 結局､かつては覇権国家と国力は釣り合っていたのであり､その意味では国力の方が今

日は相対的に衰退しつつあるわけだ｡米国の新大統領がまっさきに直面するのは正にこの問

題であり､そしてそれは歴史上の覇権国家が今日まで苦悩し､興亡を繰り返してきた永遠の

課題でもある｡米国経済の財政赤字問題はこのことと深くかかわっている｡米ソ軍縮の進展

という明るい展望はあるにせよ､世界の安全保障体制と対途上国経済協力についての西側内

部の責任分担の見直しという問題は､新大統領下の米政権にとって大きい課題となるであろ

う｡

4. イラン ･イラク戦争終結後の原油情勢

1986年に原油価格が急落したことは､1985年

9月22日から始まった ドル高是正戦略にとって､

きわめて大きな救いであった (図 Ⅰ-2)｡な

ぜなら､米国にとってはドル下落に伴う国内の

インフレ圧力を滅殺し､したがって金利の上昇

を抑制する作用をしたからであり､また日本や

西欧にとっては自国通貨価値の上昇と原油価格

の下落という二重のプラスを享受することが出

来たからである｡そのような経済的位置にある

原油市況に対する市場の関心は極めて高い｡

1988年後半以降については､イラン･イラ

ク戟争終結後の産油国の動向が問題になる｡
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図 Ⅰ- 2

(備考)
英エコノミス ト誌
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表 卜 8 自由世界の原油供給量の実績 と予測 (単位 :100万バーレル/日)

~19.85 1986 19.87 I1988予測 _.1989予測~

先 進 国 ∴生 産 17.0 16.9 16.8 16.5 16.25

非OPEC途上国生産 8.5 8.5 8.9 9I.25. 9.25p

共 産 圏 輸 出 1.8 1.7 2.1 2.0 2.0

OPEC 生 産 17.2 19.5 19.4 20.5. 21._5

(荏) 供給計には輸送途中油が含まれている｡

(備考) OECD エコノ ミック･アウ トルック､ 1988年 6月｡

表 Ⅰ-8は､自由世界の原油供給を展望したものだが､先進国の生産は天井を打ち､非OP

EC途上国生産と共産圏輸出は若干増えるものの､これらを総合しても生産はほぼ横這いに

推移する｡したがってOPECがここで増産すると､総供給量も増加する｡1986年に原油価

格が急落したのは､サウジが従来の "スウィング･プロデューサー"の役割を放棄して増産

に走ったことが原因である｡つまり､OPECという生産カルテルは､同質寡占の生産カル

テルの基本的成立要件である個別生産割当が､それぞれの国家主権の専権性に抵触するため､

思うにまかせず､結局実際にはOPEC内で最大の生産国であり､石油資源も豊富で生産コ

ストが最も低いサウジがOPEC全体の生産調節を代表する形となり､それで "スイング･

プロデューサー"とよばれたのである｡しかし､OPECの生産シェアが全体の半分以下に

まで低下して､アウトサイダーが大勢を制するようになると､市場価格が下がり､生産カル

テルが意味をなさなくなってきた｡サウジが "スイング･プロデューサー''ゐ役割を放棄し

たのはこのためである｡

しかし､この表 Ⅰ-8にみるように､アウトサイダーの生産も天井を打ちつつあり､世界

景気の回復と原油価格低下で原油需要が持ち直してきたので､OPECは再びサウジが提唱

して減産体制に入り､今度は学習効果も働いて各産油国の個別生産割当にまで踏み込む形を

とった二だがイラン.･イラク戦争で戦争当事国は戦費調達のために増産を必要とし､イラク

はイランと同量でOPEC生産枠に参加することを拒否し､アウトサイダーになった｡この

ため､効果的な減産体制をとることができず､OPECの生産量は増産傾向を辿っている｡

今回､イラン･イラク戦争は国連停戦決議を受諾して8年に及んだ戦争を終結したが､原油

生産問題はいぜん解決していない｡米国経済の動向から世界経済が先行き鈍化するのではな

いかという予測もあって､このような原油生産枠の未解決が原油市況を不透明にし､弱含み
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にしている (前掲図 Ⅰ-2)｡この傾向はなお当分続くものと思われる｡とりわけ､戦後復

興財源の調達をイラン･イラク両国は必要としており､これら両国が増産に走ると､他のO

PEC諸国も引きずられてしまうからである｡したがって､なお中期的に供給超過圧力が市

況を圧迫する可能性が強い｡

5. 世界的な構造調整の波と成長力向上

ところで世界経済は､米日欧の対

外不均衡を是正するための為替調整

が進行する過程で､貿易構造を変え

始めている｡

最も大きい変化は "太平洋のトラ

イアングル''の変貌である｡これま

では米国市場を前提として､日本 ･

アジアNIES･ASEANといっ

たアジア諸国が輸出を軸に発展する

形態をとってきた｡これを "太平洋

図 Ⅰ-3 太平洋地域間貿易バランス

130-1

34-304-371-345

-460

(注) 計数は､貿易収支黒字額(通関ベース)で左から､

1980年､86年､87年､88年(予)0(単位 :億 ドル)

(備考)

野村総研､財界観測

1988年 9月号

表 Ⅰ-9 米国の地域別貿易収支 (単位 :10億 ドル)

米国相手国 1980年 1987年輸 出 輸 入 収 支 尻 輸 出 輸 .入 収 支 尻 -

韓 国 4.4 4.2 0.2 7.6 17.0 -9.4

台 湾 4.1 6.9 -2.8 7.1 24.6 -17.5

香 港 2.7 4.7 -2.0 4.0 9.8 -5.8

アジアNⅠEs計 14.㌔2 17.7 二1-3...:ト 5" , 22.由 57.6 :35:.'89](61.?日 本 20.8 31.2 27..6 84.5

西 ヨー ロ ッパ 67.6 47.2 20.4 68..7 96.2 -27._5

(荏) 国際収支ベース｡

(備考) 前掲図 Ⅰ-3に同じ｡

-16-



の トライ アングル"と呼ぶ｡図にあらわすと図 Ⅰ-3のようになる｡日本の対米出超､アジ

アNIE Sの対米出超､日本の対アジアNIES出超である｡つまりこれは､日本はすべて

に出超､アジアNIESは対日入超を対米出超で相殺する､米国はしたがってすべてに入超､

という構 図である｡このパターンが80年代において拡大し､米国の貿易収支赤字が許容し難

いまで に 膨張したことは表 Ⅰ-9にみる通りであるが､米国の貿易収支赤字のうち日本とア

ジアNIESの占める割合は､1980

表 Ⅰ -10 アジアNIEsの地域別輸出依存度(%)

韓 国対 米 26.3 35.5 40.0 38.7 35.1

対 日台 湾･対 米 17.434.1 15.048.1 15.647.7 17.844.2 19.838.8-

対 日シンガポール対 米 4.612.7 4.221.2 4.723.3 5.124.3 5.623.2

対 日 8■.1 9.4 8.6 9.0 8.9

アジアNⅠEs対 米 24.9- 34.8 37.2 35.1 31.2

(備考) 前掲図 Ⅰ-3に同じ｡

年の54.5%から1987年には61.2%に

増加し､米国の貿易収支赤字の6割

を超えるまでになった｡そこで米国

の ドル高是正による均衡化努力が始

まったわけだが､そのインパクトは

アジアの輸出諸国に強く現われ串 .

この場合､アジアNIESについて

みると､表 Ⅰ-10のように輸出依存

度は対米比率が対日比率の3倍であ

る｡ そこで対米比率を引下げる代わ

りに対日比率を引上げて行けば､対

米輸出偏重を改めるとともに､対日

入超を是正することが出来る｡ ドル

安 ･円高 (対 ドル9割強二ヒ昇)､そ

の一方､アジアNIES通貨は台湾

表 Ⅰ-日 米国と日本の内需増と輸入増の推移 (名目GNPペース)

(単位 ;10億 ドル)

1970- 1980年(年 平 均) 1~980- 1985年(年 平 均) 1985- 1986年 1986- 1987年

米国 G N P 171.6 256.6 225.3 286.5
内 需 169.3 278.､6 251.8 305.1

輸 入●ー 25.8 26.0. 34.0 68.3

､日本 G N P 85.6 54.4 635.4 419.1
内 需 86.~8 42.4 599.2 414.9

(荏) 各国統計

(備考) 日銀､調査統計局､調査月報､昭和63年 8月号
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表 Ⅰ-12 日本のエレク トロニクス製品輸入
(単位 :万台)

電 合 計 1,542 1月54 2,158 内需合計 9,137万台

韓 国_台 湾 223 105 234 輸入品シェア 23.6%

請 (14.5) ( 7.2) (10▲8) 韓 国 2.6

機 . 509(33.0) 580(40.0) 1,303(60.4) 台 湾 14.3

カ 合 計 ■361.5 230 349 内需合計 9,410万台

韓 国台 湾 133 輸入品シェア 3.7%

6(1.6.7) 21(91.3) 200(57.3) 台 湾 2.1

Ⅴ 合 計 47 147 128 内需合計 7,871万台

韓 国台 湾 10 112 輸入品シェア 1.6%TR (21.3-) (50.0) (87.5) .韓 国 1.4

36(76.6) 7(50.0) 5( 3.9) 台 酒 o.1

ラ 合 計 827 2,126 3,973 内需合計 6,775万台

韓 国台 湾 ＼ 185 943 1,585 輸入品シェア 58.6%

ジカ (22.4) (44.4) (39.9) 韓 甲 23.4

セ 407(49.2) 491(23.1) 862(21.7) 台 湾 12.7

チI0 合 計 340144 3,172 3,3521.,532 内需合計 白.880万台

韓 国台 湾 121 輸入品シェア 37.7%

フレコ (42.4) ( 3.8) (45.7) 韓 国 17.3

(荏) ( )内は､品目別全輸入に占める韓国 ･台湾のシェア｡

(備考) 前掲図 Ⅰ-3に同じ｡
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新元 (対 ドル4割強上昇)を除きほぼ ドルに対して鈍い上昇にとどまったから､対日輸出が

有利になり､上記の是正構図が確実に実現することとなったのである｡そしてこのような価

格効果は表 Ⅰ-11のような日本の内需拡大による所得効果によって補完されることとなった｡

1987年には日本の輸入増加が米国のそれに接近しはじめたことが注目されるが､それは､ア

ジア諸国が米国から日本へ市場を転換することを容易にするものであったといえよう｡日本

のエレクトロニクス製品の輸入においても､韓国 ･台湾といったアジアNIESのシェアが

急増しており､-イテク関係でもアジアNIESの供給力が高まりつつあること､そして日

本市場が重要な役割を帯びつつあることが表 Ⅰ-12からみてとれる｡そしてその背後には､

日本からアジアNIES､ASEANへの直接投資の急増と､日本企業の生産拠点の国際化

がある｡いずれにしても､アジア･太平洋地域では､日米両国の構造調整を軸に貿易構造が

変わり､"太平洋の トライアングル"は日本経済の構造調整をテコに再構築されようとして

いるといえる｡こうしたなかで､アジア諸国の経済成長率は､1985年の ドル高是正開始以後

かえって高まっているのが注目される (表 Ⅰ-13)｡アジア･太平洋地域経済の変貌は､ひ

とつは水平分業化の進展を促し､またいまひとつは､米国にとってアジア諸国は輸出先から

輸入元に変わる､という意味で､世界経済にとって重要な役割を持ちつつある｡

表 Ⅰ-13 アジア諸国の実質経済成長率(%) (※各国政府見通 し)

1984年 1985年 1986年 198~7年 1988年※

韓 国 ･8.4 5.4 12.3 12.0 10.0

台 湾 10.5 5.1 ll.6 ll.0 7.0
' S # 9.5 △0.1 ll.2 13.6 5.0

シ ンガ ポ ール 8.3 △ 1.6 1.8 ･8.8 9.0

タ イ 6.2 3.5 4.7 7.1 8.3.

マ レ_- シ ア 7.6 △ 1.0 -1.0 4.7 5.0

(備考) 前提表11-Ⅰに同･t=o

表 Ⅰ-14 西ドイツ､フランス､イギリス､イタリア
の実質経済成長率 (%)

前年又は前年同 期 比 西 ドイツ フランス イギリス イタリア

1986年 2.5 2.1 2.9 2.9

1987年 1.7 2.3 4.7 3.1

1.987,10-1明 2.4 2.7 5.4 2.8

-1988.1-3月 4.4 3.5 5.2 3.-1

(症) .西 ドイツは実質GNP､他は実質GDP｡
(備考) 各国統計｡
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一方､西欧も変わってきた｡それ

は､1992年のEC統合という目標に

向かって動き出しているからである｡

最近の西欧諸国の経済成長率アップ

は､景気循環的な上昇局面あるいは

前述した自国通貨価値上昇 ･原油急

落 ･経済刺激策による効果のあらわ

れであるとしても､そのなかにおけ



る民間設備投資の拡大基調には1992年のEC統合をにらんだ企業の戦略が含まれているもの

と思われる (表 Ⅰ-14)｡なお､1987年に西欧の経済成長率は2極分化し､イギリス4.7%､

イタリア3.1%の明るい側面と､西 ドイツ1.7%､フランス2.3%の暗い側面の 2極に分かれ

て､従来問題の多い国とされた英 ･伊と優等生であった筈の西独 ･仏とのポジションの逆転

が生じていた｡それが1988年になると､遅れていた西独 ･仏の成長率も高まり､これら諸国

の成長率格差が解消しはじめているが､その背後に､1992年のEC統合をにらんだ各国の競

争意識が働いていることも否めない｡ところで､最近EC委員会が試算したところによると､

あらゆる障壁を撤廃した効果､市場拡大による効果を合わせると､統合はGDPで4%以上

の効果があるとしており､EC統合がECの潜在成長力を高める作用をすることは十分考え

られるところである｡

ソ連のペレストロイカに伴う東西交流の活発化という要素も考慮に入れると､世界経済は､

これまでの米ソを頂点とする2極集中から多極分散化の時代に入り､広範囲にわたっての構

造調整を通じて成長力が全体として高められていく効果が期待できるのではなかろうか｡

6. 大型景気の素質をもつ内需景気

ひるがえって国内経済をながめよう｡1986年11月を ｢景気の谷｣とした景気上昇過程は､

この11月で 2年を経過する｡過去2回の景気上昇期間はいずれも28カ月であったし､今回も

すでに24カ月になるが､現状は "絶好調"といわれ､過去 2回より長期化する可能性が大き

くなっている｡そこで表 Ⅰ-15によって戦後の景気基準日付に基づく景気上昇期間を振り返

表 Ⅰ-15 景 気 の 基 準 日 付

昭和.の年次を示す 谷 山 谷 琴 甲. (参考)四半期基準 日付拡 張 後 退 全循環 山 ＼谷

第 1循環 26年10月 26年 6月 26年10月 27カ月 (4カ月) 37カ月 26年 4-6月 26年10-12月･~第 2循環 29年 1月 29年11月 10カ月 29年.1-3月-29年10-12月

第 3循環 29年11月 32年 6月 33年 6月 31カ月 12カ月 43カ月 32年 4-6月 33年 4- 6月

第 4福環 33年 6月 36年12月 37年10月 42カ月 10カ月 52カ月 36年10-12月 37年10-12月

第 5循環 37年10月 39年10月 40年10月 24カ月 12カ月 36カ月 39年10--12月 40年10-12月

第 6循環 40年10月 45年 7月 46年12月 57■カ月 17カ月 74カ月 45年 7-9月 46年10-12月

第 7循環 46年12月 48年11月 50年 3月 23カ月 16カ月 39カ月 48年10-12月 50年 1- 3月

第8循環 50年 3月 52年 1月 52年10月 22カ月 9カ月 31カ月 52年 1-3月 52年10-12月

第 9循環 52年10月 55年 2月 58年 2月 28カ月 36カ月 64カ月 55年 1-3月 58年 1- 3月

第10循環 58年 2月 60年 6月 61年11月 28や月 17カ月 45カ月-60年 4-6月 61年10-12月

(備考) 経済企画庁
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ってみると､全部で9回を数えることができる｡大半は30カ月未満で､これが通常の姿とい

えよう｡そうすると､今回は､通常の上昇期間をすでに経過しつつあって､なお衰えを見せ

ない上昇余力を残していることになる｡こうした通常の上昇期間を超えて展開される場合が､

大型景気の対象となる｡戦後半世紀に近い問に､大型景気とよばれるにふさわしい景気上昇

が2回あった｡ 1つは､1958年6月を ｢景気の谷｣とし､1961年12月を ｢景気の山｣とする

42カ月間であった｡このときは､3年間も民間設備投資が急増するという投資ラッシュ期だ

ったが､その背後にあったのは貿易自由化の要請であり､日本経済の先進国前夜のことであ

った｡ 2つは､1965年10月を ｢景気の谷｣とし､1970年7月を ｢景気の山｣とする57カ月間

であった｡このときは､名実ともに先進国としての実力をととのえ､それが開花した時期で

あった｡

これらのケースに共通しているのは設備投資が息の長い増勢を持続したことであり､それ

が需要と供給力の二面性を持つことからいえば､供給力過剰が表面化しない要因があったこ

とを物語る｡そのような要因とは､前者 (42カ月)の場合は技術革新による既存設備の陳腐

化であったし､後者 (57カ月)の場合は､同じく技術革新が展開したが､そのほかに省力化

と公害防除のための投資が増えて生産力化が減殺されたことと､根強い個人消費の増加なら

びに消費 ･住宅 ･輸出といった多様な需要の支えによって需給バランスが確保されたことが

挙げられる｡このような内容を持っていて景気に持続力がある場合､これを通常の景気と区

別して､大型景気と呼ぶことができるだろう｡

ところで､今回の場合はどうだろうか｡まず上昇持続の可能性について､次のような7つ

の根拠を考えることができる｡ 1つは､円高の持続性である｡その背景はこれまでの各節で

述べてきたところであるが､要は日米の対照的な対外不均衡の是正過程が中期的視野で捉え

られなければならないことに起因している｡日本の交易条件上昇の根本原因となった今回の

円高が､今後もなお継続する関係に置かれているということを､これは物語っている｡ 2つ

は原油市況の軟調持続である｡3つは低金利の持続性である｡以上3つは､日本経済を "円

高不況"からすくいあげて今回の景気上昇に乗せた根拠であるが､それらは､これまでのよ

うな勢いはなくなってもあと戻りはしないことを意味している｡今回の景気上昇を持続させ

る理由のひとつといえよう｡

4つは､技術革新の展開である｡1970年代末からわが国でエレクトロニクスの工業化と既

存分野への多様な応用が始まっているが､80年代後半から90年代へかけてはそれが集大成さ

れる過程を迎えている｡
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図Ⅰ-4 上昇続 く加工産業内容

1985 86 % (覇 (;9 %S*

(備考) 野村総合研究所｡財界観測､'1988年6月号｡

図 Ⅰ-5 伸びるコンピューター内需と生産

(億円)

19767778 798081828384858687 888990年

仔日刊 冊

(備考)機械統計年報より野村総合研究所作成(前提図トー4と同じ)
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図 Ⅰ-4は､これを産業サイドか

ら眺めたものだが､名目GNPに占

める加工産業の比率は､野村総研の

予測だと今後 7年間に1%ポイント

高まるとしている｡またこれを機能

的にみると､情報社会化の進展とし

て捉えることができよう｡図 Ⅰ-5

は､コンピューター内需の増勢を示

しているが､その背後には､パソコ

ンブームという形でコンピューター

機能が個人生活に浸透する過程をは

さんで､金融機関のオンライン投資

が第 2次から第 3次の段階に飛躍す

る状況を措いている｡ちなみに第 3

次オンライン投資 (1988-1991年)

は､第 2次オンライン投資 (1979-

1982年)の2.5倍の投資規模となる｡

5つは､耐久消費財の循環的上昇

局面を迎えていることである｡図Ⅰ-

6は､ 4年サイクルの仮定を置いた

循環の波動を実績の トレンド線にあ

てはめてみたものである｡過去 2回

の波動は大体あてはまるが､今回は

この型では説明できない｡はみ出し

ていて､別の要因が介在しているこ

とを示している｡それは耐久財の高

級化が同時に進行しているからであ

る｡図 Ⅰ-7は､大型カラーTVと

普通乗用車の比率が､今回急上昇し

ており､それが1990年代初頭へかけ



図 Ⅰ-6 耐 久 財 の 循 環

図 Ⅰ-7 高級化する二大耐久消費材

(%)
20

15

10

5

0
(万台)80

60

40

20

19

(% )

198384 85 86 87 88 90 92

ぐ刊 (チ) 冊

(症) 大型カラーTVは 22イ ンチ 以 上｡

普通乗用車は 2000cc以 上 ｡

(備考) 野村総合研究所.前 掲 図 Ⅰ- 4に 同 じ.
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図Ⅰ-8 高画質化進む国内映像機器

1985 ･90 95 2000(年)

従 来 型 80.0 64.2 3.0 0.4(%)
高画質･音質型 20.0 35.8 63.3 42.7
ハイビジョン型 0.0 0.0 33.7 56.9

合 計 11,740 14,500 19,800 26.400億円)

1985 1990 1995

(備考) 野村総合研究所.前掲図Ⅰ-4に同じ

図Ⅰ-9 パーソナルカーの時代

一一-一一
(日本)

一一一一一一一一一一-1-二二.___(米国)

(千億円)

2000年

(%)

1983 84 85 86 87

(備考)自動車工業会資料｡

70

60

50

40

65(米国)

て伸びて行くことを予想している｡

また､カラーTVの大型化は高画質

化､高音質化､ハイビジョン化につ 一

ながっており､図 Ⅰ-8のようにそ

うした展開は21世紀へむけて拡がる

展望のなかにある｡また普通乗用車

の増勢は､図 Ⅰ-9のように､日本

もパーソナルカーの時代を迎えたこ

とと関係があるように思われる｡一

世帯が複数の車を持つ時代であり､

共稼ぎ夫婦で夫々保有するとか､親

子で夫々保有するようになってきて

いる｡このような複数保有世帯比率

を日米で比較してみると､日本の現

状は1960年代前半の米国と一致する｡

米国ではこの時期に複数保有世帯比

率が大きく上昇したことを考えると､

日本も飛躍の時期に際会しているの

かも知れない｡

ところで､今回の内需主導型景気

上昇が実現できた理由をここで振返

ってみると､円高 ･原油安による交

易条件の好転､超金融緩和､緊急経

済対策 (公共投資5兆円､所得減税

1兆2,500億円)とならんで､オーソドックスな在庫調整の終了があり､さらに ミクロ的に

重要なことに､輸出企業の内需比率上昇がある｡図 Ⅰ-10のように､円高が継続しているの

に輸出型製造業の利益率が急速に回復したのは､図 Ⅰ-11のように国内採算指数と輸出採算
●●

指数のかい離が大きいことから明かなように､輸出企業が内需比率を高めたことに起因して

いる (昭和63年度経済白書の指摘)｡そしてその場合､自動車や電機産業にとっての内需は､

耐久消費財の循環的上昇と高級化需要の増大が最も大きいといってよい｡
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図 Ⅰ-10 売上高経常利益率(季節調節値)
6.0

5.5

5.0

4.5

4.0

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0
＼1978J＼-79J ＼-80J ＼ 81J ＼-82-/｣ 83J＼-84J＼-85-ノ＼-86J -ヽ87-/｣ 88-

(備考) 前掲図 Ⅰ-6に同に同じ｡

図 Ⅰ-11 国内採算と輸出採算の推移
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0

0

日
リ

引
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0
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日
H

(年 ･四半期)

(備考) 前提図 I-L6に同じ
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6つは､個人消費の底固い拡大である｡昭和40年代前半の57カ月という大型景気のときも

前述したように個人消費は強かったが､このときは､それまでの高度成長持続の結果として

人手不足になり､日本経済の歴史的な二重構造が解消過程に入って中小企業や農業の賃金水I

準が大企業に接近する動きを示したときで†所得上昇テンポが大きく､それが旺盛な個人消

費の増勢を支えたのであった｡これに対して今回は､資産効果が所得効果を補完するパター

ンにはじめてなった｡表 Ⅰ-16のように､世帯別金融資産の推移をみると､最近6年間に勤

労者世帯は所得階層別に5割前後増加し (第 1分位階層のみ3割台の増加)､一般世帯は 7

割弱増加している｡この伸びは所得のそれを遥かに超えるものであるが (この間の名目雇用

者所得は年率5%の増加率だが､一般世帯の金融資産残高は年率9%の増加率､勤労者世帯

平均のそれは6.9%の増加率)､表 Ⅰ-17で株式との関係をみると､株価上昇による資産価値

表 Ⅰ-16 世帯別金融資産の推移

区分暦年末 勤 労 者 世 帯I 一般世帯 ※Ⅴ/ⅠⅠ Ⅱ Ⅲ ⅠⅤ Ⅴ 辛 -均

1981年 260 332 47~0 624 1,070 551 848 4.1

82 286 385 513 661 1,111 591 901 3.9

83 ･271 419 542 693 1,129 611 948 4.2

84 293 417 584 761 1,190 649 988 4.1

85 291 476 603 824 1,265 692 1,129 4.3

86 302 499 658 817 1,389 733 1,222 4.6

87 (139)362 (157)521 (143)670(154)959 (148)1,586 (149)819 (168)1,42? 4.4

(荏) ()内は､1981年を100とする1987年の指数｡
(備考) 前掲図 1-6に同じ｡

表 Ⅰ-17 所得階層別 (株式)資産価値の増大

二1981年 82年 83年 84年 85年 86年 87年

株 式 残 高 Ⅰ 6.3 8.0 8.2 6.3 8.8 7.4 6.0Ⅱ 8.1 9.5 8.1 8.0 8.8 ll.9 12.0

有 保 シェア Ⅲ 13.0 ll.2 10.3 12.4 12.0 10.9 ll.0

(%) Ⅳ 19.7 18.4 20.8 18.3 18.7 17.4 18.0

Ⅴ 52.9 52.9 52.6 55.0 51.7 52.4 53.0

株価上昇率 (年平均%) 16.3 △0.44 17.9 126.1. 22.2 32.9 47.9

株価上昇による資産価値の増大(兆円) Ⅰ 0.4 △0.01 0.6. 0.8 1.1 1.6 2̀.8

Ⅱ 0.5 △0.02 0.6 1.0 1.1 2.6 5.5

Ⅲ 0.8 △0.02 0.7 1.5 1.5 2.4̀ 5.1

(備考) 前掲図 1-6･庭同じ｡
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図Ⅰ-12 地域別輸出数量の推移

(1985年-100)

1234567891011121234567891011121234567891011121234567891011(月)

(備考) 前掲図ト6に同じ｡
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の増大が大きいこと､所得階層別には勤労者世帯では第5分位階層とそれ以下で大きな由き

があること､などが読みとれる｡ところで可処分所得に対する純金融資産残高比率を日米比

較すると､ 8年前の1978年末には米国1.3856倍に対し､日本は1.0775倍と日本がはるかに低

かったが､1986年末には米国1.8765倍に対し日本1.6843倍と両者が接近し､日本でも米国の

ように資産効果が働き易くなって､それが個人消費に大きく影響する段階へ入ったことを物

語っている (日銀 ｢日本経済を中心とする国際比較統計1988年｣)｡耐久消費財の高級化現

象の背景には､こうした資産効果が働いているものと思われる｡もっとも､ここで留意しな

ければならないのは､資産効果が個人消費を大きく動かすときは､所得階層間の不公平が増

大し易い点である｡

図Ⅰ-13-日)品目別輸出教皇の推移(総

117.5

115.0

112.5

110.0

107.5

105.0

102.5

100.0

97.5

95.0

92.5

90.0

87.5

85.0

82.5

80.0

77.5

75.0
123456789101112123456789101112123456789101112123456789101112(月)
｣ 1985J ｣ 86-J ｣ 87- ′｣ 88.i (年)

(備考) 前掲図Ⅰ- 6に同じ0
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7つは､世界経済の成長力向上が日本の輸出増に結びつくことである｡円高が持続しても､

日本の輸出が停滞を続けるとは限らない｡前述のように､今後世界経済は成長力が高まる可

能性があり､その手段として国際分業の強化が各地域で､あるいは地域相互間で進展しはじ

めている｡そうしたなかで日本の輸出は､今回の円高局面ではどう推移してきたであろうかo

図Ⅰ-12は地域別輸出数量の推移だが､アメリカ向けはドル安で減少しているものの､EC

向けと東南ア向けはむしろ増加している｡また図Ⅰ-13で品目別にこれをみると､化学製品

と一般機械で増加し､その他では減少している｡さらに高付加価値品目をそのなかから取り

出してみると､図Ⅰ-14のように円高の影響をはねのけて増加しており､それ以外の品目と

の成長格差は明白である｡以上からいえることは､ひとつは日本にとっての世界の輸出市場

図Ⅰ-13-(2) 品目別輸出数量の推移(機械機器)
(1985年-100)

123456789101112123456789紺l柑123458789細tH2123456789削112
＼- 1985J ＼- 86⊥ ノ＼- 87J ｣ 88-ノ

(備考)前掲図Ⅰ-6に同じ
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図 Ⅰ-14 高付加価値晶の輸出数量の推移

(1985-100)
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0 i23456789101112123456789101112123456789101112123456789101112(月)
｣ 1985 一 ｣ 86-J ｣ 87-- /＼J ､8･J (年)
(備考) 前提図Ⅰ-6に同じ

が多極分散化の方向にあること､2つはとくに東南アジア市場が日本市場と一体化した水平

分業形態をとり始めていて工業製品の輸出と輸入の拡大交流が進んでいること､ 3つは高付

加価値化が円高のもとで輸出においても進んでいることである｡

それでは､このような輸出の増加は､対外不均衡是正の国際的な政策協調路線と抵触する

ことになるのであろうか｡輸出と輸入が拡大しながら均衡を実現することが目標である｡水

平分業を軸にした拡大均衡は世界経済のために最も望ましいのである｡それでは輸入はどう

か｡図 Ⅰ-15と図Ⅰ-16は､今回の円高局面でかつてなく輸入が増加していること､しから

産業毎の国内出荷のなかで輸入品の浸透度が急速に高まっていること､を示している｡この

ような輸入の姿は､わが国で水平分業化が急速に進みはじめ､その結果､これまで立ち遅れ

ていた国内の流通構造も変革を迫られ､円高によって発生した内外価格差が次第に縮小して

いくという､円高差益の消費者還元効果が前進していくプロセスを物語っている｡わが国総

輸入額に占める工業製品の割合は､今回の円高が始まるまでは30%程度にすぎなかったが､

昭和63年にはほぼ50%に達している (1-8月)｡現在の景気上昇が大型景気となって息の

-30-



図 Ⅰ-15 輸入数量と輸入額の対GNP比率の前図との比較

1976/Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 77/Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 78/Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

1985AR Ⅳ 86/Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ87/Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ88/Ⅰ

図 Ⅰ-16 輸 入 品 の 浸 透 状 況

昭和年次で示す
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(備考) 前掲図Ⅰ-6 に同じ
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長い上昇を持続する場合には､わが国の水平分業化は定着し､工業製品の輸入割合も欧米な

みの6割台に間違いなく到達するであろう｡ここで､製品輸入の増加が景気上昇を挫折させ

てしまうという見方もある｡ ミクロ面で繊維などのように問題となる産業が出ていることは

否めないが､マクロ面からみると､製品輸入の増加によって供給力が高まって需給均衡が保

証され､物価が安定するというプラス効果が大きい｡とくに今回の景気上昇は､低金利持続

の条件が物価安定にあり､それは資産効果を保証して個人消費を根強いものにするとともに､

低金利持続が設備投資の活発化を促がすというメカニズムが働くことからいえば､こうした

製品輸入増加のプラス効果は大きいといわねばならない｡それは大型景気持続のひとつの要

件でもあるからである｡

以上からみて､今回の景気上昇 一 内需景気は､大型景気になる素質を十分備えていると

いっていい｡

7. 経済政策の方向と課題

国内景気は1988年4-6月に踊り場を迎えた｡実質GNP成長率が前期比マイナス1%と

なり､寄与度でみても､経常海外余剰マイナス1.5%を除いても､内需が僅か0.5%とこれま

での状況より鈍化したからである｡しかしこの現象は一時的で､7-9月以降は再び増勢に

戻るものとみられている｡ただし､すべての内需項目が増加した87年度と異なり､88年度は

消費と投資が増勢の中心､となり､民間住宅と公的固定資本形成は頭打ちになってくる (表Ⅰ-

18)｡だがそれは､国内経済が潜在

成長力に近づき､巡航速度に転換す

る姿であり､今後は消費と投資の動

態的均衡過程を辿るものと思われる｡

ここで､88年度の設備投資計画が

大きすぎ､89年度に供給過剰を招く

のではないかという懸念も一部にき

かれる (表 Ⅰ-19)｡果 してそうだ

ろうか｡前述したように､技術革新

に支えられで情報化社会に対応すべ

く､消費と生産の直結を目指す多品

表 Ⅰ-18 実質国民総支出の成長率の推移

年度.対前年度比% 1983 1984 1985 1986 1987

･民間最終消費支出 3.0 2.6 2.8 .3.6 4.0

氏 .間 住 宅 △8.9 0.5 2.9 10.9 23~.9

民 間 企 業 設 備 4.9 ll.5 13.2 4,5 10.2

民 ■間在庫 品噂加 △20.2 100.4 7.0 △74.7 89._1

公的固定資本形成 △_2.2 △2.9 6.3 6.6 18.8

経-常■海 外 余 剰 lS15..57) -Sa:,43) g oo:89) (△1.5)∧ 3.qn (△1.0)△39.2

(輸 _人 等 ) △0.5 9.8 △2.3 5.5. 13.0

(荏) 経常海外余剰の上段()内は､実質GNP成長率に対
する寄与度を示す｡

(備考) 経済企画庁､国民所得統計｡
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表 Ⅰ-19 主要金融機関による1988年度設備投資計画調査

(工事ベース､前年度実績比伸び率%)

百億銀 ~. 興 銀 開 鹿 . 日 銀 長 森

全 産 業 11.9 11.4 -15.7 ..14..3 ll.2(14.8)(̀17.3)20.61-7.0(10.7)(ll.4)7月中旬

(除 く電力う (15.7) (13.5.) (18.9) (20.5)

製 造 業 ､ 20.2 24.3 25.3 23..8
非.製 造 菓 9.2 .7.7 10.8 .6.1

種少量生産体制の確立を急どうとしているのが加工産業部門の実態であり､供給過剰の心配

は当らない｡一方､消費の方はどうか｡表 Ⅰ-20のように､88年は勤労者世帯の消費が増勢

に転じ､前年の一般世帯と代っている｡物価安定基調を前提とすれば､円高の下で内外価格

差の縮小が家計の生計費を引下げ､前年度に引続き88年度も所得税減税が行なわれているの

で可処分所得が高まり､勤労者世帯の消費は根強い増勢を辿るものと考えられる｡さらに､

現在のような労働需給ひっ迫を前提とすれば (88年6月以降､有効求人倍率は1を越えてい

る)､89年は名目賃金率が高まるから､消費は89年度も力強い増勢を続ける公算が大きい｡

このようにみてくると､消費と投資の動態的均衡過程は大型景気の様相を持っているといえ

よう｡

それでは､このような経済環境下における､わが国がとるべき経済政策の方向と課題はど

のようなものであろうか｡

表 Ⅰ-20 家計の可処分所得と消費動向

(勤労者世帯) (一般消費)

対前年同期比鰯 可処分所得 消琴支出 消費支 担

名自 美東 名目 極 東 名自 実垂

1986年10-.12月 ･=0.9 -1.3 1.6 _2.0-･△4.0.△3..6

1987年 lT3月 1.8 3.0 1.5 2.7 △0.1 1.1

4-6月 1.台 1.4 o:6 0.8 3:7 3.9

7-9月 2.3 2.2 0.7 o~.6 4.4 4.3

1Q-12月 2.7 2.2 0.5 O∵o 8..1 ~7.6

1988年 1--3月 2.7 2.1 3.5 2.9 6.0 5.4

7-6月 4.3 4.3 2.4 2.4 3.4 ~3.4

(備考) 総務庁､家計調査
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表 Ⅰ一一21 資金過不足の対名目GNP比率(%)

1965-74年平 均 1975-84年平 均 丑983年 1984年 ~ 1985年 1986年 1987年

法 人 企 業 部 ■門 -7.1 -2.9 -3.0. -1.7 -1.9 -1.3 -2.2

.個 人 部 門 9.4 10.3 10.3 9.8 9.8 10.2 7.9
公 共 部 門 -2.6 -7.1 -6.8 -5.8 -4.2 -4.2 -1̀4

公社公団 .地方公共団体) (-3.2) (-3.4) (-2.9) (-2.5) (-2.0) (一一1.8) (-0.8)-

(備考) 日銀､資金循環表

第 1は､グローバルな視野に立って､世界のなかの日本経済としての方向づけを明確にす

ることである｡世界経済が "ブラック･マンデー"の脅威を見事に乗り切ることができたの

は､国際的な政策協調の枠組が作動していたからである｡そしてそのなかで日本経済は､米

国経済と対照的に貯蓄超過経済であり (表 Ⅰ-21)､対外黒字不均衡が世界で最も大きい位

置にある｡このことは円高基調が持続し､したがって低金利が維持でき､世界の累積債務国

に対して世界的低金利のアンカー (描)の役目を持っていることになるのである｡軽々に日

本が金利引上げ競争に参加すべきではない｡

第 2は､内需拡大路線を確実なものにすることである｡表 Ⅰ-21のように､1987年には日

本のマネーフローのパターンに変化が起きた｡個人部門の純貯蓄比率がはじめて低下したの

である｡これは民間住宅投資が高度成長期なみに増加したことが影響しているが､結局のと

ころ内需拡大の基本は個人消費であり､その結果､貯蓄超過経済が修正されてくれば対外黒

字不均衡も是正される訳である｡1987年のマネーフローの変化をそうした方向転換への予兆

とみることはできないであろうか｡そして､この内需拡大路線を確実なものにすることは､

日本経済が国際的な政策協調路線の要の位置にあるだけに､世界経済の不均衡是正にとって

も極めて重要な役割を担っていることに留意する必要がある｡

第 3は､日本経済の内需成長率は潜在成長率を若干越える位が望ましく､製品輸入の増加

を刺激してGNP成長率を潜在成長率に一致させ得る限りにおいて､需要インフレには陥ら

ない｡このような積極的姿勢は､日本市場を世界に向けて開放し､世界経済の安定成長に貢

献することができる｡

第 4は､内外価格差の是正に積極的に取組むことである｡これは円高持続の当然の帰結で

あり､国民生活の豊かさを確実にする途だからである｡そしてそのためには､各種規制の緩

和 ･撤廃が不可欠であり､市場経済のメカニズムの浸透をはかることが内外価格差是正の常

道であることはいうまでもない｡
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表 Ⅰ-22 .昭和62年度決算剰余金

(単位･億円､かっこ内前年度比%)

･-歳 入 ､ノ決 算 額(A) 613,887( _8.7)

うち税 収 467,978( ll.8)94,182国 債

特 例 国 債 25,382
建 設 国 債 68,800

歳 出 決 算 額 (B) 577;311( 7.6)

歳 計 剰 余 金 (C)-(A)-(B) 36,576

前年度以前剰余金使用残高(D) 0
歳 出 繰 越 額(E) 6,288

歳出繰越額控除後の当該年度新 30,287
規発生剰余金 (F)-(G)-(D)-(E)

特 定 財 源 等 要 精 算 額 (G) ll,350

決算剰余金 (財政法 6条の純剰 18,937

第 5は､財政が本来受け持つべき

資源配分機能の補完と再分配機能を

復位させることである｡過去かなり

の期間に亘って財政再建が優先され

たため､こうした財政の本来的機能

が凍結されてきた｡ LbllL財政再建

は軌道に乗り､昭和65年度までに赤

字国債をなくすという目標の達成は

もう確実になった｡表 Ⅰ-22のよう

に､昭和62年度の決算剰余金は史上

最高の 1兆8,937億円に達す る状況

となっており､またNTT株売却益

の処分や税収の好調を考慮に入れると､財政再建後の長期的な財政の方向づけを考えなけれ

ばならない段階にきている｡税制改革もその一環として検討すべきときであろう｡
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1. 内需主導型経済成長の実現 と持続性

2.新 しい産業社会の創造

3.世界経済社会への積極的貢献

4. 財政運営 の基本方向 と税制改革 のあ り方

5.経済計画の再評価

要 約

1.現在の内需主導型経済成長は久々に大型景気につながる素質をもっている｡こ

の成長を国民生活の向上と世界経済発展への貢献につなげるメカニズムを内包し

た新しい産業社会を創造していく必要がある｡

2. めざすべき新しい産業社会は､活力ある産業活動が豊かでゆとりのある国民生

活と結びついた社会であり､地域の個性を生かしつつ交通 ･通信ネットワークに

より有機的に結びっけられた国土利用パターンのうえに成り立つものである｡

3.世界最大の純債権国となったわが国は､自由貿易制度の維持 ･強化､国際通貨

体制の安定化に努めるとともに､経済協力の拡充､地球環境保護など世界経済社

会-の積極的貢献を図るべきである｡

4.今後の財政運営は､財政本来の資源配分機能に立ち戻り､中長期的観点から計

画的､体系的に行うことが基本である｡

5.今回の政府の ｢消費税｣(莱)は税負担が不明確で､新たな不公平を生むおそれ

がある｡新しい産業社会創造のため､公平､中立､簡素 ･明瞭な税制を総合的に

検討すべきである｡

6.新たに決定された経済計画は､その基本的方向は評価できるが､円滑な構造転
t

換と新しい産業社会の創造には､3%%という実質成長率は低すぎる｡
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1. 内需主導型経済成長の実現と持続性

1987年度の日本経済は構造転換が進むなかで内需主導型の経済成長がようやく実現した｡

今後の経済政策のあり方を検討するにあたり､初めにこの内需主導型の経済成長が可能とな

った背景とその持続性を検討しておこう｡

まず､円高不況が円高基調下の景気拡大に変化することとなった要因は何か｡一第 1は､今

回もまた市場メカニズムを通じた円高への日本経済の適応力の高さ､とりわけ企業の積極的

な構造転換への努力がある｡企業は急激な円高に対し､円高による輸入価格の低下､原油価

格の下落を生かしつつ､内需の開拓､高付加価値化､技術開発の促進､新たな国際展開を進

めた｡第2は､金融の超緩和のなかでの住宅投資の拡大｡第 3は､円高による物価安定と資

産効果による消費拡大｡そして､第4に､内需拡大への財政政策の転換の効果があげられよ

う｡

ところで､円高による国内産業の "空洞化"という議論をどう考えるべきか｡現在､製品

輸入の拡大､海外直接投資の増加が続いているが､内需の増加に伴い､雇用情勢は大きく改

善した｡内需拡大のなかで国内での設備投資が増加している状況では､製品輸入､海外直接

投資が増加していても､国内産業ゐ "空洞化"の心配はない｡円高の進行は国内産業の "空

洞化"に短絡的●に結びつくものではなく､持続的な内需拡大が定着すれば､国内産業の "空

洞化"の懸念は遠のく｡

さて｣現在の内需主導型の成長は持続可能であろうか｡結論としては十分可能となる条件

が揃っている｡ーすなわち､(1)日本経済のファンダメンタルズのよさを背景とした円高基調の

継続､(2)イ･イ戦終結に伴う原油価格の軟調基調､(3)内需転換の進展､(4)世界的な景気上昇､

とくにアジアNIES､ASEANの成長力アップとそれに伴う資本財輸出の増加､等が予

想されうるた吟である.したがって､国際通貨体制の混乱､アメリカ経済のソフトランディ

ングの失敗､わが国の経済政策q)大幅な誤まりといったことがなければ､現在の日本経済は､

昭和40年代前半のいざなぎ景気 (1965年10月～1970年7月)に匹敵する大型景気となる可能

性をもっている｡今後､日本経済で懸念されるのはむしろ需給ひっ迫によるインフレ､輸出

の再増加による貿易黒字の拡大であろう｡

以上のように､現在の日本経済は久々に好調であるが､それが国民生活の豊かさ､ゆとり

にそのまま結びついておらず､また､新たな格差拡大をもたらしている｡今後の経済政策の

方向は､内需主導型経済成長を持続させるとともに､中長期的な観点から経済の成長を国民
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生活の真の豊かさ､ゆとりに結びっけるメカニズムを内包 した新たな産業社会 (高度情報 ･

産業社会)を創造 していくこと｡日本経済の順調な発展のためにも､世界最大の純債権国と

して世界経済社会の発展に積極的に貢献していくこと､の2つが柱となろう｡

2.･新 しい産業社会の創造

上記のように､日本経済は構造転換が進むなかで新たな中期的成長期 (潜在的な実質成長

率 5-6%)に入っているとみられる｡今後､わが国の経済力に見合った真に豊かでゆとり

のある国民生活を実現していくことが課題であるが､この課題の解決の方向として､大きく

2つの考え方がありえよう｡ 1つは､中 ･高成長が生活向上につながっていないとして､成

長そのものを否定 してしまう考え方であり､もう1つは中 ･高成長を生かして､その成果を

国民生活の向上に結びっくよう構造転換を進めていくという考え方である｡われわれは後者

の考え方をとりたい｡成長を否定 して､新しい質の高い国民生活-の道を展望することはむ

ずかしい｡現在の状況のなかで､豊かさ､ゆとりを実現していくためには､経済の構造､生

活の構造自体を変えていくことが必要となる｡その転換にあたっては雇用構造の変化を伴う

のは当然であり､雇用不安なくその転換を円滑に進めるには､活発な産業活動が行われ､雇

用機会の拡大 している中 ･高成長の時期の方がやりやすい｡重要なのは､新しい産業社会に

ついて明確などジョンをもって､整合的な政策体系を構築 し､経済成長が真に豊かでゆとり

のある国民生活の実現に結びっくメカニズムを創出していくことであろう｡

ここで､現在､わが国において経済力に見合った国民生活の豊かさ､ゆとりが実感できな

い背景､要因を整理しておこう｡

第 1は､､内外価格差の拡大である｡1985年 9月のプラザ合意以降の急激な円高により､為

替 レート換算によるわが国の財貨 ･サービスの価格は世界最高水準になってしまった｡とく

に生活の基本である食料品､競争要因の働きにくい電気料金､ガス料金､水道料金などの公

共料金の割高が目立つ (表Ⅱ-1)｡この結果､例えば西 ドイツ､アメリカ並の価格を仮定

した場合､わが国の勤労者世帯は､西 ドイツ､アメリカに比べて､ 2-4割も生計費が高く

かかっている｡

第 2は､長い労働時間である｡昭和63年度経済白書によれば､わが国の労働時間は､アメ

リカ､イギリスより10%程度､西 ドイツ､フランスより30%程度長くなっている (図Ⅱ-1)0

この格差の要因としては､①週休二日制普及の停滞､④年次有給休暇の付与日数､取得率の
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表 Ⅱ-1 小売価格の国際比較例

品 目 単 位 東 東 岡 ニューヨーク(円ト.

罪貿易財 競働 も争きの 電 気 料 金 200kぬ/月 4,863 3,711,

要に因くのい ガ ス 料 金 35万Keal/月 4,714 2,105水 道 料 金 30m3/月 3,735 1,485

競 働 バ ス 代 1回 160 128

映画鑑覧料 - 1回 1,492 830

理 -~髪 料 1回 2J,755 ■1,816

た ま ね ぎ 1kg 144 104

食 パ ン 1kg 371 293

ウイスキー 1本 3,569 1,168

小型乗用車 1900--2000cc1台 1,941,000 1,181,856_

カラーテ レビ 20型程度 1台 125,600 p62,615

カラーフィルム 24枚 1本 535 364~

カセ ットテープ C601本 357 177

牛 肉 100-g 354 141

ガ ソ リ_ン 1£ 125 38

(荏) 1.東京の小売価格は総務庁統計局 ｢小売物価統計調査｣､ニューヨークについては経済企画庁調査による｡

2.調査時点は､食料品が62年10月､その他の品目は63年 1月である｡

3. 円換算は､調査時点の対米 ドル円レ-トを用いた.

4･ 制度や枠組が異なるため､比較がむずかしい品目があること､､生碍習慣等の違いによって効用の異な

る品目があること､品質､規格等が必ずしも一致しないこと､サンプル数が限られていることなどか

ら､単純な比較が困難であり､いわば事例調査という性格のものである｡

5. ニューヨーク市のガス料金については､マンハッタン地区を中心にガス及び電気の供給を行っている

コンソリテ-テット･エンジン社を例に取っているが､ガス事業専業としまたニューヨーク市で最

大の需要家を有するブルックリン･ユニオンガス社の料金についてみると2,636円となる｡

6.小型乗用車については､ニュ-ヨークでの調査車種はアメリカ産品であり､東京の調査車種と比べて

装備等が異なる｡

7.カラーテレビについては､ニューヨークでの調査製品はアメリカ､メキシコ等第3国製品が中心であ

り､東京の調査製品と比べて機能等が異なる｡

8.非貿易財の競争要因の働きにくいものは､地域独占的事業を行っているものとした｡

(備考) 経済企画庁 ｢昭和63年度経済白書｣
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低さ､③長い所定外労働時間､等が

あげられる｡また､こうした労働時

間の長さに加え､とくに首都圏の通

勤時問の長時間化も看過できない｡

第 3は､資産格差の拡大である｡

1986､87年の株価の急上昇､地価の

高騰は､有価証券や土地を多く所有

している高所得層ほどそのメリット

(キャピタル ･ゲイン)を享受しう

ることとなり､分配の不平等を増加

させた｡

第 4は､住宅の狭小さと都市環境

の不十分さである｡首都圏を中心と

した地価の急騰は首都圏では一般の

勤労者が新たにゆとりある住居を適

図11-1 労働時間の国際比較 (1986年)

EJ三岡 ii lfIII葡 IIIIIf I仲川Ji fIIIIf 十十

●● ア
ノ
リ
オ

イ
ギ
リ
ス

西
ド
イ
ツ

7
ラ
･ン
ス

(荏) 1.労働省賃金福祉部企画課推計､EC及び各国資料0

2.原則として製造業生産労働者｡

3. フランスの所定外労働時間は不明｡

(備考) 経済企画庁 ｢昭和63年度経済白書｣

当な通勤圏内に確保することをほとんど不可能にした｡(東京圏で75m2の標準マンションを

購入するのに､サラリーマンの平均年収の8.4倍 (1988年上期､1986年は5.5倍)かかるとの

調査結果 一 都市開発協会､1988.9.14)がある｡一方､地方圏では首都圏に比べればゆと

りある住宅の取得はやや容易となるが､雇用機会の点で問題がある｡また､都市の環境は交

通の混雑､下水道の普及の遅れ､公園面積の少なさ等依然として不十分である｡

こうした課題を解決した､目標とすべき新しい産業社会は､次のような基本的特徴をもつ

ものであろう｡

(1) 中 ･高成長を持続させ､豊かさに結びっく新製品等を生み出していく活発な技術革新

と研究開発

(2)創造性を発揮させ､生きがいを生む質の高い快適な労働環境

(3) 豊かさとゆとりを実感しうる物価構造と住環境

(4) 充実した余暇時間を可能とする生活時間構造と余暇環境

(5) 地域の特性を生かしつつ､活力とゆとりを実現する国土利用パターン

(6)高齢化に対応した安定した社会保障と多様な福祉サービスの供給

(7) 世界経済社会の発展を促進する積極的な国際的貢献
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そこで､こうした特徴をもった新しい産業社会を創造していくメカニズム､政策対応のあ

り方を検討しよう｡

(1)の活発な技術革新､研究開発の促進のためには､新たなフロンティア開拓のための制度､

規制の見直し､基礎的科学 ･技術の振興への体制の整備 ･強化が図られるべきである｡もち

ろん､規制の見直しは単に規制を緩和する方向ばかりではない｡環境規制にみられるように

国民生活の保護のための適切な規制が新たな技術開発を促進し､産業活動の活発化と国民生

活の向上の両方につながることは十分にありうることである｡

(2)の創造性を発揮しうる､質の高い快適な労働環境の形成は､基本的には労使ともその重

要性を認識し､自主的に進めていくべきものであるが､中小企業等に対するものを中心に政

策的な指導､援助も必要であろう｡近年の情報技術の急速な進歩は､事務処理の効率化につ

ながっていると思われるが､それが労働の強化や新たな職業病を生むことなく､勤労者にと

って労働の軽減と労働の質の向上､快適性を高める方向で利用されていくことが必要である｡

労働環境の質の向上は創造性を高め､生産性の向上にもつながる｡

(3)の豊かさ､ゆとりを実感しうる物価構造､生活空間の創造は､､l現在最も重要な政策課題

の1つであろう｡内外価格差の縮小のためには､第 1に､市場開放を促進して､農産物を含

む安価な外国商品の輸入を拡大することである｡このことがそれ自体､需要者に安価な製品

を供給するはか､国内の競争を活発化させ､国内品価格の低下にもつながることになる｡ま

た､製品輸入の拡大は､消費者等の価格面､品質面でのより多様な選択を可能にする｡第2

に､流通機構や公共料金における制度や規制の抜本的見直しを進めることである｡安価な輸

入がなされても､それが末端価格に反映されるのを妨げるような制度 ･規制は見直すべきで

ある｡電気料金､ガス料金等の公共料金についても､公益事業といえどもいっそう競争､コ

スト削減､価格低下へのインセンティブが働くよう匡制度 ･規制を見直すべきである｡とこ

ろでこうした内外価格差縮小のための輸入拡大や制度 ･規制の見直 しに対 しては､産業の

"空洞化''論や国内産業の保護等の立場から反論や懸念がしばしば主張される｡しかし､製

品輸入拡大は国内製品の高付加価値化や事業の多角化等で十分対応しうるものであり､現に

今回の景気拡大はそうした企業の積極的な事業展開によって生じている面が大きい｡逆に政

府による保護政策や諸規制が産業の自主的な技術革新や生産性向上努力を妨げたり､そのイ

ンセンティブを奪っているケースも少なくない｡そうした保護政策や規制を見直していくこ

とがむしろ､その産業の高度化を促し､発展を可能ならしめることにつながる｡もちろん､

短期的には構造調整 ･転換に伴う摩擦が生じようが､それに対しては産業の高度化を目標と
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した前向きの構造調整政策が用意されるべきであって､後向きの保護政策や輸入規制といっ

た方向がとられるべきではない｡

農業の場合も同様であり､競争原理を活用し､技術開発をとり入れ､より高付加価値で国

際競争力のある農業に転換していくことが重要である｡その方向へのインセンティブを高め

る政策が基本であり､保護政策の継続はむしろ農業の発展にとってマイナスである｡

次に､豊かでゆとりある生活の基本になる住環境の改善のためには､土地問題､都市問題

がネックとなっている｡東京一極集中に伴う地価上昇の背景には､わが国が世界最大の純債

権国となり､情報化が進む中で東京が世界の主要な国際金融情報都市として急速に発展して

いることがある｡これは方向としては悪いことではないし､避けがたいものであろう｡問題

はこうしたなかで企業､事務所の集中に伴う業務用の土地需要が投機的需要を招き､かつそ

れが業務地のみならず住宅地にも波及して宅地価格急騰を招いたことである｡この原因の 1

つには､都市計画が不十分で住宅鞄､業務地､農地が混在し､かつ従来から地価上昇を見込

んで非効率的土地利用が行われていた点がある｡これに対しては､区画規制の徹底､税制の

活用､すなわち､地価に見合った土地保有税とキャピタル ･ゲインへの課税強化が必要であ

る｡そして､地価上昇により生じる税収の増加を利用して､東京湾岸を中心､とした新しい都

市の開発と既存地域の都市再開発を積極的に進めることである｡一方､地方の都市圏につい

ては､住宅の面に限れば首都圏よりめぐまれている｡課題は雇用機会の拡大と魅力ある都市

づくりであり､地域経済社会の活性化がその基本となろう｡

(4)の充実した自由時間のためには､まず労働時間の短縮である｡労働時間の短縮も基本的

には労使交渉で進めていくのが原則であろうが､両者の関係は対等とはいいがたい｡また､

休暇をとりにくい職場の雰囲気といった意識面の問題もある｡こうした点を考えると､社会

全体としての完全週休二日制普及のための公的部門の完全週休二日制の実施､超勤手当率の

アップといった市場メカニズムを通じた労働時間短縮のインセンティブ強化策､労働時間制

度の弾力化等が必要である｡また､充実した自由時間､余暇を過ごすためには､ 1つは前述

の住環境の改善が重要であるが､より積極的な余暇活動を促進するため､生涯教育､社会 ･

文化活動､観光等の人材養成を含む各種基盤整備､セカンド･ハウス､ウィークエンド-ウ

ス等の取得 ･利用の促進といった総合的な余暇環境整備策が実行されるべき時である｡

(5)は､活発な産業活動と豊かでゆとりのある生活を結びっける新しい国土利用パターンの

創造である｡新しい産業社会は高度成長期のような重化学工業を基本とする産業社会ではな

い｡情報化､サービス化､国際化が進展するなかで､都市型産業が一層重要になるとともに､
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生産者と消費者の関係がより緊密化し､消費者の多様なニーズが反映されるような財 ･サー

ビスの選択可能性のきわめて高い社会であろう｡それにふさわしい国土利用パターンは､そ

れぞれの地域における中核都市を軸にした個性ある地域経済社会と､金融 ･情報等の面で高

度に発展した大都市圏､そして充実した余暇活動を支える自然､文化､観光資源を持つ地域

等を高速運輸､情報通信ネットワークで効果的に結びつけたものであろう｡そのための政策

対応の方向は､①市場メカニズムや民間活力の適切な活用を図るためのワク組みの整備 (た

とえば開発者が開発利益を享受しうるルールづくりや乱開発を防止するワク組みの整備)､

④運輸 ･通信などのうち､特に基盤となる社会資本の計画的整備､③自然環境､文化遺産の

前向き･の保護と継承､④首都圏一極集中を防止し､地域経済社会の均衡ある発展を図るため､

地方への権限委譲､自治体､地域の自主性尊重と広域経済圏の戦略的育成､などが基本とな

ろう｡なお､具体的なネットワーク化においては高度情報通信網の整備､ リニア高速鉄道の

実現､幹線道路網の整備が重要であろう｡

(6)の高齢化に対応した安定した社会保障と多様な福祉サービスの供給においては､官民の

適切な組合わせによる､効率性､公平性､安定性､多様性の確保が重要である｡高齢層の生

活状況は所得､資産､健康面を始め､非常に多様であることから､すべての高齢者が享受し

うる安定した社会保障とそれを補完し多様なニーズに応えられる効率的な各種福祉サービス

の供給システム､受益と負担能力に応じた公平な費用負担のあり方の確立が必要である｡今

後の社会保障の財源のあり方として､社会保険料負担のほか､高齢化の進展に対応した負担

面での公平性の観点からの福祉目的税の創設といったことも検討に値する｡

(7)の世界経済社会への積極的貢献については次節で述べる｡

3･ 世界経済社会への積極的貢献

(Ⅰ)国民生活向上との両立

わが国が先に述べた新しい産業社会を創造していくうえで､国際社会から孤立してそれを

成し遂げることはできない｡世界経済 ･社会の順調な発展がわが国経済の成長を可能にし､

豊かでゆとりのある国民生活の実現につながる｡同時に経済大国､輸入大国であるわが国が
▲l

国民生活向上のため構造転換を進め､輸入を一層拡大していくことが相手国の輸出を増加さ

せ､雇用を拡大し､その経済の成長を支えることにつながる｡これはドル高期のアメリカ､

円高後の日本の輸入拡大がアジアNIESやASEAN諸国の高成長を支えてきたことをみ
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ても明らかである｡また､わが国の高貯蓄が発展途上地域の経済社会開発､あるいはアメリ

カ経済の再活性化等の資金として活用されることは世界経済社会全体の安定と発展を促し､

世界平和の促進にも役立つ｡

このように､現在のわが国の経済状況は国民生活の充実への努力が世界経済の成長にもつ

ながる望ましい状況にある｡

(Ⅱ)自由貿易体制の維持､強化､国際通貨体制の安定化

わが国の経常収支黒字は縮小傾向にあるが､輸出と輸入にはなおかなりの水準差がある｡

対外不均衡は相手国の保護主義を誘発しやすい｡わが国としては､こうした保護主義が拡大

することを防止するため､輸入拡大による対外不均衡是正の努力を続けるとともに､自由貿

易主義の立場を明確に堅持して､自由貿易体制の維持､強化の立場からGATTウルグァイ

ラウンド等に積極的に参加する必要がある｡

ところで､アメリカは米加自由貿易協定のあと､非公式に日米自由貿易圏､米アジア自由

貿易圏の構想を検討し始めた｡こうした自由貿易圏構想における米国の意図には相手国の市

場開放の促進､1992年EC統合-の対抗といったものがあるとみられるが､わが国としては､

自由貿易主義の原則を掲げ､こうした構想が経済のブロック化につながらないように警戒す

るとともに､逆に､現在､世界で最も成長力のあるアジア･太平洋地域全体として自由貿易

圏を構想していく､前向きの発想も必要と思われる｡現在の世界経済の拡大を支えているの

は､わが国の高貯蓄と新たなアジアNIESの供給力の向上である｡との地域が今後より一

層発展し､世界経済の主導的役割を果たしていけるような開放的な自由貿易圏を展望するこ

とは有益であろう｡

次に､為替レートの乱高下は経済活動の円滑な発展にとって好ましくない｡わが国経済の

ファンダメンタルズの良さを持続するなかで､中 ･長期的には円高基調が予想される｡金融

政策面では基本的には低金利を維持し､金利引上げ競争や為替乱高下の防止をめざす政策運

営が要請される｡

ところで､国際通貨体制の安定の基本にはアメリカ経済の双子の赤字の解消の問題がある

が､単に米国にそれを要求するだけでは解決しない｡米国財政赤字の原因の 1つとなってい

る国際公共財の負担について､わが国がその経済力に見合って非軍事面において､その負担

を積極的に分担していくことが､世界経済の安定と発展､わが国の地位向上のために必要と

なっている｡
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(Ⅱ)経済協力の拡充

世界最大の純債権国となったわが国はその豊富な資金を世界経済とりわけ発展途上国の経

済社会開発に還流させていくことが国際社会に対する責務であろう｡その際､重要なことは､

わが国の経済協力をさらに途上国にとって効果あるものとするため､量的な拡大だけでなく､

その内容の充実を図ることである｡現在は資金は十分あるにもかかわらず､それを適切な開

発プロジェクト等に結びつけるのに十分成功しているとはいいがたい｡その改善のためには､

わが国の調査開発能力､プロジェクト発掘能力を高め､それを適切なプロジェクトに結びつ

けるとともに､開発手法､開発金融の面でのイノベーション等も重要である｡こうした面へ

の資金配分の充実を怠たることは､せっかくの巨額の経済協力が効果の乏しいものに終わる

ことになりかねない｡また､大型の開発プロジェクトだけでなく､発展段階に応じたきめ細

かな地域開発や医療 ･教育といった社会開発､経済運営､経営管理のノウ-ウといった面で

の技術協力の拡充も重要である｡このような経済協力のいわばソフト面での充実のためには､

そのための人材の育成 ･強化が欠かせない｡官民を問わず､わが国の有能な技術者､研究者

が技術協力の専門家としても貢献できる体制を整備することが重要である｡また､国際機関

等の有する専門的知識 ･経験の活用や国際的な連携による経済協力も一層進められるべきで

ある｡

なお､発展途上国の経済発展にとってわが国の輸入拡大が重要な意義をもっていることを

再認識する必要がある｡さらに､技術協力等により､わが国のニーズにあった商品を開発し､

輸入することになれば､その国の自立的な経済発展にも大きな貢献をすることになる｡わが

国の市場を開放し､途上国生産者の開発や生産への意欲を高めることは､それ自体きわめて

有効な経済協力なのである｡

(Ⅳ)地球環境保護への積極的貢献

発展途上国の現状をみるとき､その経済 ･社会の開発の必要性は疑いないが､先進国､発

展途上国を含めて､その経済開発のあり方は地球環境保護の観点から改めて見直してみる必

要がありそうである｡酸性雨問題､熱帯地域を中心とした森林伐採による砂漠化の進行､原

子力利用に関する安全性の問題､異常気象など経済開発と直接､間接に関連するとみられる

地球規模の環境問題は無視しえない問題となってきている｡わが国は過去の公害問題の経験
･こ'

を生かし､公害防止技術の先進国として､発展途上国の経済発展を環境保全と両立する形で

進めうるように技術面等での指導を進めるとともに他の諸国と協力して地球的規模の環境問
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題の解決に向けて技術面でも資金面でも主導的役割を果たすべきであろう｡日本の海外直接

投資においても公害防止に力を入れるべきことは当節である｡

(Ⅴ)海外直接投資に対する考え方

新しい産業社会の創造と世界経済への積極的貢献の双方の観点から海外直接投資の意義と

問題点を考えてみよう｡

海外直接投資は基本的には企業が円高､貿易摩擦等の環境変化のなかで､企業発展のため

の国際展開の一環として行うものである｡この海外直接投資が国内からの撤退や国内設備投

資の減少として行われるならば､いわゆる､国内産業の "空洞化"につながりうる｡しかし､

今回の景気拡大期の状況をみると､国内の構造転換に伴う設備投資増強が海外への直接投資

の増大と並行して行われている｡経済企画庁の62年度企業行動アンケート調査 (63年5月発

義)の結果をみても､海外直接投資を活発化させようという企業の方が国内でも設備投資意

欲が高くなっている｡(図Ⅱ-2)｡このように､海外直接投資が企業の構造変化への積極的

な企業行動から生じているものであれば､"空洞化"の懸念は少なく､わが国がより高度な

産業構造-転換していくうえでも好ましいことといえよう｡

図1L-2 海外設備投資方針別にみた国内設備投資
年平均増加率 (今後 3年間)

国内設備投資

増加率(今後3
年間､年平均)

減少する やや減少する 横ばい やや増加する 増fmTる 海外設備投資方針

(今後3年間)

(備考) 1.海外進出を行っている企業のみ対象｡

2.国内設備投資増加率は中央値による平均｡
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表Ⅱ-2 消費税にはどんな特色があるか

税額別串の書類による方式 自己記録による方式

(売上税など) (消 費 税)

(1) 転嫁ゐ問題との関連 ･仕入先からの納品書等の書 ,･-書類によって仕入れに含ま

.類によって､仕入れに含まれ● れている税額が個々に明ら.か

ている税額が個々に明らかに にされないため､再滑な転嫁

されるため､転嫁が容易になるo という点で懸念があ'るo

(2) 国境税調整との関連 ･国境税調整を的確に行うこ ･的確な国境税調整にやや難

とができるo があるo

(3) 非課税の設定等との関連 ･非課税取引の設定や複数税:･.仮に非課税取引を設定する

率制度の採用に比較的弾力的 こととなると､多種多様にわ

に対処できる面があるO. たる仕入れを課税と非課税とに振るい分けろ事務負担が増大するo複数税率制度を採る場合にも同様の問題があるo

(4) 納税事務負担との関連 ･蝉敬別記の書類の保存等､ ･書類の保存等に関する納税

納税義務者にとって事務負担 義務者の事務負担は大幅に軽

が相対的に大きくなる○ 減されるo

(5) 免税事業者の取引からの ･仮に､事業者免税点制度を ･その仕組み上､免税事業者

排除の問題等との関連 設けた場合､免税事業者から からの仕入れについても税額

の仕入れについては税額控除. 控除を認めることとすれば､

が認められないため､.これら 免税事業者が取引の中間段階

の事業者が取引の中間段階に に位置する.場合にも取引から

位置する場合には､取引から ･排除されるなどといった問題

排除されるなどの可能性があるo ･は生じないことになるo

(6) 税務執行との蘭連 ･書類を媒介とした相互牽制 ･左記の方法ほどには相互牽

(注) 大蔵省資料より

(備考) 日本経済新聞社 ｢Q&A消費税｣
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表u-3 課税 メカニズム

イ ンボ イ ス 方 式 (EC型 付 加 価 値 税 l)

売 上 (税抜) 仕 入 (税抜) 売 上 税 額 仕 入 税 額
① ㊨ ⑨- (①×t) ㊨- (㊥×t)

A 標 準 1ケ ー ス Ⅰ 20,000 0 600 0
Ⅱ 50.000 20,000 1,500 600
Ⅱ 70,000 50,000 2,100 1,500

Ⅳ 100,000 70,000 3.000(3,000)609 2.100B Ⅰ 20,000 0. 0
Ⅱ 50,∞0 20.000 1,500. 600

輸 出 . 業 者 Ⅱ 70,000 50,000 0( 0).600 1.500C Ⅰ 20,000 0 0
Ⅱ 50,000 20,000 1,500 600
Ⅲ 70,000 50,000 2,100 1,500

限 界 控 除 適 用 Ⅳ(売上高4,000万円)D Ⅰ 1〔札000 70.000 3,000(3,000)600 2,10020,000 0 0
Ⅱ 50,000 p20,000 1,500 600

簡 易 課 税 適 用 Ⅲ 70,000 50,000 2,100 1,500

〝 Ⅳ 100,000 70,000 3,000(3.1000)600 2,100E Ⅰ 20,000 0 0
皿 50.000 20,000 1,500 600

簡 易 課 税 皿 70.000 50,000 2,1α) 1,500 ;

簡 易 .限 界 併 用 Ⅳ 100,000 70,000 3,000(3,000)600 2,100 lIF Ⅰ l 20.000 0 II0 !
免 税 . 業 者 Ⅱ 50,000 20,000 - (6■00)
(仕入税額転嫁な し) Ⅲ 70.000 50,000 2,100 I

Ⅳ l 100,000 70,000 3,000(3,000)600 .~2,100
G Ⅰ I 20,000 0 0 !

免 税 業 者 Ⅱ 50,600 20.600 - I(600)
(仕入税額転嫁) Ⅲ 70.600 50,600 _2,118 一■■■-

Ⅳ ! 100i600 70.600 3,108(3,108).600 2,118H Ⅰ 20,000 0 0
免 税 業 者 芯 50,000 20,000 - (600)

輸 出 業 者 Ⅲ(仕入税額転嫁な し),Ⅰ Ⅰ i 70.00020,00d 50,0000 0( 0)600 0
免 . 税 業 者 Ⅱ 50,000 20,OqO - (600)

(注)1. Ⅰは原材料製造業者

Ⅱは完成品製造業者

Ⅲは卸売業者 (輸出業者)

Ⅳは小売業者

5段目の㊥､㊥は消費段階(又は輸出段階)で含まれている税額､⑥､⑲ほ納付税額の総額

2.*1 売上高税抜 4,000万円の業者と仮定して､本来の納付額の1/3となっている.(限界控除適用)

*2 簡易課税適用で税抜売上高×0.3% (卸売業者)

* 3 〝 〝 ×0.6% (卸売業者以外)

*4 簡易課税と限界控除の併用で簡易課税納付額×1/3(税抜売上 4,000万円の業者を仮定)となっている.

*5 帳簿方式は免税業者とそれ以外の区別はつかないので､仕入価格を税込とみて､その3/103をかける

ことになる｡

3. ｢消費税｣(莱) では仕入税額控除の際､伝票､納品書等も利用できることになっている｡

4. ｢消費税｣の税額､納付税額の計算

(1) 原 則

(税抜課税売上高×3%)- (税抜課税仕入高×3%)-

(療込課税売上高×(3/103))-(税込課税仕入高× (3/103))
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.帳 簿 方 式 ( ｢消費税 ｣ )
納 付 税 額 売 -上 (税込) 仕 入 (税込) 売 上 税 額 仕 入 税 額 納 付 税 額 .
㊨-㊨ -㊨ ㊨ ⑦ ㊨-(⑥×t/1+t) ㊨-(⑦Xt′1+t) ㊨-(㊨-㊨ )

600 20,600 0 600 0 600
900 -51,500 20.600 1,500 600 900.
6(氾 72,100 51,500 2,100 1,500 600

900 103,00020,600 72,1000 3,000 2,1000 900
(3,000) (3,000) (3,000)

600 600 600

900 51,500 20.600 1,500 600 900

-1.500 70,00020.600 51.5000_ 0 1,5000 -1,500
( 0) ( 0) ( 0)

600 6伽 600

900 51,500 20,600 1,500 600 900
600 72,100 51.500. 2,lわo ~1,500 600

(2;400) (3,000) (2,400)
600 600 600
90'0 51.500 20,600 1.500 600 900

(*2) 210 72,100 51,500 2.100 1,500 (*2) 210

(*3) 600 103,00020,600 72.1000 3,000 2.1000 (*3) 600
(2,310) (3,000) (2,310)

600 600 600

900 51,500 20,600 1,500 600 9.(泊
(*2) 210 72,100 51,500 2,100 1,500 (*2) 210

(*4) 200 103,00020,6α) 72.1000 3,000 2,1000 (*4) 200600' 600 600

- 50.000 20,600 - (600) ■●■-■l■
2,100 72,100 50,000 2,100 1,456 644

(3,600) - (3,000) (2,144)
600 600 600
一-■l■lll■ll■ 50,600 20.600 I- (6α)) ■■■■■-

･2,118 72,loo 50,600 2,118 1,474~ 644

990■ 103.60020,600 72.1000 3,018_ 2,1180 900
(3.708) (3,082) (2.144)

600 600 600
- 50,000 20,600 - (600) →■■-lll■■

0 70,00020,600 50.0000 0 (*5)1,4560 -1.456
(600) ( 0) (-856)

600 600 600

■-llll■ 50,600 20,600 - (600) -

0 70.600 50,600 0 . 1.474( -1.474(600) . L-税込課税売上高 ( 600) lt (-874)

(2) 限界控除 :税抜課税売上高×(1/1.03)

(税抜課税売上高 :3,000万円超､6,000万円以下)

本来の納付税額×((税抜課税売上高-3,000万円)/3,000万円 )-

本来の納付税額× 〔(税込課税売上高-(1/1.03)-3,000万円)/3,000万円〕

(3)簡易課税 :税抜課税売上高-税込課税売上高× (1/1.03)

(税抜課税売上高 :5億円以下)

①卸売業者以外 〔(税抜課税売上高×3%)-( (税抜課税売上高×80%)×3% )〕

-税抜課税売上高×0.6%

-税込課税売上高× (1/1.03)× 0.6%
④卸 売 業 者 〔(税抜課税売上高×3%)-( (税抜課税売上高×90%)×3% )〕

-税抜課税売上高×0.3%

-税込課税売上高×(1/1.03)×0.3%

(4) 簡易 ･限界併用

簡易課税納付額×( (税抜課税売上高-3,000万円)/3,000万円 )-

簡易課税納付額× 〔(税込課税売上高×(1/1.03)-3,000万円)/3,000万円〕
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一方､海外直接投資は投資受入国にとっては雇用を拡大し､成長力を高めることになる｡

貿易収支の面では､通常はじめは資本財や部品の輸入の増加をもたらすが､製品の輸入代替､

さらに製品の輸出も可能になれば貿易収支の改善にもつながる｡また､借款と異なり､投資

の利益はそれが生じた時のみ送金され､受入国が債務に苦しむこともない｡投資利益が再投

資されれば､さらに受入国の雇用拡大､成長力アップにつながり､国際的な水平分業を促進

していくことになろう｡

このように､海外直接投資は企業の積極的な企業活動から生じているものであれば､わが

国の新しい産業社会の創造と世界経済の貢献のどちらの観点からもむしろ好ましい｡

もちろん､わが国企業の一国への集中豪雨的な海外直接投資の集中は受入国の賃金 ･物価

体系の撹乱､現地企業との摩擦などの問題を引起こす可能性があり､好ましいものとはいえ

ない｡

4. 財政運営の基本方向と税制改革のあり方

景気拡大に伴う税収の増加により､ようやく財政再建 (赤字国債依存体質からの脱却)の

見通しも明るいものとなってきた｡したがって､今後の財政運営の基本は､現在の内需主導

型経済成長を定着させ､これまで述べてきた新しい産業社会の創造と世界経済社会への積極

的貢献に向け､計画的､体系的に行われていくべきである｡すなわち､短期的なストップ･
ゴー政策でなく､中長期的視点に立って､財政本来のもつ資源配分機能に立ち戻ることが重

要である｡公共投資を計画的に拡大させていくとともに､財政再建も総合的な経済政策のり
●

ク組みのなかで計画的に進めていくべきであろう｡

次に､税制改革について考えよう｡

現行税制は､近年､①税収に占める所得課税とりわけ給与所得に対する税負担のシェアの

高まり､④法人課税の負担が国際的にみて高水準､③資産課税が不十分､④個別間接税制度

が経済のサービス化､消費の多様化に対応しきれない､といった問題点をもっており､国民

の問でも税制改革への関心は高まってきている｡これに対し､政府 ･自民党は昨年の売上税

の廃案のあと､今度は ｢消費税｣を基本とする税制改革案を打ち出してきた｡しかし､今回

の ｢消費税｣への変更において政府は専ら導入のため､その受入れられやすさに重点を置き､

国民の税制改革の要求の基本にあう税の不公平の是正への対応は不十分かつ不明確なものと

なっている｡
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すなわち､｢消費税｣(莱)に限ってみれば売上税廃案の経緯から､本来の税負担者である

消費者ではなく､性格的には単なる徴税代行者にすぎない業者の受入れやすさのみが配慮さ

れている印象が強い｡すなわち､帳簿方式､限界控除制度､簡易課税制度等が採用されたた

め､制度的にも税転稼が完全に行われれば消費者が負担する最終的な売上げ税額と業者の納

付税額の帝離が生じうることとなり､前者が後者を上回ることとなる｡一方､実態的には業

者同志の取引や業界の競争の激しさ等によって､その差は価格引下げに回ることもありえよ

う｡この結果､商工業者は税の転稼に不安をいだく一方､消費者は税の過剰転稼を心配する

という､本来なら両立しない心配を双方がもつという状況になっている｡また､帳簿方式､

限界控除制度､簡易課税制度の採用により､国境税調整 (輸出に対する税還付制度)が不正

確なものとなり､国際的に輸出補助金といった批判や再び国内企業の輸出指向を促進する等

のおそれもある(表Ⅱ-2､3)0

税制改革は､新しい産業社会の創造､来たるべき高齢社会における国民生活の安定確保､

経済社会の国際化との調和を考慮して､･課税の公平､中立､簡素 ･明確の基本原則のもとに

総合的に検討されるべきものである｡今回の政府の税制改革 (莱)は､その基本にある ｢消

費税｣(莱)において税負担が不明確なため新たな不公平を生む可能性をもっていること､

キャピタル ･ゲイン課税､資産課税の是正が不十分であるなど問題点が多い｡

5. 経済計画の再評価

日本経済は大型景気を享受しており､新しい成長のスタートラインについている｡この大

型景気のなかで､経常収支黒字の対GNP比は急激に低下し､財政赤字は大幅に減少 して､

過去10年日本経済を悩ませてきたジレンマは急速に解消に向いっつある｡もちろん世界情勢

には米ソの話合い､中ソの和解､イ･イ戦争の中止など政治的には明るい面もあるものの､

経済的には米国双子の赤字や累積債務国など多くの不確実性があって､かるがるしく予断を

ゆるさないが､日本としてはこの新しい成長を定着させていくことで､世界経済のインパラ-

ンス解消に貢献することが､マサツの激化と日本の孤立を避け､アジアNIESと'ASEA

Nに市場を与え国民生活を守る方途につながることはいうまでもない｡われわれは新しい成

長の原動力となっている労働者の協力､企業活動､技術進歩とその成果を積極的に評価すべ

きであり､いたずらな緊縮､賃金上昇の抑制､雇用不安をひきおこした低成長に訣別すべき

である｡
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第 1に日本経済の成長力は､成長に見合った適正な賃金､所得の分配とそれによる消費が

行なわれる限り､政府経済計画 (世界とともに生きる日本1988.5)が想定する3.75%より高

く､5%前後の中成長をねらっておかしくないと考える｡また現在の円高によっても､物価

はさらに引下げの余地が大きい｡

しかし同時に､われわれは単なる高度成長への復帰をよしとするものではない｡新しい成

長は､キャッチアップや単なる大型化でなく､創造的な技術革新にもとづくものでなければ

ならないが､技術革新をグラス･ルーツで実現するには､雇用の安定､適正な所得分配と労

使の長期信頼関係の発展が何よりも必要である｡これを欠いて､ロボットとコンピューター

による生産で効率化を進めようとしても､そのような企図が成功するはずがない｡成長は適

正な分配によって安定化させ､持続化させうる｡これまでの2年間､日本経済は高い成長を

実現し失業も低下してきたが､労働分配率の向上や労働時間の短縮は (それが前川報告や政

府計画でもみとめられた目標であるにもかカや らず)実現されていない｡われわれは適正電

所得分配の実現により､より安定した持続的中成長の実現を図ることが急務であると考える｡

第 2に､日本の成長はアメリカ､EC､アジアに対して､市場と資本､技術を提供し､世

界経済の構造改善を図るものでなければならない｡われわれは保護主義を拒否し､自由な貿

易の発展を通じた生活水準の向上を世界的規模で追求すべきである｡その過程でのマサツや

調整については､事前の十分な当事者の協議でこれを予防し対応することが国際社会全体の

ために必要と思われる｡経済援助についても､大国のおごりに陥いることなく､相手国のイ

ニシアティブと自主性を尊重して､･着実な増加を図らなければならない｡

第 3は､所得分配の適正化とあわせて､税制､社会保障制度の改革あるいは社会全体の建

設､規制の緩和､土地 ･都市環境対策の充実によって､成長の成果を国民生活の質の向上に

むすびつけるべきである｡とくに､地域間にみる雇用機会､環境､地価のアンバランス解消

への取組みが必要であろう｡こうした内需拡大への政策努力の余地の大きいことは､逆に成

長の機会が大きいことを意味している｡

適正な所得分配を実現することで､技術革新の大きな波と世界の平和機運にもとづく新し

い成長を実現し､内外不均衡を是正して生活の質の向上を達成すること､それが経済政策の

任務であり､政府の経済計画もこの観点から見直さなければならない0
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｢表Ⅱ-3表 課税メカニズム｣の解説

1. この裏は ｢消費税｣の課税のメカニズムをインボイス方式 (EC型)と帳簿方式 (政府(莱))と

で比較したものであり､｢消費税｣は(注)4の ｢消費税｣の税額､納付税額の計算 (P48-49)に

従って価格に転嫁される (ただし､ケースF､Hについては免税業者は仕入税額を控除できないた

め､それを価格に転嫁しないケースとなっている)ことを前提に個別商品についてモデル的に計算

を行ってみたものである｡

2.各ケースの解説

A標準ケース･･･-インボイス方式 (税抜計算)

Ⅰ原材料製造業者(単純化のため仕入0と仮定)-州 税抜売上高20,000円に税600円(20,000円×

3%)を付加してⅡ完成品製造業者に販売｡仕入は0なので税600円をそのまま納付｡

Ⅱ完成品製造業･--Ⅰ原材料製造業者の製品 (税込20,600円-税抜20,000円+税金600円)杏

仕入､30,000円の付加価値をつけて税抜50,000円に税1,500円 (50,000円×3%)を付加

してⅢ卸売業者に販売｡一方､売上税額1,500円から仕入税額600円をさし引いた900円を

納付｡

Ⅲ卸売業者･･････Ⅱ完成品製造業者から税抜50,000円+税1,500円七仕入れ､付加価値20,000円

を付加して税抜70,000円+税2,100円でⅣ小売業者に販売｡一方､売上税額2,100円から仕

入税額1,500円をさし引いた600円を納付｡

Ⅳ小売業者∴--Ⅲ卸売業者から税抜70,000円+税2,100円で仕入れ､付加価値30,000円を付加

して税抜100,000円+税3,000円で最終消費者に販売｡売上税額3,000円から仕入税額1,500

円をさし引いた900円を納付｡

〔帳簿方式 (税込計算)〕

Ⅰ原材料製造業者(仕入0を仮定)--税込売上高20,600円×3/103をかけて売上税額600円を

計算し納付 (仕入0のため)0

Ⅱ完成品製造業者--･Ⅰ原材料製造業者から20,600円 (税込)で仕入､税込51-,500円で販売､

売上税額は51,500×3/103-1,500円､仕入税額は20,600×3/103-600円さし引き900

円を納付｡

Ⅲ卸売業者-･-Ⅱ完成品製造業者から51,500円(税込)で仕入､税込72,100円で販売｡売上税額

は72,100×3/103-2,100円､仕入税額は51,500×3/103-1,500円さし引き (2,100-

1,500)-600円を納付｡

Ⅳ小売業者･--Ⅲ卸売業者から72,100円 (税込)で仕入､税込103,000円で販売｡売上税額

103,000×3/103-3,000円､仕入税額72,100×3/103-2,100円さし引き(3,000-2,100)

-900円を納付｡
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標準ケースではどちらのケースでも納付税額の総計は3,000円となり､最終消費者の負

担税額3,000円で一致する｡

Bケース--･Ⅲが輸出業者で製品が輸出されるケース

標準ケースとの違いは､輸出品は免税のため､Ⅲ輸出業者は当該売上税額は免除され､仕入税

額(このケースでは1,500円)が還付されることになる｡納付税額の総額はさしひき0となり､輸

出価格に含まれる税(免税で0)と一致し､この点はインボイス方式でも帳簿方式でもかわりない｡

帳簿方式 (税込計算)の場合､仕入税額51,500×3/103-1,500円が還付されることになるの

で､仕入に係る経費は50,000円､付加価値が20,000円で売上は免税のため､売上額 (税込-税抜)

は70,000円となる｡

ケースC････-Ⅳ小売業者の税抜課税売上高が全体で4,000万円で限界控除制度が受けられるケース

である｡

Ⅲ卸売業までは標準ケースと全く同じであるが､Ⅳ小売業者は限界控除制度の適用により､イ

ンボイス方式､帳簿方式とも本来の納付税額 (すなわち標準ケースの場合の納付税額)900円の
*

1/3の300円を納付すればよいことになる｡この場合､小売業者が売上税額3,000円をそのまま

最終消費者に転嫁 (ケースCはそうなっている)すれば､消費者の負担税額の3,000円と納付さ

れた税額の総計2,400円は相違することになり､この場合､その差600円はⅣ小売業者が享受して

いることになる｡

*(4,000万-3,000万)/3,000万-1/3

ケースD･･-･Ⅱ卸売業者､Ⅳ小売業者が税抜課税売上高5億円以下で簡易課税制度を適用したケー

スである｡

Ⅰ､Ⅱは標準ケースと同じ､Ⅲ卸売業者は簡易課税の適用で税抜課税売上高70,000円×0.3%

-210円 (税抜計算)､ (又は72,100×1/1.03×0.3%-210円(税込計算))が納付税額となる｡

Ⅳ小売業者は､税抜70,000円で仕入れ､30,000円の付加価値を付加して税抜100,000円､税込

103,000円で販売することになるが､簡易課税制度の適用で､納付税額は税抜課税売上高100,000

×0.6%-600円 (又は税込課税売上高103,000×1/1:03×0.6%-600円)'となる｡

この結果､このケースも最終消費者の負担税額3,000円と納付税額総計2,310円との間に帝離が

生じる｡その差 (690円)はケースDではⅢ卸亮業者 (390円)､Ⅳ小売業者 (300円)が享受して

いることとなる｡

なお､この差が生じるのは現実の税抜仕入れ率 (ケースDではⅢが71.4%､Ⅳが70%)がみな

し仕入率 (卸売業者90%､小売業者80%)より低いためである｡逆の場合は簡易課税制度は不利

となり､その業者は簡易課税制度も採用しないこととなろう｡

ケースE--･Ⅲ卸売業者が簡易課税制度を採用､Ⅳ小売業者は税抜課税売上高4,000万円で限界控

除制度と簡易課税制度の両方を採用したケースである｡
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Ⅰ､Ⅱは標準ケースと同じ｡Ⅲ卸売業者はケースDと同じで納付税額は210円となる｡Ⅳ小売

業者はまず簡易課税制度の採用でケースDと同様､簡易課税納付額は600円となるが､さらに限界
*

控除制度の適用で納付税額は200円となる｡.なお､このケースではⅣの税込売上額は10,000×1.03

/100-103,000と売上税額3,000円がそのまま転嫁されており､インボイス方式､帳簿方式によ

る差はない｡

この結果､このケースも最終消費者の負担税額3,000円と納付税額の総計1,910円は一致しない｡

その差 (1,090円)は､Ⅲ卸売業者 (390円)､Ⅳ小売業者 (700円)が享受していることになる｡

*(600×1/3-200)

ケースF-･･･Ⅱ完成品製造業者が､課税売上高3,000万円以下で免税業者であるケースであり､Ⅱ

の業者は仕入に含まれていた仕入税額を売上の際価格に転嫁しないケースである｡

Ⅰは標準ケースと同じである｡Ⅱの完成品製造業者は免税業者なので､税を納付しなくてすむ

が､同時に仕入税額も控除できない｡そして､その控除できない仕入税額を売上価格に転嫁でき

ないのがこのケースである｡

したがって､Ⅱの売上額はインボイス方式 (税抜計算)でも帳簿方式 (税込計算)でも50,000

円である｡

Ⅲ卸売業者は､このⅡの免税業者から50,000円で仕入れるが､インボイス方式の場合､免税業

者は ｢消費税｣のためのインボイスは発行しないので､仕入税額を控除できないことになる｡し

たがって､Ⅲ卸売業者は税抜売上額70,000円の3%の2,100円の売上税額をそのまま納付するこ

と石弓なる｡Ⅳ小売業者は､標準ケースと同様となる｡この結果､最終消費者の負担する税額は

3,000円となるが､納付された総額の総計は3,600円となり､後者が前者を上回ることとなる｡

(その差600円は免税業者が控除できなかった仕入税額に等しい)

一方､帳簿方式では､Ⅲの卸売業者はインボイスを使わないため､仕入先が免税業者であろう

となかろうと､帳簿上､税込課税仕入高大3/103を仕入税額として控除できる｡このケースで

は､仕入額は50,000円であるので､その3/103-1,456円が仕入税額となる (帳簿方式ではイン

ボイスがないので仕入額には常に税が含まれているものとして処理することができる)｡一方､
*

税込売上額は免税業者を通じない標準ケースによる72,100円で小売業者に販売できるとすると売

上税額は2,100円､納付税額は2,100-1,456-644円となる｡Ⅳ小売業者は､標準ケースと同様の

形に戻る｡

この場合､最終消費者の負担税額は3,000円､納付税額の総計は2,144円となり､両者は一致し

ない｡

*Ⅲの卸売業者が税込売上額を (税込仕入額×100/103+付加価値)×1･Q3で設定
(標準ケースと同じ算式)して販売したとすると､70,600円となり､売上税額は

2,056円となる｡この場合､納付税額は600円となり､標準ケースのⅢ卸売業者と

同じとなる｡
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このように免税業者が中間に入ってくるケースでは､インボイス方式と帳簿方式ではⅢの卸売

業者の納付税額が大きく異なり､インボイス方式の場合､納付税額が大きくなるので､免税業者

の取引からの排除の問題が生じるわけである｡
●

ケースG--･ケースFと同じくⅡ完成品製造業者が免税業者であるが､仕入に含まれていた税額を

そのまま価格に転嫁してⅢ卸売業者に販売するケースである｡

Ⅰは標準ケースと同じ｡Ⅱ完成品製造業者は免税業者なので仕入税額を控除できないが､それ

を売上価格に転嫁して､50,600円でⅢ卸売業者に販売する｡売上税額は免税で00

このあと､インボイス方式ではⅢの卸売業者は､免税業者からの仕入はインボイスがないので

仕入税額を控除できず､税抜売上額70,600円でⅣ小売業者に販売｡売上税額は､70,600×3%-

2,118円となり､それがそのまま納付税額となる｡Ⅳ小売業者は70,600円(税抜)で購入､30,000

円の付加価値をつけて100,600円 (税抜)､売上税額3,018円を加え､最終消費者に販売､納付税

額は3,018-2,118-900円となる｡

一方､帳簿方式では免税業者からの仕入税額も控除できるので､その額は50,600×3/103-
*

1,474円となる｡税抜売上額はインボイス方式と同様に50,600+20,000(付加価値)-70,600円､

税込売上額は70,600円×1.03-72,718円､売上税額2,118円となる｡納付税額は2,118円-1,474

円-644円となる｡Ⅳ小売業者は税込72,718円で仕入れ､税込売上額103,618円 (インボイス方式

と同じ)で販売､売上税額は3,018円､仕入税額は2,118円､さし引き900円が納付税額となる｡

*この場合Ⅲ卸売業者が免税業者を通じない標準ケースと同様の税込売上額72,100

円でⅣ小売業者に販売する場合は､売上税額は2,100円､納付税額は2,100円-

1,474円-626円となる｡

このケースもインボイス方式と帳簿方式でⅢ卸売業者の納付税額にかなりの食い違いがでる｡

ケースH--･Ⅱ完成品製造業者が免税業者で､Ⅲ卸売業者は輸出業者で製品は輸出されるケースの

うち､Ⅱ免税業者が控除できない仕入税額を価格に転嫁しないケース｡

ケースFと同様でインボイス方式ではⅢ輸出業者は仕入税額を控除できないため､Ⅲ輸出業者

も還付､納付なしとなる｡納付税額の総計は､ Ⅰ原材料製造業者の600円はそのまま残ることと

なる｡

一方､帳簿方式では､ケースFと同様Ⅱ輸出業者は50,000円の仕入を税込みとみなして､

1,456円の仕入税額の還付を受けることができる｡

この結果､納付税総額はマイナスとなり還付超過となる｡

ケースⅠ--ケース由で､Ⅱ免税業者が仕入税額を価格に転嫁して､Ⅱ輸出業者に販売するケース

である｡

インボイス方式では､ケースGと同じく､Ⅱ完成品製造業者は仕入税額を価格に転嫁するため､

50,600円でⅢ輸出業者に販売､Ⅲ輸出業者は仕入税額の還付は受けられないが､付加価値20,000
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円を加え､70,600円で輸出する｡

結局､輸出品を購入する外国が転嫁された仕入税額 (600円)を含んで購入することになる｡

一方､帳簿方式では､ケースGと同様､Ⅲ輸出業者は1,474円の仕入税額の環付を受けること

となる｡輸出売上には税がかからないので､売上価額70,600円でインボイス方式と同じ｡

以上のようにこのケースでも帳簿方式では納付税額の総計はマイナス (還付超過)となる｡

(留 意 点)

以上のモデル計算は個別商品を念頭において ｢消費税｣の課税メカニズムの違いをみたものであ

るが､現実には､①商品毎に競争条件等の違いがあり､売上税額をそのまま価格に転嫁できないこ

ともあること｡また､④とくに帳簿方式においては商品毎でなく､当該業者の全体の売上高､仕入

高をもとに税を納付することになるため､個別商品毎の ｢消費税｣の転嫁はそれぞれ異なってくる

可能性が高いこと､等に留意しておく必要がある｡

-57 -



･≡.{瀦鼓=､.'!:詰寄●≡;重苦…≡字三'l'ー-:こ::==<=.==::::...=.(..====-..;.I/t=:=,==-.:㌔.,i:::::..,-I.,く::～:.:,L.:,:;::>:..-.. ,:::::t:::.:.A:.':=.I.'1'.'=::::脚.̀.■:'譲':̀= =:===:.∴-,= :.:._./:.:.:. :.一一粥.. ::..:::,,::.::: ..-:--ン.-.... :..i.i-I.i:=_ 藻 !.Lg=; L=:;=:F'==:.=:;==={:一一., :=:==:≦=…==,=:::=: 謀 :;=;==:t==::=;=.=::==t:I,==_毛.毒搬 猫 ‥=::::ゞ=二_.:.:
■=槻茸托p:1く..,/:-;I.f資:=.葉:::誹̀L■''=.-.:='L'=:ざ史.'買三;≡..-. 一雄=.Si:,,:=_._.,,...:.≡.. .諾:2%=i.:芸;;I::薫:.-.-=. :=;空茶賀露草L==:=:===‥ン..,...,:.'=:モ=;-.ーL; ==:ニ:≡(.-i:i;=r′̀̀̀:‥==::lj:=:t:.I.I.l̂-.I.-一一.̀至…芸:.:,=.x.:.:斌≡…:);='':' ≡;三三:鞍;:.:..={===si;=‥=耗…≡語群=+''.=､,:==:=:.i:=,::3-.-.,-::=::=I,:.ン={:..::.≡;:;桝{<:::F=:==:=‥ '',A:.fi=:据蓑i:買主il.%'...=芸,.;.:.,..:_.:

1. ア ンバ ランスの消 えぬ労働経済

(1) 改善進む労働需給バランス

(21福祉ギャップの拡大

(3) 遅れる生産性向上成果の配分

2.労使関係 と経済パ フォーマ ンス

1.景気拡大とともに労働経済の各分野でも改善の動きが強まり､全体として明る

さが増してきた｡しかし､各分野の動きをみると改善のスピードに大きな差があ

り､改善のなかでのアンバランスが目立っている｡

2.労働需給バランスの急速な改善に対して､賃金､勤労者世帯消費の改善は大き

く遅れをとっている｡労働時間も増加している｡地価高騰により首都圏において

は普通のサラリーマンの住宅取得は不可能になった｡

3.高度成長期に指摘された福祉ギャップ ー 経済と生活とのギャップ ー を造り

出すメカニズムは現在にも残存している｡生産性向上の成果を賃金､時短に適切に

配分し､生活の質向上をめざすという勤労者の願いは現状では実現しそうもない｡

4.円高によって､日本の賃金は世界最高の水準になった｡しかし､購買力平価で

みた消費水準はやっとヨーロッパなみである｡日本と西 ドイツを比較すると､労

働時間に大きな差があるばかりでなく､収入､支出両面において､西 ドイツ家計

の安定性が目立っている｡

5.生産性成果配分の遅れは労働分配率の低下を意味する｡そのことが企業業績の

回復を助けたことは明白である｡

第 2次石油ショック後､欧米諸国がスタグフレーションに悩んでいた時期､日

本は良好な経済パフォーマンスを示していた｡その重要な条件として､弾力的な

労働市場の存在が諸外国から注目を集めた｡今回の円高不況克服の過程において

も､柔軟性は遺憾なく発揮され串といっていい｡

6. しかし､効率的な労働市場､プライスメカニズムが強く働く労働市場が生活の
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質向上に直結するという保証はない｡生活の質向上を軸とする内鳶拡大を持続す

るためには､これまでの低成長シナリオに基づく労使交渉からの脱却をはからな

ければならない｡ (ノ
低成長下のサバイバルゲームに勝ち残るという発想から､日本経済の持つ高い

ポテンシャルを生かし､積極的に生活の質向上をめざす労使交渉へと発想の転換

をはかりたい｡

1. アンバランスの消えぬ労働経済

(1)改善進む労働需給バ ランス

87年後半から始まった景気回復にともなって､労働経済の各分野でも改善の動きが強まり､

全体としての明るさが増してきた｡

しかし､各分野の動きをみると､改善のスピードに大きな差があり､改善のなかでのアン

バランスが目立っている｡

景気の谷を100とする回復期の各指標の動きを示 したものが図Ⅲ-1の(1)～(1亜である｡

図Ⅲ- 1各 指 標 の 動 き

(1) 実質国民総支出

回
回
回々

今
前
前

61年10-12月-100
58年 1-3月-100
52年10-12月-100

O I II Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ XI

(備考)経済企画庁-｢国民経済計算｣
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(注)今回61年10-12月期から63年 4-6月期までの
6四半期､前回58年 1-3月期から60年10-12月
期までの11四半期､前々 回52年10-12月から55年 7
-9月期までの11四半期､Ⅰ～XIは景気の谷から
の四半期数を示す｡

(2) 実 質 内 需

0 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ Xl

(備考)経済企画庁 ｢国民経済計算｣



(3) 有効求人倍率
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0 Ⅰ Ⅱ uIⅣ V Ⅵ Ⅶ Ⅷ ⅨX Xl
(備考)労働省 ｢職業安定業務月報｣

(5)新規求職者数

O I ll nllV V Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ X Xl

(備考)労働省 ｢職業安定業務月報｣

(7) 完全失業率

O l Ⅱm lV V Ⅵ Ⅶ Ⅷ lX X Xl

(備考)繰政庁 ｢労働力調査｣
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(4)新規求人数
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(備考)労働省 ｢職業安定業務月報｣

(6)完全失業者数

O I lI m Ⅳ V Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ X XJ
(備考)総務庁 ｢労働力調査｣

(8)非農林業雇用者

0Ⅰ ⅡⅢ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ 伽 X Xl

(備考)総務庁 ｢労働力調査｣



(9) 現金給与指数 (調査産業計)
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O I II m Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ lⅦ lX X XJ

(備考)労働省 ｢毎月勤労統計調査｣

(ll)家計調査 ･実収入(全国勤労者世帯)

0 Ⅰ 皿Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ ㍊

(備考)総務庁 ｢家計調査｣

(13)家計調査 ･消費支出(全国勤労者世帯)

o I Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ Xl

(備考)総務庁 ｢家計調査｣
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(18)実質賃金指数､現金給与 (諏査産業計)
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(12)家計諏査 ･実支出 (全国勤労者世帯)
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(備考)総務庁 ｢家計調査｣

(14)消糞者物価指数(全国､総合)
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(備考)総務庁 ｢物価統計月報｣



表Ⅲ-1 主 要 労 働 経 済 指 標

就 業 者 完 全 失 業 率
有効求人倍 率

(学卒を除く)

雇 用保 険受給

資格決定件数

年 ･期
前 年

(同期)比

浴

.
3

.
6
｣

.
9

.
7

.
8

.
1

.
5

.
1

.
9

.
4

.
3

.
9

.
3

.
2

.
3

.
0

.
8

.
0

.
7

.
6

2
1
2
1
1
0
1
0
0
1
0
0
0
1
1
1
1
0
1
1
0

一
f

臥

436
730
827
92｡
002
0-0
09｡
霊

2-9
237
諾

3-2
408
479
536
581
638
733
7

一
l
'
l
I
I
I
I
I
I
一
l
I
I
I
I
I
l
▼
I
I

4
4
4
4
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5

%
1.7 -0.5
1.2 0.1
1.3 0.1
1.3 0.0
1.2 -0.1
1.1 -0.1
1.1 0.0

2
4

=
リ
HH
1.3 -0.1
1.4 0.1
1.9 0.5
2.0 0.1
2.0 0.0
2.2 0.2
2.1 -0.1
2.0 -0.1

倍

0.64
0.74
1.00
1.12
1.30
1.41
1.12
1.16
1.76
1.20
0.61
0.64
0.56
0.56
0.71
0.75
0.68
0.61
0.60
0.65

一
一

I
I
I

一
6
0
6
2
8
1
9
4
1
8
9
3
8
0
5
4
7
7
1
5

1
一ト⊥
2
1
1
1
2
0
6
5
5
0
0
0
1
0
0
0
0
0

●
■
●
●
●
●

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

千件 %
81 3.7
148 1.8
146 -1.8
141 -3.1
137 -2.8
135 -1.8
144 6.8
168 17.0
169 0.6
168 -0.6
188 11.6
188 0.2
130 -31.0
129 -1.1
129 0.7
121 -6.7
125 3.5
139 11.6
153 9.7
156 2.2
156 -0.4

85 5,807 0.7 2.6 -0.1 0.68 0.03 148 -5.0
86 5,853 0.8 2.8. 0.2 0.62 -0.06. 153 3.白
87 5,911 1.0 2.8 0.0 0.70 0.08

86年 1-3月 . 5,846 0.7 2.7 -0.1 0.65 -0.02 160 5.7
4-6 5,841 -0.1 2.7 0.0 0.62- - 0.03 193- 3.2

10-12

87年 1-3月
4-6
7-9

10-12

88年 1-3月

4-6
7

5,866

5,875
5,896
5,916
5,959
5,.977
6,011
6,021

1

2
4
3
7
3
6
1

●

●

●
●

0

0
0
0
0
0
0
0

8

9
0
8
7
7
5
5

●

●

●
●
●
●
●

2

2
3
2
2
2
2
2

一
一
一
一

1

l
1
2
1
0
2
2

0
.

0
0
0
0
0
.
0
0
.

0.61 0.00

0.62 0.01
0.65 0.03
0.72 0.07
0.81 0.09
0.88 0.07
0.99 0.ll
1.09 0.44

121 2.9

163 1.9
191 -1.0
129 -7.1
105 -13.7
137 -16.8
167 -12.6
112 -15.7

8 6,015 -0.1 2.6 _丁0.l l.07 -0.02 120 -2.1

(注)(1)就業者､完全失業率､有効求人倍率の実数及び前年比(差)は73年以降沖縄を含む｡

(2)雇用保険受給資格決定件数､雇用保険受給者実人員は60年は失業保険法による一般失業保険給付の

総数､63-74年は一般失業保険給付のうち一般失業保険金分であり､75年以降は雇用保険の一般求

職者給付のうち基本手当基本分である｡67年以降沖縄を含む｡
(3)労働生産性指数は各業種別労働生産性指数を付加価値ウェイトで総合したもの｡

(4)消費者物価指数は85年基準に改訂されるとともに持家の帰属家賃を含む指数に変更された｡

(5)実質賃金指数は賃金指数を消費者物価指数(持家の帰属家賃を除く)で除したもの｡
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数

%

2
8
7
0
6
5
9
6
0
5
2
8
5
5
4
0
3
3
1
7
6
8
7
9
一8
0
3
1
0
0
1
6
3
9
6
0

千人 %

365 -9.7 58.3
592 -5.4 81.4
583 -1.4 82.9
556 -4.7 85.6
531 -4.4 88.7
512 -3.6 91.6
491 -4.1 86.2
547 11.3 88.0
585 7.0 88.8
527 -9.9 89.3
567 7.6 89.5
870 53.5 88.0
754 -13.4
632 -16.2
709 12.1
658 -7.2
648 -1.4
731 12.8
811 10.9
865 6.6
850 3.1
639 -24.9
660 3.4
672 1.9

%

13.6 115.3
3.7 109.1
1.7 109.2
3.3 109.1
3.7 108.7
3.2 107.0
3.9 106.5
2.2 105.5
0.8 104.9
0.6 103.8
0.2 100.1

-1.6 98.2
88.0 0.0 99.7
89.2 1.3 99.8
89.7 0.5 100.2
90.8 1.3 100.6
92.2 1.5 100.3
94.0 2.0 99.9
95.8 1.9 99.7
96.8 1.0 99.8
98.2 1.4 100.7
100.0 1.8 100.0
101.4 1.4 99.6
102.0 0.6 100.0

605 -6.6
640 2.9
716 8.5
678 8.7
664 9.7
675 5.4
713 -0.5
637 -6.0
573 -13.7
550 -18.6
580 -20.0

% %

1.5 138.2 5.0
- 1.4 91.9 -15.2
0.1 100.5 9.5

-0.1 110.5 9.9
-0.4 110.0 -0.5
-1.5 109.4 -0.5
-0.8 104.6 -4.4
-1.0 87.8 -16.1
-0.5 86.0 -2.0
-1.1 92.9 7.9
-3.5 67.3--27.6
-1.9 51.0 -24.2

1.5 67.1 31.7
0.1 71.0 5.7
0.4 74.5 5.0
0.4 84.7 13.7

-0.3 90.4 6.8
-0.4 89.0 -1.6
-0.2 85.4 -4.0
0.1 88.7 3.9-
0.9 99.1 11.7

-0.7･100.0 0.9
-0.4 92.5 -7.5
0.4 95.0 2.7

101.0 0.6 99.5
101.3 0.3 99.9
lot.6 0:3 99.6
101.8 0.2 99.4
102.0 0.2 99.7
101.7 -0.3 99.7
102.0 0.3 100.0
102.2 0.2 100.7
102.7 0.5 101.9
102.9 0.2 99.3
103.1 0.1 99.3

606 -15.3plO3.3 pO.2plOl.3

%
.7.8
12.7
14.0
15.7
17.8
20.7
24.1
27.7
32.1
39.0
49.6
56.9
64.0
69.5
74.0
78.3
83.3
87.8
91.4

88.2 3.9～ 93.9
95.8 8.6 97.3
100.0 4.4 10.0.0
101.8 1.8 102.7
107.7 104.75.8
102.5 1.7 81.2

●●●●
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5
.
4
.
2
.
3
.
2
.
2
.
L
7

3
.
2
.
2
.2
.
2
.
L
2
.
2
.
3
.
2
Lni

-0.
897
.
7-0.
2

0.4 93.9
-0.3 91.0
-0.2 87.9
0.3 87.9
0.0 90.7
0.3 97.7
0.7 103.4
1.2 106.8

-2.6 106.1
-0.8 108.9

p2.0plO9.6

-3.9 100.4 1.5 99.5
-3.1 101.4 1.5 101.4
-3.4 102.9 2.5 128.8
0.0 104.2 1.7 82.8
3.2 103.7 3.3 101.5

7.7 109.2 7.7 102.5
･5.8 113.6 10.4 132.1
3.3 117.3 12.6 84.7

-0.7 117.0 12.8 105.5
1.6 143.5

pO.6 p92.3

日太生産性太部 労 働 省

(6)滴費水準指数は ｢家計調査｣の全国労働者世帯の1カ月平均消費支出金額を世帯人員一4人.30.4日
に換算して指数化し､消費者物価指数で除したもの｡

(7)雇用指数､総実労働時間指数､賃金指数､実質賃金指数の調査産業計の実数および前年比は､1970年
以前にはサービス業を含まず､( )内および71勾三以降はサービス業を含む数値である｡

(8) 就業者､完全失業率､有効求人倍率､雇用指数､総実労働時鞘 旨数および所定外労働時間指数の四
半期は季節調整値である｡
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実質国民総生産の動きには大差がないが､今回の内需の伸びは輸出主導型成長であった前

回と大きく異っている｡労働経済指標では､今回の有効求人倍率上昇がきわ立っている｡と

くに新規求人の増加率が大きい｡失業者数､完全失業率の低下も著しい｡これに反し､賃金､

収入 ･支出の伸びは低調である｡しかし､物価は今回がもっとも安定しているため､実質の

賃金､収入 ･支出は前々回と同じ程度となっている｡雇用面の改善スピードの速さと名目所

得面での遅れがきわ立っているところに今回の特徴がある｡

労働市場の需給バランスを前ページ表Ⅲ-1で詳しくみると､求人と求職の比率を示す求

人倍率は､景気の底とみられる86年10-12月には有効0.61倍､新規0.92倍であった｡これが

6期後の88年4-6月には､有効0.99倍､新規1.56倍に上昇している｡

これまでの景気回復と比較してみても､改善のスピードは早い｡6月､7月の有効求人倍

率は､それぞれ1.05倍､1.09倍で､第一次石油ショック後の75年以降初めて求人数が求職数

を上回ることになった｡

求人倍率の上昇は､表Ⅲ-2-(1)､(2)､(3)のように求人数の増加と求職者の減少という両

面で進行した｡なかでも､求人数の増加がめざましかった｡88年4-6月の有効求人数は前

年同期比33.0%の増加である｡有効求職者も同じ4-6月期に12.1%滅となっている｡新規

求人の産業別の動きをみても､鉱業､建設業､製造業､運輸通信業､卸売 ･小売業､飲食店､

サービス業と各産業を通じて大幅増加がみとめられる｡

これは前回の景気回復 (景気の谷83年 1-3月)が､外需依存型のものであり､新規求人

増も製造業､とくに機械関連業種に集中していたのに比較すると､今回はほぼ全産業に求人

増の動きがみられ､製造業のなかでも､消費関連業種に求人増がみえるなど､内需型景気回

復に伴う労働需給改善の特徴がみられる｡

失業情勢の改善も著しい｡完全失業率は､景気回復に遅れ87年に入っても上昇を続け､ 5

月には3.1%にまで上昇した｡.しかし､その後は着実な低下傾向をたどり､88年6月2.4%､

7月2.5%にまで低下した｡

失嚢者の構成をみても､男子､女子､世帯主､いずれも失業率は低下を示しており､理由

別では非自発的失業の減少が著しい (表Ⅲ-3)0

雇用者数も88年4-6月､前年同期比2.5%増で､ほとんどの産業を通じて増加傾向がみ

られる (表Ⅱ-4)0

｢円高不況｣の大合唱のなかで､失業率の上昇が続き､構造調整に伴う雇用 ･失業問題が

憂慮されていた86年から87年初めにかけての情況を思い出すと､まさに情勢一変という感じ
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f

表Ⅲ-2-(1) 一 般 職 業 紹 介 状 況 (新 規 学 卒 を 除 く)

(実 数)

1970年平均
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8
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86
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7

8

槻

倍

新

人

求

率

㈱

千件 千人 千人 千人
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364 1,507 390 1.】28
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115 0.87 0.61

118 0.89 0.60

127 0.96 0.65

130 0.97 0.68

8
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1
一
l
一

8

5
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6
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0
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1
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8
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0.91 0.62 11.8

1.08 0.70 11.0

(季 節 鋼 懲 比 )

1.35 0.88 9.8

1.56 0.99 8.8

1.65 1.09 8.8

1.36 1.07 8.7

(対 前 月的 差 )

3

7

6

､1

6

7

6

6

7

7

.4
-
7

6

7

8

3

7

7

8

8

8

9

-8.8 -9.1 30.6 28.8 6.7 0.04 0.07 -0.5 0.3

-ll.2 -12.1 31.9 33.0 1.6 0.21 0.11 -1.0 0.1

-13.7 -14.2 27.4 34.0 -1.9 -0,10 0.04 -0.8 -0.4

-4.3 -12.1 25.6 31.5 4.3 -0.29 -0.02 0.7 0.5

資料出所 労働省 ｢職業安定業務統jI'｣

(注) 48埠以降は沖縄を含む数字である｡ただし､48年平均の ( )内は沖縄を除く｡

表Ⅲ-2-(2)産業別新規求人数(新規学卒､パー トタイムを除 く)

(単位 人､%)

年 ･期 産業計 鉱 業 建設業 製造業

電 気 ･
ガ ス ･
熱供給 ･
水道業

運 輸 ･

通 信 業

即 売 ･

小売業､

飲食店

357,940 762 62.934 120,551

331,870 662 66.061 98,089

373,344 551 77,934 113,464

501,641 1,039117,712 151,2日

450,145 785 88,644 145,463

462.770 530 72,508 165.579

516,975 628 91.212 185,575
(対前年同月(期)比)

29.6 20.4 12.5 54.2

29.6 27.5 16.2 48.0

26.2 55.9 20,6 33.9

金 融 ･

保 険 ･

不動産業

サービス業

393 20,877 73,521 9.724 64,086

353 20,260 68,269 9,933 63,209

328 24,415 71,926 9.860 69,756

328 33,443 87,305 9,810 92.543

366 30,851 82,570 10,094 85,622

350 31,404 88.405 10,284 90,680

310 36,2日 93,927 10,082 95,757

4.5

22.8

17.4

23.6 75.9 24.7 27.9 -30.3

労幽古 ｢職業安定英機統計｣

8
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2

9

7

4

4

3

2

9

6

3

8

4

2

3

3

二

T

5

1

4

5

23

20

17
.
13

1

8

1

1

9

0

6

0

2

3

2

3

大江)1) 産菜計には､上掲産業のはか農林漁業､公務を含む｡

2) 電気 ･ガス･熱供給 ･水道業には47年 9月以前は熱供給業を含まない｡

3) 45年は沖縄を含まない｡
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表 Ⅲ - 2-(3) 産業別パートタイム新規求人数 (単位 人､%)

年 ･ 例

(実 数 )

1985年平均
86
87

87年 1- 3月
4- 6
7- 9
10-12

88咋1-3)1
4-6
7
8

(対前年:Ji刺切比)
87咋1-3Jj

4-6月

7-9月
10-12月

88年 1-3月
4-6

7
8

産 業 計

43.370
48.957
63,532

56,
59,
71,
66.

9
6
7
2

7
8
8
9

727
768
6I1
020

638
720
脱
8

1
7
6

0

3
3
3
8

2
2
3
3

4

｣
0
3

5
4
8

4
4
3

3

建 設 業

560
m
906

797
857
038
933

棚
212
361
3

1

1
1
1
1

ハU
8
1
6

4
7
7
1

2
3
3

4

8

4
】
8
5

3

L
2
3

一山7
4
3
3

製造 業

6
2
7

5
8
9

2
1
7

2
3
nO

1
l
一
l

7
5
1

3
1
5

0
･･1
8

5
7
2

1
-
2

3

5
5
4
7

8

1
1
0
1

1

3
9
9
9

0

°
.6
8
1

2

2
2
2
3

0
3
8
3

nU
1
2
5

2
3

5
6

7
3

0
5

1
7

6
6

6
5

4
4

卸 売業
小売業､
飲 食店

金 融 ･
保 険 ･
不動産業

サービス業

1,215 2.961
I.471 3.468
1.999 4,405

9
0
2

0
5
0

5
7
2

･･1
1
2

3

9
3
9
7

53

35
79
91
99

2

2
2
2
2

1
2
8
4

8
8
6
5

1
2
4
4

3
6
4
2

6
9
0
4

5
5

5
3

5
4
6

4
0
cO

2
0
8

5
7
0

1
1
2

6
7
8

5
1
1

1
9
1

9
9
3

･･1
1
2

8
0
6

9
3
4

7
2
9

3
4
4
4

5
6
6
6

546

589
055
805
636

3
1
1
2

2
1
0
7

5
9
7
6

.
7
3

7
5

1
2
2
3

4
4
3
4

354

819
545
776
905

1
+
-
_

1

4
7
5
7

2

2
2
2
2

6
6
3
7

3
8

4
一
4

2

1
2
2

6
3
2
6

9
8

1
0

2
3
2
3

1.352 9.435
I.635 日.142
1.990 14.069

2,159 13,846
2,029 13.422
1,886 15,110
1.886 13,899

2,143 18.782
2.227 19,291
2,273 19,847
2.048 19,414

1
5
8
3

3
3
5
7

4
2
･-I

7
8
4
3

?
+
9
.
24
.
15

2
9
6
6

6
9
7

1

2
1
2
3

6
7
6
5

5
3

3
8

3
4
3

3

資料出所 労働省 ｢職業安定業務統計｣

表 Ⅲ - 3 求職理由別完全失業者 (労働力調査)

(単位 :万人)

非 自 発 的 離 職 自 発 的 離 職男 女 計
リ3 女 計 班 女

1986年10月 前年差-1 49 前年差2 38 前年差-3 ll 前 年差-4 55

11月 9 57 5 40 3 17 -3 49

12月 2 48 2 37 I 12 5 59

87年 1月 20 72 16 52 4 19 _5 61

3月 16 68 13 49. 2 19 -6 56

4月 4 60 4 44 1 17 7 66

5月 12 64 7 45 4 19 4 63

6月 16 64 13 47 3 17 7 60

7月 -3 50 -2 37 -2 12 2 54

8月 0 52 1 37 -1 15 丁2 56

9月 6 57 5 42 1 15 -3 57

Io月 -2 47 -3 35 0 ll 0 55

11月 -8 49 -3 37 -5 12 3 52

12月 4 52 3 40 0 12 -ll 48

88年 1月 -15 57 -ll 41 -4 15 1 62

2月 -13 49 -8 38 -4 ll 4 ･60

3月 23 45 -17 32 -7 12 _9 65

4月 -16 44 -12 32 -5 12 -2 64

5月 -20 44 -14 31 -6 13 -10 53

6月 -19 45 -16 31 -3 14 -ll 49

7月 -10 40 - 9 28 -1 ll 3 57

(注) 総則庁｢労働ノ)調査｣による
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表Ⅲ-4 産 業 別 雇 用 者 数

年 月 雇 用 者 農林 業 建 設業 -製造 巣 電気ガス~熱供給.水道業､運輸通信 卸 売 .小 売 業飲 食 店 サ ー ビス 菓

莱数( 1983年 平 均 4,208 32 422 1,175 ･368 894 896

84年 平 均 4,265 28 411 1,2'12 35.7, 911 923

85年 平 均 ー4,313 28 414 1,235 357 912. 940

86年 平 均 4,479 29 415 1,229 364 938 969

87年 平 均 4,428 29 412 1,215 36.0 962 1,008

87年 7-月~ 4,437 ･-27 ･412 ~1,198 346 982 1,023

8.月 4,436 30 408 1,198 362 976 1,_02-4
9月 4,441 32 413 1,208 357 967 1,024

10月 4,471 93 419 -1,232 p359 9.60 1,0ー18

lュ月 4,5~10 32 424 1,247 373 966 1,012

万 .12月 4,507 30 426 1,257 375 961 1,010

2月 4;434 27 429 工239 374 949 986

3月 .4,446 3キ 43_5 1,229 367 965 1,005

.4月 4,499 32 431 1,223 362 980 1,039-
5月 4,550 34 429 1,231 354 1,006 1,044

.6月 4;565 32ー 438 ･1,240 3.39 1,021.- 1,043

7月 4,573 27 434 1,2一37 344 1,018 1,058

8月 4,539 3.1 439 1,222 361 1,020 1,059

84年 平 均 57 -4 ⊥11 3.,7 -ll 17 2_7

85年 平 均 48 0 3 23 0 1 17

87年 平 均87年 7月 4929 01 -a-2 -14-4.3 -4-17 24~29 394.6

･9月 46 0 -17 - 3 - 4 27 1..3ー3.

10月 61 2 -1 6 ｢8 13 31

lュ月 96 -2 4 14 - 2 33 31

12月 113 - 2 3 23 -4 3年 ･44

88年 1月 110 1 19L 26 2 41 10

2月 98 -1 .19 31 5 30 15

3-月 83 6 ー36 20 5_ 23 ll

4月 92 8 32 18 14 12 18
5~月 121 5 26 2■9 1 ･25 37

6月 ' 1与7 5. 30. 40 -10 21 28

7月 137 0 22 -~3~9 - 2 36 -55

-白月 105 1 31 .24 - 1- ._44 35_

(荏) 総理庁 ｢労働力調査｣による

-67-



を強くする｡失業率2.5%という数字は､政府の ｢経済運営 5ケ年計画｣の最終年次におけ

る失業率目標を2年目にして達成したことになる｡労働供給過剰の経済は一転しそ労働需要

超過経済の観を呈し､建設労働者など一部の職種では労働力不足が生ずることになった｡新

規学卒に対する需要も急速な回復を示している｡

これは､経済の構造調整という激変のなかでも､内需中心の中成長が実現するならば､労

働市場の改善は進むということを示すもので､総需要拡大のもつ雇用改善効果の大きいこと

を明らかにしたといえる｡これまでの失業率の増加傾向を需給 ミスマッチの拡大とみなし､

総需要拡大による失業率低下は不可能と主張してきた構造失業論は現実の動きによって否定

されたことになる｡

それでは構造調整に伴う雇用 ･失業問題は杷憂にすぎなかったのだろうか｡構造調整は深

刻な失業問題を生み出すことなく進行すると考えて間違いないのであろうか｡

手放しの楽観はやはり戒めなければならない｡

まず第 1に､景気の急回復の本質を正しく認識しなければならない｡すでに第一章でみた

ように､今回の景気回復は財政金融両面からのマクロの需要拡大政策とミクロ面の企業のリ

ストラクチャー､内需型への転換とがむすびっいて発生したものである｡これは構造調整の

目指す生活の質向上を中心とする内需拡大とは程遠いものである｡したがって､政策効果や

資産効果がはげ落ちるとともに､景気拡大のスピードが鈍ることは避けられない｡現に成長

率は1-3月期年率11.2%から4-6月期同△3.9%に減速した｡しかし､このマイナスは

1-3月期の反動という面が大きい｡日本経済の新しい拡大局面が､80年代前半期に幅広い

支持を集めた低成長シナリオの線にもどることはあり得ないが､今後､成長の安定化に伴い､

労働需要拡大のスピードが鈍ることは避けられない｡

第 2は､企業が低成長シナリオに従って雇用を過度に抑制した反動という面があることで

奉る｡円高不況のなかで進められた雇用調整は､円高不況の長期化､低成長の継続を前提に

したものであった｡円高不況から円高好況へ､輸出主導型成長から内需主導型成長-の転換

は､これまでの企業の要員計画の全面的見直しを迫るものであった｡また製造業を中心とす

る企業の多角化､新分野への進出が広汎､かつ同時的に進行したことは､企業の新規求人に

対する競合状態を生み出したことも否定できない｡企業の多角化運動が今後､いくつかの調

整局面をむかえることも予想しておく必要がある｡

第 3は対外調整の核心である直接投資､現地生産による輸出抑制効果､逆輸入の流れ等々､

市場開放と円高による製品輸入の拡大が今後､長期にわたって継続することである｡つまり､
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対外調整のもつ国内雇用の国外雇用による代替という性質は変わらない｡いわば失業の輸入

という圧力がこれからもたえず作用することを忘れてはならないのである｡

第 4は､雇房の地域的アンバランスの存在である｡産業構造の調整は､地域的雇用構造の

変化をひきおこす｡景気の各地域への浸透にともなって､各地の雇用 ･失業状況は､いずれ

も改善の動きをみせているが､関東地域と関西､北海道､九州などとの問に存在するアンバ

ランスそのものは依然として大きい｡国土の均衡のとれた発展に向かっての前進なしに地域

雇用問題の解決はありえないのである｡

このように考えてくると､雇用 ･失業問題は一時の悲観的状況を脱したとはいえ､このま

ま､■労働需要超過経済への移行､失業なき構造調整の進行があるという楽観論は危険という

べきである｡

労働市場が改善した現在､構造調整の基本にたちかえり､生活の質向上を中心とする内需

型中成長の定着をはかるとともに､地域的雇用創出､内部市場､準内部市場の整備によって

雇用調整の円滑化をはかる努力を続けることが必要である｡

(2) 福祉 ギ ャップの拡大

景気回復とともに国民生活にも明るさが増してきた｡しかし､生活面での向上のスピード

は経済の急拡大､企業収益の急上昇 (表Ⅲ-5)に比較すると､はるかに立ち遅れていると

いっていい｡経済と生活とのギャップが景気拡大にともなって一層明らかになったのである｡

前川報告以来､経済の国際化に伴う構造調整への対応を､生活の質向上を軸とする内需拡大

の進展を促す方向に行うべきであることは幾度となく指摘されてきた｡景気回復は確かにこ

れまでの輸出主導型のものから内需主導のものに変化した｡しかし､その内容はとても生活

の質向上とはいい難い｡日本の持つ経済力が国民の生活の向上にむすびつき､生活の質向上

が内外バランスのとれた日本経済発展の基本となるというメカニズムが実現しそうもないこ

とが今後への不安をひきおこすのである｡

(i)景気回復に遅れる勤労者生活

87年後半以来の内需型景気回復を支えた柱のなかに､民間最終消費支出と民間住宅投資が

ある｡87年 1-3月以後､4半期別の両項目の成長率に対する寄与度は､表Ⅲ-6のとおり

で､消費､住宅が内需拡大の柱であったことは疑いのないところである｡
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表Ⅲ-5 経常利益､売上高経常利益の推移

(1) 経 常 利 益 (前年同期比) (%)

全 産 業 製 造 p 業 罪 .製 造 業

84/4-3 Ill.5/ 20.3 -3.1 22.3 26.9 8.0 1.4 10.9 -8.1
85/4-3 1.4 -.2.3 8.8 -2.2 -10.9 30.1 5.4 ll.9 -2.5
86/4-3 2.8 -2.8 13.3 -19.2 -18.4- -21.0 26.0 17.6 37.5

87/4-3 34.6 27.1 46.5 49.2 42｣6 66.6 24.7 13.1 .38..3

･もら/10-3 -4.6 -12.5 12.5 -ll.2 -22.7° ･29.9° .2.7 -2.8 2.5
86/4-9 -1.2 -ll.4 19.9 -28.-1 -29.9 -22.7. 30.1 16.4 49.2

/10-3 6.9 6.6 7.3 -9.1 -4.2 -19.5 ■22.2 18.8 26.8
87/4-9 30.5 25.3 38.5 ･39.5 33.5 56.0 24.8 17.9 32.3

10-3 38.4 28.8 54.5 57,9 50.9 75.4 24.5 8.7 44.8

83/1-12 12.3 9.5 17.3 2.4 6.0 -7.3 22.9 14.6 32.8
84/1-12 17.9 27｣1 2.7 31.7 39.0. 9.2 5.7 ll.3 -0.1

86 / 1-12 -1.6 -8⊥9 12.5 -21.7 -24.4 -14.1 20.5 12.8 31..1
87/ 1-12 27.6 24.3 32.8 31.6 30.9 3-3.3 24.8 18.2 32.6

86/1-'3 -8.0 -13.7 2.3 -16.3 -24.0 4.0 0.7 0.~白 1.2
4- 6 -4.0 -14.2 13.9 -32.5 -33.9 -29.1 3b.2 15.6 48.9
7-.9 2.6 -8.1 130.3 -22.1 -25.1 -8.2 29.9 17.2 49.8
10-12■ 4.0 1.2 9.3 -13.7 -12.7 -15｣9 22.5pJ 17.9 29.3

･87/1- 3 9｣9 12.9 5.4 -3.8 6.2 -23.3 21.9 19.8 24.6
4- 6 27.9 21.0 37.0 27.2 23.7 34.9 28.3 18.6 37.9
7- 9 33.8 30.0 40.7 54.1 43.6 93.3 20.4 17.1 24.4
10-12 38.1 32.5 47.8 53.0 49.2 61■.9 27.2 17.5 40.5

(2) 売上高経常利益率 (季節調整値) (%)

全 産 業 り 造 業 l 非 '製 造 業

全規模 大企業 中小企業 全規模 大企業 中小企業 l全規模 大企業 中小企業

19.83/4-3 2.46 2.51 2.38 3.50 3.68 3.01 1.92 1.72 2.17
84/4-3 2..59 2.83 2.21 3.94 4.35 2.91 ●1.8-6 1.79 1.96
85/-4 - 3 2.49 2.62 2.27 3.68 3.73 3.52 1.86 1.89 1.81
86/ 4-3 2.55 2.74 2.30 3.24 3.35 2.98 2.23 2.36 2.10
87/ 4-3 3.10 3.25 2.94 4.37 4,49 4.17 2.50 2.47 2.52

86/4-9 2.50 2.65 2.30 3.09 3.18 2.82 2.25 2.35 2.16
10-3 2.59 3.83 2.30 3.39 3.52 3.13 2.21 2.37 2.03

10-3 3.16 3.31 2.99一 4.65 4.81 4.35 2.45 2.35 2.53

83/ 1-12 2.37 2.40 2.32 3.29 3.44 2.88 1.90 1.71 2.13
84/ 1-12 2.60 .2.83 2.22 3.94 4.38 2.82 1.88 1.78 2.01
85/ 1-12 2.55 2.72 2.27 3.84 3.96 3.50 1.86 1.89 1.82
86/ 1-12 2.50 2.63 2.33 3.21 3.23 3.13 2.15 2.24 2.07
87/ 1-12 2.96 3.15 2.73 4.04 4.16 3.83 2.45 2.53 2.39

86/1- 3 2.40 2.44 2.29 3.31 3.18 3.53 1.90 1.91 1.85
4- 6 2.44 2.60 2.21 3.12 3.14 2.88 2.17 2.27 2.09
7- 9 2.57 2.70 2.40 3.0.5 3.21- 2.75 2.32 2.43 2.23

.10-12 2.58 2.76 2.43 3.34 3.38 3.35 ･2.21 2.35 2.ll
87/ 1- 3 ･2.61 ■2.90 2.17 3.44 3.65 _2.92 2.22 2.40 1.95

4- 6 2.97 .3.13 2.74 ･3.90 3.95 3.56 2.62 2.63 2.62
7- 9 3.0.9 3.23 2.93 4.29 4.38 4.42 2.48 2.56 ･2.43-

10-12 3.16 3.35 3.06 4.52 4.65 4.41 2.49 2.52 2.56
88/ 1- 3 3.17 3.28 2.92 4.78 4.98 4.29 2.40 2.18 2.50

(荏) 1.大蔵省 ｢法人企業統計季報｣による

2.大企業は資本金 1億円以上､中小企業は資本金 1千万円以上､ 1億円未満の企業｡
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民間最終消費支出､民間住宅投資の増大は本来､生活の質を向上させる重要な項目であるo

しかし､由民の実感として消費生活が向上し､住宅事情が好転したという感情が浮かんでこ

ないことも事実である｡

さきに触れたように､賃金上昇は景気回復に大きく遅れをとった｡このことは､勤労者の

家計に正確に反映している｡

表Ⅲ-6国民経済計算の寄与度 (実質､前年同期比)

年.期項目 1987年 1988年1- 3 4一一6 7- 9 10-12 1-.3 4- 6

国 内 需 要 4.6 3.8 4.8 6.6 8.7 7.4

…民 間 需 要l 3.7 4.4 4.6 5.9 7.1 6.7

一IlllIII 民間最終消費支出 2,4 2.2 1.8 2.3 2.7 2.7

民 間 住 宅 0.7 0.9 1.1 1.4 1｣5 0.8

民 間 企 業 設 備 1.1 1.2 1.7 2.1 2.6 2.9

民 間 在 庫 品増加 ▲0.5 0.2 0.0 o:1 0.3 0.3

公 的 需 要 0.9 ▲0.6 0.2 0.7 1.6 0.7

政 府最 終消費支出 0.3 0.4 0.2 ▲1.0 .0.2 0.1

公 的固定資本形成 0.ら 0.2 0.5 1.1 1.3 0.5

公 的 在 庫 品増 加 0.0 ▲1.2 ▲ 0.5 0.5 0.1 0.1

経 常 海 外 余 剰 ▲0.､5 ▲0.7 ▲0.5 ▲1.1 41.9 ▲ 2.1

IIIIlll輸 出 .等 ･0.4 ▲0.1 1.2 1.0 1.4 1.1

lI一IIIl輸 入 等 ▲0.9 ▲ 0.6 ▲~1.7 +2.1 ▲.3.3 ▲3.2

(荏) 1.各項目の寄与度は､次式により算出した｡

寄与度-(当期の実数一前年同期の実数)÷(前年同期の国声総支出の実数)×100

2.四捨五入の関係上､各項目の寄与度の合計は､必ずしも国民総支出の増加率に一致しない｡

3.輸入等は､国民総支出の控除項目であるのでこ寄与度は逆符号で表示した｡

例えば､輸入等が増加すると､寄与度はマイナスの符号となる｡
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表Ⅲ-7-(1) 消 費 関 連 指 標 (1)
(前年同期(月)比､単位 :%)

全 世 ~帯 勤 労 者 世 帯

名 目. 実 質 名 目 実 質 名 目 実 質 名 目 実 琴

1985暦年 2.6 0.5 4.9 2.7 4.0 1.9 2.4 ･0.4

1986暦年 1.2 0.8 1.8 1.4 1.6 1.2 1.4 1.0

19g7暦年 1.7 1.9 1.7 1.9 2.1 2.3 0.8 1.0

86年 7-9 1.9 1.9 0.8 0.8 0.8 0.8~ 1.6 1..6

10-12 -0.2 0.2 0.7 1.1 0.9 1.3 1.6 2.0

87年 1-3 0.9 2.1 1.0 2.2 1.8 3.0 1.5 2.7

4-6 1.4 1.6 1.1 1.3 1.2 1.4 0.6 0.8

7-9 1.7 1.6 2.5 2.4 2.3 2.2 0.7 0.6

10-12 2.6 2.1 2.0 1.5 2.7 2.2 0.5 0.0

88年 1-3 4.3 3.7 2.9 2.3 2.7 2.1 3.5 2.9

4-6 2.9 2.9 4.3 4.3 4.3 4.3 2.4 2.4

7 4.2 3.7 4.7 4.2 4.9 4.4 4.6 4.1

勤 労 者 世 帯 一 般 世 帯 農 家 世 帯

平均消費性 向(季調値) 非 消 費 支 出 消 費 支 出 家 計 費弾性値 内所得税 名 目 実 質 名 目 実 質

1985暦年 77.5 10.0 2.0 9.5 3.4 1.3 3.6 2.0

1986暦年 77.4 3.2 1.8 4.3 0.6 0.2 1.0 1.0

1987暦年 76.4 -0.2 -0.1. -3.2 4..1 ~4.3 1.6 1.7

86年 7-9 77.~6 0.4 0.5 1.3 2.6 2.6 1.5 2.1

1〔)-12 76.8 -0.3 -0.4 2.2 -4.0 -3.6 -0.2 0.8

87年 1-3 76.4 -2.8 -2.8 0.4 -0.1 1.1 0.2 1.5

4-6 77.0 0.8 0.7 -2.1 3.7 3.9 1.2 1｣7

7-ー9 76.5 3.8 1.5 3.9 4.4 4.3 3.1 2.8

10-12 75.4 -2.4 -1.2 -9.6 8.1 7.6 1.9 0.9

88年 1-3 76.9 3.8 1.3 1.9 6.0 5.4 3.8 2.9

4-6 75.9 4.1 1.0 6.8 3.4 3.4 3.3 3.0

1

2
3

総務庁 ｢家計調査｣､農林水産省 ｢農家経済調査｣による｡

平均消費性向､弾性値を除き､前年同期(月)比｡

実質値は1985年基準消費者物価指数により経済企画庁内国調査第一課試算｡
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表Ⅱ-7-(2) 消 費 関 連 指 標 (2)

(単位 :%)

通 産 省 百 貨 店 通 産 省 セ ル ~フ 店● 新車新規登録届出台数

実 数 季節調整値 前年同期 実 数 季節調整値 前年同期 前年同期
(億円) 前 期 月 比 (月) 比 (億円) 前 納 月 比 (月) 比 (月) 比

1982年平均 5,961 3.2 5,484 5.5 6.0

83年平均 6,090 2.2 5,698 3.9 3.2

84年平均 6.370 4.6 5,917 3..8 -1.3

85年平均 6,652 4.4 6,083 2.8 0.3

86年平均 7,014 5.4 6.302 3.6 1.4

87年平均 7,399 5.5 6.652 4.2 4.1

86年 7-9 6,705 0.6 5.7 6,182 0.9 3.1 -0..6

10-12 8.760 0.3 3.6 7,208 1.2 4.2 -0.2

87年 1-3 6,448 1.9 4.1 5.988 -0.8 2.5 1.1

4-6 6,672 2.1 5.7 6,297 2.1 5.5 -2.2

7-9 7,805 1.4 5.7 6.436 0.9. 4.1 7.7

10-12 9.304 1.6 6.2 7,527 1.8 4.4 10.1

88年 1-3 6,929 2.3 7.5 6,325 0.9 5.6 14.7

4-6 7.291 2.3° 7.8 6,705 2.8 6.5 17.3

7 9.893 2.6~ 9.6 7,475 0.2 7.2 12.7

(備考) 1･通産省 ｢大型′j噴 店販売統計｣･日本百貨店協会 ｢百旗店統計｣､日本チューンストア協会

｢チェーンス トア販売月報｣による｡

2･新車新規登録届出台琴はE]本自動車工業会 ｢自動車統計月報｣による｡

表Ⅲ-7-(3) レ ージ ャ ー 関 連一指 数

(前年同期(月)比､単位 :%)

12 社 取 扱 金 萄 人 員

1984年 度 9.7 13.9 10.8

85年 度 7.■9 8.6 _4.6

86年 度 4.3 8.8 8.4

87年 度 ･4.5 21.6 13.0

86年 10-12 6.8 6.3 14.1:

87q p1- 3 7.1 13.2 14.5

4- 6 7.5 .12.5 8.5

7- 9 3.2 26.9 13..3

10二一12 4.1 21.6 12.7

884 1- 3 2.9 25.1 17.1

4- 6 3.0 26.1 12.7
7月 -1.1 12.4 12.6

(備考) 業界資料による
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前ページ表Ⅱ-7の消費関連指標をみるといずれの指標も改善を示しているが､各指標の

問にアンバランスが大きいことが目立つ｡まず､好調なのが百貨店売上高である｡87年の前

年比は5.5%で､88年4-6月には前年同期比7.8%に上がった｡80年代に入って最高の水準

である｡百貨店に挙れていたスーパーなどセルフ店の売上高も高まってきた｡

新車新規登録届出台数の伸び率は高く､海外旅行はまさにブームといっても過言ではない｡

まさに､消費絶好調である｡

ところが､勤労者家計の動きは鈍い｡87年の実収入の前年比は名目1.7%､実質1.9%と低

く､消費支出も名目0.8%､実質1.0%という低調さである｡88年に入って事情はやや好転し

たとはいえ､4-6月の消費支出は､前年同期比で名目､実質とも2.4%にすぎない｡86､

87年の停滞時に比較し､明るさを増したことは事実だが､経済の急上昇､企業利益の急増に

比較して､そのスピードは遅いといっていい｡消費絶好調という感じではない｡

とくに注目されるのは､平均消費性向が低下していることである｡消費行動は勤労者家計

に関するかぎり､慎重化したといっていい｡

それでは､消費絶好調をつくり出した条件は何だろうか｡

第 1は､雇用増加要因である｡雇用者は87年1.1%､88年4-6月2.5%の増加で87年後半

から伸び率が高まってきた｡新しく雇用者になった者の消費が消費拡大を支える柱になった

ことは容易に推察できる｡

第 2は､ナ般世帯 (勤労者以外の世帯)の消費好調である｡87年の一般世帯の消費支出の

伸びは名目4.1%､実質4.3%で､勤労者世帯の0.8%､1.0%を大きく上回っている｡その後

両者の格差はやや接近したが､88年4-6月の前年同期比も名目､実質とも3.4%で､勤労

者世帯に対する優位は続いている｡

勤労者世帯の収入は景気回復に遅れた春季賃上げによって規制されている｡時間外賃金や

ボーナスの増加によってやや改善するとはいえ､勤労者世帯は収入総額のおくれを回復でき

ない｡これに比較し､一般世帯では景気回復の恩恵を早期かつ敏感に受けることができる｡

とくに87-88年の株価､地価の高騰は元来､資産の大きい与の種の一般家計にプラス効果を

多く与え､いわゆる資産効果が働いたことも考えられる｡

第3に､統計的資料はないが､単身者家計も就業条件好転の影響をうけて消費活動を活発

化したことと推定される｡

この結果はまことに奇妙なものである｡これまでの日本経済の発展を支え､とくに今回の

畢気回復の主役を演じた勤労者世帯が､消費景気に大きく立ちおくれ､回復の恩恵は回復の

脇役に流れていったのである｡
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(ii)困難さを増す住宅取得

民間住宅投資が内需型景気拡大を先導したことは､今回の景気回復の特色であった｡表Ⅲ-

8のように､新設住宅着工戸数は87年167万戸で､86年の136万戸を大きく上回った｡前年比

表Ⅲ-8 新設住宅着工戸数 (利用関係別)

準 戸 数 持 家 鹿 家

(戸) 前 一 期 前 年 同 (戸) 前 期 前 年 同 (戸) 前 期 前 年 同
(月)比 期 月 比 (月)比 期 月 比 (月)比 期 月 比

1985/1-121,236,072 4.1 467,697 -】.1 527,042 13.5

86/1-121.364,609 10_.4 477.050 2.7 645.886 22.5

87/1-121,674,300 22.7 546,316 14.5 858,726 33.0

85/4-31.250,99 3.6 460,406 -2.8. 543,583 12.8

86/4-31,399.833 ll.9 479,820 4.2 679.426 25.0

87′4-31,728.-534 -_23.5 562,705 17.3 887,204 30.6

86/lrト12 363.261 4.3 15.1 120,646 -3.P 7.】 177,853 6.9 27.6

87/1-3 367,ll 1.1 12.3 119.502 -0.9 2.7 185,864 4.5 26.9

4-6 401.869 9.5 .24.0 128.964 7.9 ll.3 209,674 12.8 39.6

7-9 446..542 ll. 1 28.2 144.824 12.3 16.6 235.967 12.5 41.9

1什-12 450.496 0.9 24.2 153.266 5.8 26.9 221.233 -6.2 24.6

88/1-3 429,075 -4.8 16.8 138.009 -10.0 15.5 219.-521 -0.8 18.0

4-6 412,735 -3.8 2.6 113,682 -17.9 -ll.9 225,478 2.7 7.4

7 143.034 -0.4 ｢1.9 41.085 5.1 -10.~9 75,184 -4.8 ｢3.0

8 153.503 7.3 2.2 43,805 6.6 -9.7 80.884 7.6 0.2

総 戸 数

分 譲 住 宅 一戸建て .長屋建て 共 同 住 宅

(戸) 前 期 前 年 同 (戸) 前 期 前 年 同 .(戸) 前 期 前 年 同
(月)比 期 月 比 (月)-比 期 月 比. (月)比 期 月 比

1985/ド.12224.018 -3.0 98,~832 -4.3 125.186 -2.0

86/1-12220,155 -1,7 97,720 -1.1 122,435 ⊥2.2

87/1-12246.861 12.1 110,266 12.8 -136.595 ll.6

85/l4-3 226,554 -1.4 98.538 -3..3-128,016 0.1

86/4-3 219,621 -3.1 100,266 1.8 119.355 -6.8

87/4-3 255.758 16.5 1-12.278 12.0 143.480 20.2

86′10-12 55.Sol ･1.0 -2.9 25.376 4.5 13.8 30.116 -1.1 -7｣8

87/1-3 57,383 3.4 -1.0 27,023 6.5 ll.2 30.424 1.0 -9.4

4-_6･60.182 4.9 16.2 27,046 0.1 14.2 33.393 9.8 17.8

7-ら 63,274 5.1 1.4.7 27,549 1.9 13.2 35.486 6.3 16.0

10-12 65.715 3.9 18.7 28.585 3.8 12.8 37,121 4,6 23.6

88′1-3 66,588 1.3 16.2 29,141 1.9 7.9 37,450 0.9 23.2

4-6 73.185 9.9 21.6 31.258 7.3 15.6 42.205 12.7 26.4

8 28.457 ll.0 ~37.1 10,074. -2.4 12.3 18.900 21.4 59.5

(bJ'J'i考) J. a.故'H｢地政il.I二桃.日'｣による｡

2. 円半期別及びIJ別 の戸数及び前納()･J)比は季節調掛直による｡

3. 前年同期(刀)比は原数値による｡
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でみると､86年の10.4%増に続き､

87年には22.7%という高い伸びを示

した｡新設増をリードしたのは貸家

であり､持家､分譲住宅は87年後半

からようやく増勢を強めることにな

った｡

住宅建設はたしかに活況を呈した

が､それと併行して価格も急上昇し

た｡首都圏マンションの一戸平均価

格は表Ⅲ-9のように86年 1月の

2,678万円から87年 1月には3,246万

円､88年 1月には5,497万円へと急

上昇している｡首都圏の土価急騰が

マンション価格急上昇の引金になっ

たことは疑いない｡さきにみた通り

この2年間､賃金の上昇はわずかな

もので､一般勤労者にとって東京周

辺での住宅取得は全く不可能になっ

たのである｡新設増のなかで住宅事

情はかえって悪化したというのが実

情である｡

(iii)生活格差の拡大

表Ⅲ-9首都圏マンションの動向

当 月 発 売 -物 件

平 均 分 譲 一戸平均価 格坪 単 価 ■ ガ単 価

(カ月) (千円) (万円)

86年平均87年 1月 ~1,4031,611. 424487 2,7583,246

2月 1,452 439 2,923

3月 1,56~8 474 3,047
4月 1,465 443 3,059
5月 1,750 529 3,236
6月 2,066 625 4,033

7月 1,781 539 3,227

8月 2,185 661 4,204
9月 1,734 525 3,485

-10月 2,080 629 4,298
11月 1,789 541 3,772

12月 2,652 802 4,648

87年平均88年 1月 1,8162,960 549895 3,5795,497

2月 2,177 659 4,009

3月 2,296 694 4,627

4月 2,299 696 4,293

5月 2,350 711 4,766

6月 2,2~52 681 4,806

7月 2,216 670 4,603

8月 2;050 620 4,327

(備考) 1. (秩)不動産経済研究所調査による｡

2.戸当たり専有面積207Tf未満のワンルーム

マ ンションは含まれない｡

さきに消費について､勤労者家計と一般家計との間に増加率の差が大きいことを指摘した

が､同様の格差拡大は勤労者のなかにも生じている｡85-87年の年間収入の五分位階級別家

計収支の動向をみると､収入､消費両面において､収入のもっとも高いⅤ階層の増加率の高

いことが目立っている (表Ⅲ-10)0

85-87年には､フローの面では勤労者世帯の間に大きな格差拡大傾向は認められなかった

が､資産面では高所得層はど株式保有額が大きく､土地 ･家屋の保有率が高いため､株価､

地価高騰による資産価値の増加率は高く､フローの格差よりもストック､すなわち資産価値
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表Ⅲ-10 年間収入5分位階級別収入と支出

(勤労者世帯) (年率換臥 伸び率)

1987′1985 1985′1980

Ⅰ Ⅱ m Ⅳ Ⅴ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ V

◆ 収 入 .総 額 2.4 4.1 2_6 2.6 3.7 5.1 5.4 6.3 5.9 6.5

◆ 実 収 入 I.4 1.9 1.3 l,9 1.9. 3.9 _4.3 4.9 5.2◆5.5

◆ 世 帯 主 収 入 0.7 1.9 0.9 1.8 0.9 3.4 4.0 4.7 4.6 5.3

◆ 妻 の 収 入 3.2 -2.2 3.0 1.9 6.3 ll.7 9.1 7.5 10.5 6.0

◆ 有 価 証 券 売 却 -29.1 38.6 16.6 -2.0 56.2 55.5 24.1 29.6 ユ0.3 7.4

◆ 土地家hi借入金 -21.2 9.8 7.1 9.3 -ll.0 49.1 16.4 11.5 -7.4 6.0

◆ 貯 金 引 き-出 し 8.1 9.9 6,6 4.0 7.5 12.7 12.3 14.1 11.2 11.6

◆掛 n' 8.9 20.2 16.4 17.0 20.2 9.4 9.1 10.6 10.7 14.6

◆ 実 支 出 0.5 1.0 1.2 0.6 1.9 4.0 4.5 4.7 5.5 5.5

◆ 消 出 女 山 0.4 0.8 1.2 0.3 2.1 3.4 3.8 3.7 4.5 4.2

◆-教 育 馳 係 資 5.6 4.5 5.2 2.7 9.0 4.2- 5.0 5.4 7.9 5.8

◆ 教養娯楽f淵係増 2.6 -2.1 0.5 0.3 1.9 4.1 6.6 4.8 5.5 4.3

◆ 炎文山以外の文山 7.3 10.8 5.5 5.7_ 6.5 10.4 9.3 10.8 7.9 9.1

◆ 保 険､掛 金 4.5 6.9 9.2 9.2 9.5 6.2 6.7 7.2 7.8 8.8

◆土地家的J"i愈返折 21.1 19.0 -I.6 9.0 7.0 10.2 13.5 12.1- 9.6 10.9

◆ 貯 金 8.0 11.0 6.3 5.2 5.7 12.O IO.3 日.5110.1 9.9

◆ 可 処 分 所 得 1.5 】.9 1.4 1.9 2.I ■3.3 3.7 4.1 4.4 4.4

◆鵜 字 8.9 6.6 1.9 6.8 1.9 2.7 3.2 5.4 4.2 .5.1

◆ 金 融 資 産 純 増 5.1 13.7 6.9 12.2 1.9 3.0 1.7 2.4 5.9 4.6

◆ 貯 ,金 純 増 - 24.3 4.1 13.8 -3.8 13.5 -3.9 -0.5 4.3 ～.8

◆ 保 険 純 増 5.0 6.3 10.3 7.8 10.0 6.9 6.8 7.0 7.8 8.3

◆ 有価証券純購入 - 31.1 3.9 40.8 】4.8 7.1 0.2 12.4 3.7_

口 平 均 消 資 性 向 -1.1 -1.0 -0.2 -I.5 0.1 0.1-0.1 -0.4 0.1 -0.2

□ 黒 字 率 7.1 4.5 0.6 4.7 -0.2 -0.6 -0.2 1.2 -0.2 0.7

(注) 総裁庁 r家計淵愈年報｣による｡

表Ⅲ-11 所得階層別(株式)資産価値の増大

81年 -82年 83年 84 年 85年 86年- 87年

秩式 I 6.3 8.0 8.2 6.3 8.8 7.4 6.0

響 丑 8.1 9.5 8.1 8.0 8.8 ll.9 12.0

ー司煤育シエ 皿 13.0 ll.2 10.3 12.4 12.0 10.9 ll.0如 19.7~ 18.4 20.8 18.3 18.7 17.4 ,18.0

ア(形) Ⅴ 52.9 52.9 52.6 55.0 51.7 52.4 53.0

前年末株式残高(兆円) 40 42 40 47 57 66 96

株価上昇率(年平均%) 16.a △0.44 17.9 26.1 22.2 32,9 47.9

株資 i 0_4 △0.01 0.6- 0.8 1.1 1.6 2.8

価産上価昇値に の Ⅱ 0.5 △0.02 0.6 I.0 1.1 2.6 5.5刀 0.8 △0.02 a.7 1.5 1.5 2.4 5.1

よ増る大1 Ⅳ 二 1.3 △0.03 lJ5 2.3 2.4 3.8 8.3

(備考) I.絵薪庁統計局 ｢貯蓄動向調査｣､経済企画庁 ｢国民経済計井｣､乗証株価指数により作成｡

2.前年末の株式妓高保有シェアに応じて､､翌年の株価上昇による資産価値の増大が所得階層別に

分配されると想定｡

3.尚､所得階層別は全世帯｡

(昭和63年度経済白書より)
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の格差拡大に問題が移ったことがこの期問の特色といえる｡

このような傾向は85-87年に始まったことではない｡80-85年にも､収入､支出とも高所

得層の伸びが大きかった｡80-85年と85-87年の2つの時期を比較すると､同じ格差拡大と

いっても､その内容に大きな差があることに気がつく｡80-85年については､収入面で世帯

主収入が高所得層はど伸び率が高かったのに対し､85-87年は､はっきりした格差拡大傾向

がみられない｡85-87年の実収入格差の拡大をもたらしたのは妻の収入の伸びが高所得層は

ど高いことである｡支出面での格差拡大傾向はむしろ85-87年の方が大きい｡しかし､その

内容をみると､教育費の伸びが大きく､教養娯楽費の伸びは､両期間を通じ､各所得階層間

に大きな差は認められない｡

黒字については､80-85年では高所得層の伸びがやや高く､85-87年では低所得層はど高

いという結果になっている｡

実収入に対し､実支出の所得階層問の伸び率格差の大きいことを序映し､85-87年では黒

字率は低所得層ほど高まり､平均消費性向も同様の傾向がみられる｡

こうし声85-87年の特色は､この時期の勤労者家計が円高不況による停滞を脱し得なかっ

たことの反映とみられる｡この期間の賃上げは輸出関連大企業の賃上げ率が低く､これまで

の賃金格差拡大に歯止めがかかった時期であり､支出面では将来への不安が高まったことが､

資産の裏付けの弱い低所得層の消費抑制行動を強めたと考えられるからである｡

(iv)安定性に欠ける日本の家計

最後に､日独両国の家計を比較し､日本の勤労者世帯の国際的位置づけを検討してみよう｡

日本と西 ドイツの生活を比較するとき､第 1に指摘されるのは労働時間の長さである｡労
■

働省 ｢昭和62年労働経済の分析｣によると､1986年の製造業生産労働者の年間労働時間は日

本の2,150時間に対し西 ドイツは1;655時間､このうち所定外労働時間は日本212時間､西 ト

イツ83時間と大差がある｡これに加えて通勤時間も西 ドイツは短く､日本が30分未満54.2%

に対し西 ドイツは20分未満が60%に達している｡一万､60分以上は日本の16.1%に対し西 ド

イツは3%にすぎない｡当然､自由時間は西 ドイツの方がはるかに大きいものと推定される｡

所得 ･消費においても､西 ドイツ家計の健全性､安定性が認められる｡

OECD事務局作成による購買力平価と､為替レートを用いた国民一人あたり民間最終消

費は表Ⅲ-12の通りである｡
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表Ⅱ-12 1986年の国民7人あたり民間消費

為替レートによる 購買力平価による OECD-100

アメリカ ll,500ドル ll,500ドル 143.

日 本 9,312 7,132 89

西 ドイ~ツ 8,161- 7.,116 88

イギリス 6,_006 7,156 89

OECD 8,156 8,049 100

購買力平価を用いると､日本の消費水準は西欧主要国とはぼ同水準となるが､この大ざら

ばなモノサシを頭に置いて日独家計の姿を検討しよう (表Ⅲ-13)0

83年の世帯主収入は83年の為替レート換算で､日本の常用労務者 (以下 ｢ブルーカラー｣)

26.9万円､民間職員 (以下 ｢ホワイトカラー｣)37.4万円に対 し､西 ドイツではブルーカラ

ー27.7万円､ホワイトカラー39.1万円と西 ドイツが若干高い｡その後､円がマルクに対し､

若干値上りしているため､88年8月のレートを使用すると､西 ドイツは21.5万円､30.4万円

と日本の方が20%程度高くなる｡しかし､87年の購買力平価を用いると25.9万円､36.6万円

と､ブルーカラー4%､ホワイトカラー2%となり､わずかながら西 ドイツが低いという結∴

巣になる｡つぎに､妻の収入は西 ドイツの方が高いため､勤め先収入では､購買力平価でも

西 ドイツが日本を上回る｡それに加えて､社会保障給付､財産収入は西 ドイツがはるかに高

いため､実収入総額では87年の購買力平価換算でも日本の方が 2割方低くなっている｡

西 ドイツの社会保障給付は日本のように高年家計の年金給付に偏ったものではなく､児童

手当､労働法規に基づく給付など各年齢層をカバーしている｡また､財産収入は家屋の取得

が比較的若い層で行われるため､家賃が収入の一部として確立 し､有価証券による利子､配

当所得も大きいものと推定される｡

さらに､消費支出について1983年レートでみると､西 ドイツがやや多く､購買力平価で日

独はぼ同水準という結果になって いる｡ しかし､西 ドイツでは､全金調査 (｢日 ･米 ･独機

械金属労働者の生活比較調査｣ 全金同盟 昭和63年 8月)が物語るように､食料費､教育費

が安いため､金額的に同等といっても内容的にゆたかな消費を享受できるものとみられる｡

一方､税､社会保障費を示す非消費支出は西 ドイツが約 2倍多い｡その結果､実支出総額は

西 ドイツの方が高水準である｡

実収入と実支出の差である黒字は､購買力平価換算で､ブルーカラーが日本と同程度､ホ

ワイトカラーは日本よりも大きい｡金融資産では貯金は西 ドイツが少ないが､逆に､保険､

-79-



日･西独家計の比較 (民間勤労者家計の内訳)

表Ⅲ-13-(1) 実 収 入

(単位 :千円)

日 本 西 独 ー ー

ブルー ホワイト 1983年 レー ト 1988年 8月 レー ト 1987年購買力平価

1マノレク-93.03円 1マルク-72.19円 1マルク-86.94円

ブルー ホワイト ブルー ホワイト ブルー ホワイト
カラー カラー カラー カラー カラー カラー カラー カラー

実 収 入 333.9 436.5 438.7 548.7 340.4 425.8 410.0 512.8

勤め先収入 316..4 413.1 356.3 455.9 276.5 353.7 333.0 426.0

世 帯 主 収 入 269.0 373.9 276.8 391.4 214.8 .303.7. 258.7 365.8

内､賞与 41.8 82.2 NA. NA. NA. NA. NA. NA..

妻 の 収 入 31.0 25.1 52.3 48.4 40.6 37.6 48.8 45.2

他の世帯員収入 16.5 14.1 24.2 9.3 18.8 7.2 22.7 8.7

事業､内職収 入 5.4 6.0 6.8 7.4 5.3 5.8 6.4 6.ら

財 産 収 入 0.7 1.9 31.3 38.7 24.3 30.0 29.3 36.1

社会保障給付 3.3 4.5 29.6 23.9 2.3.0 18.6 27.7 22.4

公的年金保険年金 NA. NA. 5.1 3.9 3.9 3.0 4.7 3.6

恩 給 NA. NA. 0.0 0.8 0.0 0.6 0.0 0.8

付 加 保 険 NA. NA. 0､.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1

公的災害保険年金 NA. NA. 0.9 0.7 0.7 0.6 0.8- 0.7

戟争犠牲者年金 NA. NA. 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

社 会 扶 助 NA. NA. 0.5 0.3 0.4 0.3 0.5 0.3

失 業 救 援労働法規に基づ く給付 NA. NA. 0.3 0.1 0,2 0.1 0.3 0.1
NA. NA. 4.9 2.4 3.8 1.8 4.6 2.2

住 宅 手 当 NA. NA. 0.5 0.3 0.4 0.2 0.5 0.3

児 童 手 当 NA. NA. 8.2 6.3 6.3 4.9 7.6 5.9

企 業 年 金 NA. NA. 1.9 3.1 1.4~ 2.4 1.7 2.9

そ の-他 8,2 10.9 14.6 22.8 ll.3 17.7 13.7 21.3

ま た 貸 し収入譲渡､商品売却収入 NA. NA. 0.1 0..2 0.1 0.1 0.1 0..2
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表Ⅲ-13-(2) 実 支 出

実 支 出 (単位 :千円)

日 本 西 独 ー ー

ブルー ホワイト 1983年 レー ト 1988年 8月 レー ト 1987年購買力平価

･1マルク-93.03円 1マルク-72.19円 1マルク-86.94円

ブルー ホワイト ブルー ホワイト ブルー ホワイト

カラ｢ カラー カラー カラー カラー カラー カラー カラー

実 支 出 277.7 359.4 378.8 457.1 293.9 354.7 354.0 427.1

消 p費 支 出 234'.9 288.0 259°.7 302.4 201.5 234.7 242.7 282.6

食 料 68.6 74.4 NA二 NA. NA. NA. NA. 1NA.

住 居 12.6 13.5 NA. NA. NA. NA..NA. NA. NA. NA.光 熱 .水 道 14.3 16.6 NA. NA. NA. NA.

家具 .家事用品 __10.1 11.4 NA. NAT NA. NA. NA. NA.

保 健 医 療 ら.8 6.7 NA. NA. NA. NA. NA. .NA.

交 通 通 信 22.2 26.2 NA. NA. NA. NA.NA. NA. NA. NA.,教 育 8.0 12.2 NA. NA. NA. NA.

教 養 娯 楽 18.6 26.0 NA. NA. NA. NA. NA. NA.

諸 雑 費 12.8 14.7 NA. NA. NA. NA. NA. NA.

こ づ か い 24.7 35.7 NA. NA. NA. NA. NA. NA.

交 際 費 19.5 24.5 NA. NA. NA. NA. NA. ..NA.

仕 送 り 金 3.1 5.2 NA. NA. NA. NA. NA. NA.

秩 20.5. 42.9 61.9 ■100.657.1 54.1NA. NA二 48.1 78.1社 会 保 障 費･他の非消費支出 21.9 28.00.年 0.4 44.3 41.9NA. NA.
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表Ⅲ-13-(3) 黒 字
(単位 :千円)

日 本 肇 独 I 一 . ー

ブルー ホワイト 1983年 レー ト 1988年 8月 レー ト 1987年購買力平価

1jjL,ク-93.d-3-円 1マルク-72.19円 1マルク-86.94円

ブルー ホワイト ブルー ホワイト ブルー ホワイト

カラー やラ- カラー カラー カラー カラー カラー カラー

可処分所得 291.1 365.1 319.6~ 394.1 248.0 305.8 298.7 368.3

黒 字 56.2 77.ll 59.9 91.7 46.5 71.1 56.0 65.7

金 融 質 産 純増 32.6 47.6 26.1 49.9 ･20.3 38.7 2_4.4 46.6

貯 蓄 純増 32.0 45.7 22.5 43.5 17.5 33.8 21.0 40.7

貯 金 純 増 14.5 25.5 6.6 6.1 5.1 4｣8 6.1 5.7

保 険 純 増有 価 証券純購入 17.5 20.3 16.0 37.4 12._4 29.0 14.9 34.9
0.6 1.9 3.6 6.4 2.8 4.9 3.4 6.0

土地家屋借金純減 9.5 18.0 18.3 35.6 14.2 27.6 17.1 33.3

財 産 純 増 6.5 4..2 23.1 50.2 17.9 38.9 21.6 ,46.9

月賦､掛買借金等純減 2.-9 4.24.2 3.1 -ll.7 -35.0 -9.1 -27.1 -10̀9 -32.7繰 越 純 増 NA. NA. NA. NA. NA. NA.

平均消費性向(%) 80.7 78.9 81.2 76.7 81▲2 76.7 81.2 76.7

黒 字 率 (%) 19.3 21.1 18.8 23.3 18.8 23.3 18.8 23.3

金融資産純増率㈲ ll.2 13.0 8.2 12.7 8.台 12.7 8.■2 12.7

(症) 西 ドイツ連邦統計局 ｢EinkommensandVerbrauchsstichproe 1983Heft4｣
(荏) 日本 :総務庁 ｢家計調査｣(昭和58年)

有価証券購入は西 ドイツが多くなっている｡土地家屋借金純減､財産純増は西 ドイツが日本

を上回っており､西 ドイツでは､社会保障費､任意保険掛金､土地家屋購入を中心とする財

産形成支出の大きいことが目立っている｡

このようにみてくると､西 ドイツでは消費面でゆとりがあるばかりでなく､財産形成と高

い社会保障給付への準備という両面で､将来の生活基盤を築き上げている点で､わが国より

もゆとりある家計といっていいであろう｡
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(3) 遅 れ る生産性 向上成果 の配分

(i)景気回復に追いつかない賃金上昇

景気回復とともに労働経済は明るさを増した｡しかし､86年度の経済成長率2.6%から､

87年度4.9%､88年 1-3月､4-6月の実質国民総生産の前年比6.8%､5.3%という高い

伸び､経常利益の88年 1-3月の前年比38.7%増､さらに石油危機以来最高め業況判断

D.Ⅰ.等々の改善スピードに比較して､87年度の名目賃金上昇率は2.0%､実質賃金上昇率

は1.7%に止まっている｡総実労働時間は0.9%の増加である｡

したがって､経済成長率の高まりによって､ 1時間当りの生産性が､86年度の2.2%か ら

87年度は2.7%に上昇したのに対し､実質賃金上昇率は低下し､労働時間は増加というので

は､生産性向上の成果配分という点においては明らかに後退といわざるを得ない｡

87年度の名目賃金上昇が前年を下回った主たる理由は､87年の春季賃上げ率が3.56%と86

年の4.55%から1ポイント低下したことと特別給与の上昇率低下にある｡毎月勤労統計全産

業の名目賃金上昇率は､所定外労働時間延長による所定外給与の6.7%という大幅増加があ

ったにもかかわらず､定期給与は86年度2.3%から87年度2.5%となり､現金給与総額は2.3

%から2.0%に低下している (表Ⅲ-14-(1)､(21)0

賃上げ率低下の理由は87年度経済を悲観的にみたためである｡もちろん､これは労働組合

だけの失敗ではない｡経済専門家の間でも､86年に続く円高不況によって､87年度の経済成

長率は2%台後半に止まるとみるものが多数派を形成していたからである｡

2%台後半の成長率を前提として考えるならば､86年度､87年度の実質賃金が86年度2.6

%､87年度1.7%という数字もそれなりの評価を与えることができる｡

しかし､現実の経済は周知のように､大方の予想とは反対に87年後半から急拡大の局面に

入ったのである｡87年春に決定された所定内賃金は､年度中を通ーじて変化しない｡ボーナス

も景気回復に遅れるのが普通である｡'この結果､87年度の景気回復は賃金に反映されない結

果となったのである｡

その結果は当然のことながら､労働分配率の低下となってあらわれる｡
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表Ⅲ-14-(1) 賃 金 関 連 指 標
(前年同月比､単位 :%)

賃 金 (産 業 計 )

現 金 定 期 . 特 別 実 質

詮 議 給 与 歪 走 塁 p,g 定 望 給 与 賃 p 金

8声/-1712 2.7 3.3, 3.1 4.7 1.2 0.8
84/1-12 3.6 3.3 2.9 8.8 4.3 1.-4

86′.ト ー12 2.7 2.9 3.2 -0.Ⅰ 2.3 2.3

9.7/.1--1.2 1.9 2.0 2.0 2.4 1.5 2.2

1992/:4- 3 4.3 4.8 5.0 2.5 3.2 1.9
爵3/.:4- 3 2.4 2.9 2.7 6.9 0.8 0.4
亀4/ー4- '3 3.5 3.3 2.9 6..8 3.9 1.3
爵5/4- 3 3.1 3.5 3.1 6.5 2.3 1.1
86/4- 3 2.3 2.3 2.9 -2.5 2.0 2.6
67/_4- 3 2.0 2.5 2.1 6.7 0.8 1.7ー

1986/7- 9 2.3 2.5 3.1 -2.4 1.5 2.3
10-12 2.1 2.4 2.9 -2.4 1.5 2.5

87/1- 3 2.0 1.7 2.3 -3.5 2.7 3.2
4- 6 2.0 1.8 2.0 -0.9 2.7 2.2
7⊥ 9 1.1 2.l l.9 4.2 -2.l l.0
10-12 2.6 2.6 2.0 9.8 2.5 2.0

1988/~1- 3 2.3 3.4 2.3 13.5 ｣10.2 1.7

4- 6 3.9 3.8 2,9 12.5 4.5 4.0

870987)2●●. 1.7 1.5 2.1 -4.0 -6.5 3.1
3●●● 2.5 2.0 2.5 -3.5 6.~5 3.3
4... 1.3 1.8 2.3 -1.6 -17.7 1.4
･5●●● 1.5 1.9 1.9 -0.9 -6.3 1.9
6.●● 2.7 1.9 2.0 0.0 3.7 2.7
7.... 0.9 1.8 1.7 2.1 -0.0 1.4
8●●● 0.2 2.2 2.1 3.4 -13.4 0.1
9.●. 2.2 2.4 2.0 7.2 -5.9 1.5

10●●● 3.1 2.6 2.0 8.3 41.8 2.6
11●●● 2.2 2.5 1.9 9.3 -2.5 1.8

12..●88(1988)1.●● 2.5◆ 2.7 2.0 11.9 2.3 1.90.8 3.1 2.1 12｣4 -27.3 0.1
2●一● 3,3 3.4 2_4 13.3 15.6 2.8
3..● 2.9 3.6 2.4 14.8 -2.2 2.3
4●●● 3.4 3.6 2.7 12.5 -3.6 3.4
5●●. 3.7~ 3.6 2.9 12.9 3.8 3.7
6.●● 4.4 4.0 3.1 12.0 4.7 4.3
7.''. 2.6 4.1 3.3 1.2.6 0.7 2.5

(注) 労働省 ｢毎月勤労統計｣による
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表Ⅲ-14-(2) 産業大分類および給与内訳別 1人平均月間現金給与額(対前年上昇率)

(事業所規模30人以上)
(単位 %)

年
調 査

産業計
建設業 製造業

電気 ･
ガス ･
熱供給 ･
水道業

運 輸

通信業
サービス業

2
8
9
8
3

6
9
6
4
6

1
1

8
3
4
3
4

●

7
1
7
6
7

日日
日
日
日

9
4
5
5
5
●

7
8
7
1
7

1
1

6
1
LL5
8

6

1
1
1

2
3
4
5
6
7

8
8
8
8
8
8

〕与給
0
5
0
5
0

期
6
6
7
7
8

定nttd

2
3
4
5
6
7

8
8
8
8
8
8

EiiiiiF
与給

5
0
5
0

･〓リ
6
7
7
8

局潤

2
3
4
5
6
7

8
8
8
8
8
8

〔所定内給与〕
82
83
84
85
86
87

1
7
6
8
7
9

●

4
2
3
2
2
1

9
7
6
1
7

4
8
6
日U
5

1
1

0
3
3
2
9
0

5
3
3
3
2
2

l
1
6
2

1
9
6
8

1
1

2
2
2
8
2
5

2
1
4
1
2
1

3
1
9
9
2
0

5
3
2
2
3
2

4
0
2
5
3
7

3
3
4
3
4
2

1
7
3
1
4

7
0
6
6
7

日
H
H
H
H
リ

7
0
3
2
4
3

4
3
4
4
4
2

5
1
7
1
5
7

4
3
3
3
1
1

7
7
6
1
7

5
8
6
5
6

日
り
=
L

0
7
0
0
9
0

●

5
3
4
3
1
2

13.8 8.4
21.2 20.8
16.7 2.4
7.6 9.6

-0.5
2.4
4.1
1.1
3.9
4.0

4
1
2
8
0
4

5
3
4
3
4
2

4
2
2
3
3
0
●

3
1
3
3
0
1

4
5
5
8
0
8

5
3
2
2
3
1

4
2
4
4
5
2

4
0
9
1

0

3
2
1
1
2
2

7.1
10.1
17.4
17.1
5.5

4
5
1
7
1
7

●

4
3
3
1
2
3

4.5 5.0
9.8 8.8

14.6 16.7
21.1 19.0
6.5 4.7

4
1
8
3
9
9

5
3
3
3
4
2

3
7
6
1

3
8
1
5

1
1
1

6
1
1
2
0
4

1
0
5
8
4
0
;

0
1
7
0
3
6

5
3
2
4
4
つ山

7
9
4
4
2
9

5
3
2
3
2
2

3
9
6
9
8

6
8
6
1
4

円
‖
リ

9
8
2
5
7
5

2
1
3
1
2
1

4
8
1
6
0

4
8
9
7
4

.1
1

5
4
9
1
8
3

I

3
2
2
2
2
1

4.9
9.9

12.3
21.2
7.9

2
0
6
0
1
8

5
5
4
5
5
2

2.5
8.2

12.6
22.7
7.4

6
1
0
5
6
6

6
5
5
5
4
2

14.9 9.1 15.0
20.0 9.8 11.5
ll.8 -1.8 18.7
8.0 7.7 8.9

3.6 1.4
2.1 0.3
5.7 3.6

-3.3 -0.0
2.0 2.3
6.0 2.1

9
8
5
4
0
4

●

5
3
2
1
2
2

7
4
0
9
9
4

3
2
3
1
2
1

6
7
2
8
2
0

2
4
4
3
6
3

0
l
1
4
7
5

7
5
5
5
4
2

一
7
･
6
4
･
9

1

0
8
5
2
7
1
●

4
1
3
3
3
1

一
2
･
9
約

2

8
5
8
5
9
2

4
2
2
3
3
2

6.8
6.2

2.0
0.0
5.7
2.4
3.0

-1.7

4
3
6
6
7
0

4
2
2
3
3
2

資料出所 労働省 ｢毎月勤労統計調査｣
(荏)1)調査産業計には上掲産業のほか､鉱業､不動産業を含み､1970年以降はサービス業を含む｡電気 ･ガス･

熱供給･水動業には1970年以前は熱供給業を含まない｡

2) 3年ごとの調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップは修正されている｡
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(ii)労働分配率の低下

労働分配率の測定についてはいろいろな方法があるが､第一次石油危機後の混乱から回復

した1979年～1980年当時を基準として考えると､労働分配率は明らかに低下していることが

うかがえる｡

ところで､予想と現実が食い違うことはよくあることである｡問題はそれによって生ずる

労働分配率の低下がその後回復しないことにある｡予想はずれの後遺症といってもいい｡

88年の賃上げ交渉においても､要求案作成当時の経済判断は円高不況説から完全に脱出で

きなかった｡87年末の88年度経済成長率予測は政府見通し3.8%を中心､とする3%台で､ 4

%を超えるとみる最近の予測よりも低かった｡また､業況判断D.Ⅰ.も､主要企業製造業の

88年3月予測では､87年11月の△4よりもわずかに改善を見込むという程度だった｡また､

88年2月の現実のD.Ⅰ.はプラス11で､8月の39､12月の42まで景況感が強まるとはみてい

なかった｡

88年春季賃上げ率4.43%は､86年の円高不況からのゆるやかな回復という見通しと整合的

なものといっていい｡しかし､現実の87年度成長率4.9%､88年度も4%を上回ると予想さ

れる成長率に比較すると､やはり低位に止まったと評価せざるを得ない｡

こうしたことの繰り返しが､79-80年以降の継続的な分配率低下を生み出した原因と考え

られるのである (図Ⅲ-2､表Ⅲ-15)0

いいかえるならば､予想と現実との帝離を事後的に調整する手法を考えないかぎり､生産性

向上の成果を実質賃金向上に反映させるメカニズムは確立しないことを認識する必要がある｡

次ページ (荏) 1.① は 1人当たり雇用者所得 /就業者 1人当たり国民所得

④ は雇用者所得/(雇用者所得+法人企業所得)

③ は雇用者所得/(国民所得 一個人企業所得)

④ は 1人当たり雇用者所得 /就業者 1人当たりGNP(四半期は季節調整値)

⑨ は雇用者所得 /国民所得

⑥ は人件費/(人件草+経常利益+支払利息 ･割引料+減価償却費)､ ｢法人

企業統計年報｣､四半期は ｢法人企業統計季報｣

⑦ は人件費 /付加価値額､ ｢主要企業経営分析｣

2.労働省 ｢昭和62年労働経済の分析｣
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図Ⅲ-2労 働 分 配 率 の 推 移

(国民 所得 ベ ース)

(%)
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･･●●●●-●●●●~●●●●･･････････････｡･･･････壷･･一･･･一･-･･･

1976年 77787980818283848586t

)
0

5
0
5
0
5
0
5

/り
7
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6
5
5
4
4
3

lク/
′■tlt､

Ⅰ 王I m Ⅳ Ⅰ 王王 m Ⅳ

｣ 1986年-｣｣ 87年- ｣

表Ⅲ-15 労 働 分 配 率 の 推 移

年 期 国 民 所 得 ベ ー ス 企 業 ベ ー ス

① !②.i @ 量 @ ト ⑨ ⑥ ‡ ⑦

1976年 . 95.4 91.3 80.4 78.6 67.2 64.87 44.8

77 96.3 90.6 80.3 78.6 68.0 66.40 46.6

78 94.4 87.3 78.5 77.4 66.3 60.70 46.9

79 94.0 87.1 78.5 76.5 66.5 64.8】 45.0

8.0 93.2 87.9 76.9 75.7 66.8 62.85 40.8

81 94.9 89.2 78.0 75.9 68.6 65.06 42.'7

82 94.-9 88.3 77.9 76.0 69._0 66.11 43..8

83 95.2 88.7 78.5 76.1 69.9 66.29 44.6

84_ 94.1 87.3 77.8 74.8 69.6 65.55 43..5

85 92.7 86.5 77.2 73.3 68.8 65.39 44.1

86 92.6 86.7 77.3 -73.3 69.3 65.90 45.ラ

87 73.2

86年 1- 3月 74.0 58.86

4- 6 73.1 60.79

7- 9 72.8 63.l9

10--1287年 1- 3月 73.2 63.5873.7 59..39

4- 6 74.0 59.85

7--9 72.5 61.79
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(iii)労働時間の増大

生産性向上成果配分のもう一つの柱である労働時間はすでに触れたように逆に増加した｡

これは予想を上回る景気回復という経済動向から当然の帰結といっていいだろう｡需要の増

加に対応するため､雇用増加をはかる前に､まず､労働時間の延長をはかることは､景気回

復期によくみられることである｡生産性が上昇したからといって､労働時間を短縮しようと

する発想は全く生まれてこないのである｡

経済メカニズムによって労働時間が短縮する状況は､労働需給がタイトになり､長時間労

働の雇用条件では必要な労働力を確保できないという局面が成立したときである｡高度成長

期の後半において労働時間が短縮した背景には､高い生産性の上昇と労働力不足によって､

新卒採用のために労働時間短縮が必要になったという事情がある｡当時と比較して､生産性

の上昇率は低下し､労働需給も緩和している｡労働供給の主体もパート､派遣労働など多様

化している｡経済メカニズムによって､労働時間が短縮するのは､学卒の供給数が減少し､

学卒の就職選好のなかで､労働時間の位置が高まるという状況が発生する時期と考えられる｡

しかし､当分の間､そうした条件が成立するとは思われない｡

そのため､労働時間短縮のためには､経済メカニズムにまかせるという態度から脱脚し､

制度面での努力を強化し､社会的に時間短縮の必要性を浸透させる｡いわば価値観の転換を

働きかけることが必要になる｡

国際的に調和のとれた日本経済を実現するために労働時間短縮が不可欠という世論の盛り

上がりは､こうした価値観転換の好機である｡政府の土曜閉庁､金融機関の完全週休2日制

の実施の流れを労働市場全体に広げる努力が強化されなければならない｡

労働時間短縮の大きなネックは､有給休暇の取得率が低いところにある｡団体協約におけ

る休日増の動きが停滞していることに併わせて､余暇 ･時間選好が労働者の中8_こ強く根付い

ていないことの表れといっていいだろう｡別のいい方をすれば､日本の労働者の間には所得

選好動機はまだ強く機能しているといっていいだろう｡
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(iv)労働生産性向上の成果配分

労働生産性向上の成果は次のように配分される｡

時間当り_労働生産性上昇率-実質賃金 (年間)上昇率

-労働分配率上昇率

+相対価格上昇率 ---式(1)

ここで､労働生産性が時間当り､実質賃金が時間の変化を加えた年間賃金であることに留

意する必要がある｡英語でいうと､前者はmanhour当り､後者はmanyear当りという

ことになる｡

その他の項目について付け加えると､労働分配率が上昇するときは､労働生産性上昇による

成果の取り分が労働側に有利になり､その分が実質賃金や時短に配分されることを示してい

る｡相対価格は消費者物価をGNPデフレーターで割ったもので､相対価格上昇率がプラスで

あることは､消費者物価上昇率がGNPデフレーター上昇率よりも高いことを示し､消費者

物価の上昇率が高い分だけ､実質賃金や時短に配分する余力が減少することを物語っている｡

実質賃金と時短に着目して前式を書き替えると､次のようになる｡

この式は､労働分配率が増加し､相対価格が低下する時には､実質賃金や時短への配分が

多くなり､逆に労働分配率が低下し､相対価格が上昇するときには､実質賃金､時短への配

分が減少することを物語っている｡

労働省の計算によると､それぞれの項目の動きは次のとおりである(表Ⅲ-16､図Ⅲ-3)0

表Ⅲ-16 労働生産性と労働時間の動向
(単位 :%)

項 目 1965⊥75年 75~～80 80-85 85-87

労 働 生 産 性 6.3 2.6 2.31.0 1.9-0.7

総実労働時間(減少)消費財の相対価格変動実 質 賃 金 変 動 1.10.4 -0.61.51.40.■27.3 1.0 2.10.6労 働 分 配 率 変 動 -2.5 0.2
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図Ⅲ -3 労働生産性 と労働時間の動 向

(%)

●●■●■●●●●●●■●●●●●一●●●●●●●●●●●●●●■■●●●●●●●●■●●●●●●一●■●●●●●●●●●●●●■●●●●●●一●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 総実労働痔間(減少)

一 丁1 消費財の相対価格変動(上昇) 蛋
i+++++i

分
-- -実質賃金変動 (増加 ) 配

辛
餐

労働生産性上昇率 整
~低
下 .■ヽ一′

酬 冊 ltl

汰 ･.~｢'･.■■■■■･.■■■ーIlllIJtfJfllJ 川■t一■I一一一I■馴

I ●●■●●●●●▼▼●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●功時間(増加 ) 低下)1

L 絵美労 千

労働分配率変動(上昇)消費財の相対価格変動(J J f f L l l

1965年 75 80 85

i ～ ～ ～

75年 80 85 87

資料出所 労働省 ｢毎月勤労統計調査｣､総務庁統計局 ｢労働力調査｣､経済企画

庁 ｢国民経済計算｣より労働省労働経済課試算

(注)(1)各要素への分解は､次の考え方によった｡

実質労働投入生産性q-訂㌔-乾 ･A･里-且二堅P2Hα･H
よって両辺の変化率をとると . . . . .q-W -α +β -H

m in Eコ=コ i=
実質賃金 J J

労働分配率 1 労働時間

相対価格

ただし､y :実質国民所得 L :雇用者数
I

H :総実労働時間指数 Pl:消費者物価

p2:GNPデフレ一夕 W :実質賃金

a :労働分配率 〔管〕p-告 ‥消費財の相対価格

(2) 労働省 ｢昭和62年労働経済の分析｣より
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1975-80年､80-85年に､相対価格上昇率が年率でそれぞれ1.5､1.0になっているのは､

この期問は石油ショックの影響によって消費者物価上昇率がGNPデフレーターを大きく上
●

回ったことを意味し､生産性向上の成果の一部が原油代金支払として国外に流出し､生活向

上の余地が狭かったことを意味している｡逆転､85-87年に相対価格上昇率がマイナスにな

っていることは､石油価格低下や円高によって､生産性上昇をこえて生活水準をひき上げる

こと､すなわち､より多くの消費が可能になったことを示すものである｡

労働分配率の動きをみると1965-75年に上昇し､75-80年､80-85年微減､85-87年は減

少スピードが速まっている｡1965-75年は､高賃金時代で､生産性を上回る実質賃金の上昇

が続き､労働分配率は増加したが､50年以降､その修正運動が起こったことを示している｡

つぎに､経済成長率と生産性の関係を考えてみよう｡

経済成長率-時間当り生産性上昇率

+雇用増加率 ---式(3)

この式によると､経済成長率は､時間当り生産性､雇用量､労働時間によって決定される｡

それぞれの項目が大きくなると､成長率は高まるわけである｡労働時間が減少し､生産性､

雇用に変化がないと仮定すると､経済成長率はその分だけ低下する｡時間当り生産性､雇用

増加に変化がないならば､経済成長率が低下しても問題はないともいえるが､労働時間の減

少が､年間の実質賃金向上の可能性を小さくするという問題がおこってくる｡

時間当り生産性向上成果の配分式のうち､労働分配率と相対価格上昇率に変化がない､す

なわち､上昇率ゼロと仮定すると､式(1は り､

になり､生産性向上の成果が実質賃金と時短とに配分される形となる0

｢経済運営5ケ年計画｣の想定を例にとり､ 1時間当り生産性上昇が時短､実質賃金に配

分される状況を計算例によって画いてみよう｡
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計 算 例 A

ある時間の ｢時短｣を行なったとき､そ

のことによる成長率低下を防ぐための

｢時間当り生産性向上｣のケース分析

成長率 雇用 生産性/年 ~時間. 生産性/時 実̀質賃金/月

f 2‡2‡3 2‡1‡ ー2

<時短0ケース>

3i l 2‡ 0<時短 1%ケース>

時 間 当-り
生産性上昇

2‡+0 3‡ 2 1~-~‡ △ 1

弓 3‡ 1‡ 2 △ 1

･÷ 3‡ 1-i 2‡ △ 1 3‡ 2‡

･% 3‡ 1÷ 2号 △ 1 3 i 2‡

1 3‡ 1 2‡ △1< 時短 1.÷%ケース> 3‡2‡3 2‡1÷

時 間 当 り
生産性上昇

2‡+0 3~‡ 2号 1i △1÷

･i 3‡ 2÷ J1% △1÷ 1号

･÷ 3‡ 2 .1‡ △弓 3‡ 弓2弓 ` 3i li 2 △1÷ 3‡

･1 3‡ 1‡ 2÷ △1÷ 3‡ 2‡

まず､時短ゼロの場合は､年間の生産性はそのまま時間当たり生産性を意味するから､時

間当り生産性上昇率は年率23/4%ということになる｡･

つぎに､時短が年率 1%の割合で行われるケースを考える｡時間当たり生産性が2%%で

変化がない場合､労働時間の減少は年間の生産性を低下させ､雇用増がないかぎり､成長率

は低下する｡

しかし､十分な需要増加が見通されるという状況の下で､時間短縮が行われた場合､企業

が時短に合わせて生産を縮小するとは考えられない｡需要をみたすために､企業のとる行動
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は生産性向上と雇用増のミックスということになる｡

時短が生産性にどのような影響を与えるかについての実証分析は整っていない｡しかし､

時短に伴って､生産性が上昇するとみるのが大方の意見である.そこで､生産性上昇率を1/4

%きざみで引き上げ､33/4%の需要がみたされるケースを検討すると､生産性の上昇率を1/4

%あるいは1/2%と比較的低く見積った場合にも､時短と実質賃上げの併行的実現の可能性は

明らかである｡

もしも､生産性が年率 1%引上げられるならば､時短 11/2%､実質賃上げ21/4%､雇用増

11/4%が可能になる.

この年率を基準に10年後､15年後の姿をえがくと次の通りである｡

将 来 の 実 質 賃 金 ､ 時 短

現金給与総額 ー(年率2y4%で上昇) 335,.944円 420,000円 469,000円

つぎに､-日経連の主張する賃上げ･時短パッケージ論を検討しよう｡計算例Bからわかる

ように､賃上げと時短が相殺されるというこの議論は､生産性不変､年間生産性マイナス､

成長率マイナスというゼロサムゲームに近い特殊なケースにだけあてはまることがわかる

(☆ケース)0

<計算列B> (単位は増加率%)

硬 長 率 雇 戻 生産性/年 労働時間 生産性/時 実質賃金

0 0 0 0. 0 0

△1 0 △1 △1 0 △1-千.

0 0 0 △1 1 0

1 ･0 1 0 1 1

-･☆

すでにみたように労働分配率の増加､相対価格低下によって､実質賃上げ､時短の可能性

は大きくなる｡円高や長年にわたる分配率低下の影響を考えると上記の改善率を上回る余地

は大きい｡

さらに､前章の分析で明らかなように､日本経済が新たな拡大局面に入ったことを考慮す

ると､生産性上昇率は ｢経済運営5ケ年計画｣の想定33/4を上回る豆 は確実で､実質賃金､

時短による生活向上スピードを一段と高める条件が加わると考えられる｡
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(∨)世界最高賃金の実態

日本の賃金は世界最高であり､賃上げの余地はないという考えについて触れておきたい｡

85年9月以降の円急騰に伴い､為替レートで換算した日本の賃金水準は急上昇した｡時間

当り労働費用では日本はまだ低位にあるとはいえ､為替レートで換算した日本の賃金は世界

の最高レベルに達したといっていい｡しかし､日本国内での実質賃金上昇率は85-87年の間

で4.5%に過ぎず､生活水準が向上したという実感は全く浮んでこない (表Ⅱ-17､Ⅱ-18)0

表Ⅲ-17 賃 金 の 国 際 比 較

一 製造業生産労働者､推計値 -

項 目 日 本 iナメリカ l西 ドイツ rJギ リス 17ランス ‡ 韓. 国 日 算 湾

実労働時間当たり賃金 円 U.S.ドル -7JLク ポンド フラン ウォン 新台湾 ドル

1986 1.360.0 10.70 22.58 . 4_..50 51,89 1,238.9 66.4
1987 1,374.0 10.90 72.8

円 換 算 円 円 円 円 円 円. 円

1985年 1,315 2.498 1.783 1,302 1,324 317 306
1986 1,360 1,803L l,752- 1,112 1,244 237 300

1987 1,374 r:577 1,817.) 1,067つ 1,2484) 2184) 368
(1988年4月) ,1..3735) 1,704○) 1,0620) 1,1526) 210○) 320苧)

日本戸100と一した格差1985年 100 190 136 99 101 24 23
1986 100 133 129 82一 91 17 22

1987 1007) 115 134 78 92 16 27

(19_88年4月_) 1007) 100 125 78 85 -15 23

年間賃金総額 千円 ドル .7JL'9 ポンド フラン 手ウォン 新台湾ドル

1985年 2,850.4 20,155 36,-498 8,218 81,920 3,235.8 151,296
1986 2,924.5 20,587 37,370 8,721 85,255 3,533.8 166,488

･198_7 2,979.6 182,640

円 換 算1985年 2,850 4,808 2,957 2,541 -2.175 887 756
-1986 2,925 3,469 2,900 2.156~ 2,044 676 753

1987 2.980 2,978̀) 3,007.) 3,007●+) 2,0154) 621.) 924
(1988年4月) 2,594｡) 2,820.) .2,058')L 1,894｡) 599-○) 8025)

日本-100とした格差1985年 100 169 104 89 76 31 27
1986 100 119 99 74 70 23 2■6
1987 1007) 102 103 71 69 21 31

(1988年4月) 1007) 89 96 70 65 20 27

為 替 レ ー ト 円/F'}レ 円/7}け 円/ポンド 円/フラン 円/ウォン 円/N.T.ドル
1985年 238.54 81.03 .309.23 26.55 0:2742 5.00
1986 168.52 77.61 247.20 23.97 0.1912 4.52
1987 144.64 80.47 237.05 _24.06 0.1758 5.06

資料出所 夏雲造語讐 題 孟 警Eakk.D=ul,% Jds,,ぉよび各国資料tIMF巾!nternati.nal Financid StatisticsI,
(注) 1) 日本は事業所規模5人以上の数値を推計｡

2)西ヨーロッパ諸国については､EC統計局 ''htx)urCbsts''により1984年の実労働時間当たり賃金･

を求め､各国公表の実収賃金の増加率で延長推計｡
3) アメリカは公表数値に1977年実施の ｢労働費用調査｣によりイレギュラー ･ボーナス分を推計加算

し､実労働時間当たり賃金に換算｡

4) 1986年水準の賃金を1987年の為替 レー トで円換算｡

5) 1987年水準の賃金を1988年4月の為替 レー トで円換算｡

6) 1988年水準の賃金を1988年4月の為替レー トで円換算｡

7) 4)､ 6)での格差算出の場合､1986年の日本の賃金水準 -100
5)での格差算出の場合､1987年の日本の賃金水準-100

8) 1985-87年の為替 レー トは ⅠMFplnternationalFinancialStatistics''による年平均値｡

1989年 4月は東京市場､ニューヨーク市場での4月28日相場､新台湾 ドルの1987年は年末の相場0
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表Ⅲ-18 実労働時間当た り労働費用の国際比較

項 目 日 本 ア メ リカ l西 ドイ ツ イ ギ リス .フ ラ ンス

実労働時間当たり労働費用 1円 ドル マルク ポンド フラン

1985年 1,559.3 12.71 28.46 5.07 ■73.22

1986 1.,613.3 12.9g 29.48 5.42 76.20

1987 1,629.9 13.23 ＼

円 換 算 円 円 田 円 円

1985年 1,559 台,032 2,306 J1,568 1,944

1986 1,613 2,189 2,288 1,340■ 1,827.

1987 1,630 1,911

日本 〒100と した格差 円. 円 円 円 円

1985年 100 194 148 101 124-

1986_ 1100 136 142 83 113

■l

_資料出所 日本は労働省 ｢賃金労働時間制度等総合調査｣
アメリカは労働省 ''Handtx)okofLatx)rStadsbcs1980"

その他はEC"hburCoststtおよび各国資料

(荏) 為替レートは表Ⅲ-17による｡

たしかに､円の価値はドルに対し大幅に上昇し､日本の賃金を ドルに替え､ ドル商品を買

うときの購買力は高まった｡ しかし､日本国内で日本の商品 ･サービスを買う場合､日本の

賃金のもつ購買力はほとんど上昇していないのである｡

OECDで作成 している購買力平価 (PurchasingPowerParity,PPP)でみた円 レ

ートは､ 1ドルに対し､86年220円､87年213円であり､このレートを用いた日本の賃金は国

際的にみてまだ低く､向上の余地が大きいという結果になっている｡

pppを用いた日本の消費水準は86年でアメリカの62%程度で､87年においても大きな変

化はないとみられる｡

こうした違いが発生するのは､為替レートが貿易財の海外取引における円の価値を示すの

に対し､PPPは国内消費財における円の購買力を示すからである｡別の見方をすれば､日

本経済には貿易財の生産性と国内消費財の生産性との間に大きな相違があり､為替レートと

PPPの差はこの二重構造を反映するといっていいだろう.
●●

いずれにせよ､為替レートとPPPのかい離は､賃上げについてやっかいな問題となる｡

為替レートで換算 した日本の賃金水準は世界の最高水準にあるのに対 し､購買力でみた賃金

水準は先進国にまだ距離がある｡前者の見方に立てば賃上げの余地はなく､後者の立場から

は一層の賃上げが必要ということになる｡
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PPPと為替レートの差は､国際的物価差を示すから､賃金は据え置き､物価引下げによ

って賃金の実質購買力を高め､生産性向上の成果はすべて時短にまわすべLという発想が生

まれてくる｡

われわれは､ここでも低成長シナリオ､ゼロサムゲームの残樺を見ることができる｡世界

経済は発展を続け､日本の生産性上昇率は高い｡賃上げ･時短をしながら日本の単位賃金コ

ストの安定をはかることは充分可能である (表Ⅲ-19)0

為替レートとPPPの差はアメリカに対する相対的物価差とされているが､OECDEconomic

Studiesの推計による相対物価は1987年でアメリカを100として､_日本143､西 ドイツ134､

フランス122と為替上昇国ほど高くなっている｡

日本の物価が高い理由として､円高利益還元の不徹底､低生産性､輸入障壁等々の理由が

あるが､これらを一挙に解消することはできない｡また､分配面においても､生産性が上昇

するなかで賃金を固定することは､労働分配率を低め､分配の公正､貯蓄 ･投資バランスを

歪めるおそれもある｡

工業諸国の動きを配慮しながら､物価の安定､時短､賃上げという3つのチャネルを通じ

て､PPPで測った日本の賃金を世界の最高グループに接近させるというのがもっとも妥当

な選択ではなかろうか｡

表Ⅲ-19 民間部門の労働費用
前 年 比

辛__均
1975-84 9871

雇用者一人当り給与

ア メ リ カ

日 東

西 ド イ ツ

フ ラ ン ス

カ ナ ダ

上 記 諸国 計

他のOECD諸国

OECD計

5

4

8

8

2

1

4

6

5

1

7

6

5

2

2

8

8

8

2

9

7

5

2

1

2

6

7

1

0

7

4
.1
3

3

7

7

0

5

5

9

5

1

1

0

1

4

6

7

8

1

4

3

3

4

4

7

7

2

3

8

4

%

鳩

%

%

仏

%

鳩

払

3

3

3

3

6

8

4

3

8

4

仏

的

仏

的

‥旭

%

3

4

3

3

7

6

4

4

7

4

%

鳩

%

%

%

%

%

4

4

2

3

6

5

5

4

6

5

単位労働費用

ア メ リ カ

口 走

西 ド イ ツ

フ ラ ン ス

イ ギ リ ス

イ タ リ ア

カ ナ ダ

上記 諸国 計

他のOECD諸国

OECD計

6.7

2.8

2.8

9.5

10.2

15.5

5.6

6.6

10.2

7.1

3.7

-0.7

1.3

4.6

4.8

8.7

4.0

3.2

6.9

3.7

1

5

1

7

2

1

7

4

0

2

2

1

2

1

5

5

2

2

8

3

鳩

鳩

仏

%

旭

丘

仏

%

%

2

1

2

1

4

5

2

2

6

2

仏

鳩
鳩
%

払

LN

弘

3

1

4

4

5

2

6

3

払

鳩

%

鳩

仏

旭

4

1

1

4

4

5

3

5

3

OECDECONOMICOutbok43.June1988
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2.労使関係 と経済パ フォーマンス

1987年後半から日本経済拡大のテンポは早まった｡円高不況は円高好況に転換し､石油シ

ョッL'9以来､最高の景気という声が高まってきた｡円高騰が始まったあは1985年 9月だから､

ほぼ 1年半の間に､円高のショックは完全に克服されたことになる｡

ドルに対する為替相場の上昇は日本に限った問題ではない.ヨーロッパ諸国め通貨も程度

の差こそあれ､ほとんどの国が為替上昇を経験した｡なかでも円の上昇率は高く､日本経済

の ドル圏に対する輸出依存度が飛び抜けて高いという条件の下で､内需を中心とする景気拡

大が実現したことは､注目に価する｡

主要国について1965-1985年の経済パフォーマツ スを比較してみよう (表Ⅲ-20)0

表Ⅲ-20 成長インフレーション雇用の動き

1965-1985 年率

(荏) OECD･StructcualAdj'ustmentandEQ)rnmic Derformanbe,1987
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日本の経済成長率は高く､失業率は低く､物価も安定した動きを示している｡

日本経済のパフォーマンスの良好さは､1973年の第一次石油危機以降､とくに第二次ショ

ック後の1980年代に入って国際的注目を集めることになった｡

周知のように先進工業国は大戦後1940年代の後半から1950qfe.1∈蹴輝代にかけて "Golden

Age''といわれる時代を経験 した｡

1960年代の終りから70年代の初めにかけ､賃金インフレの傾向が強まり､ブレトンウッズ

体制の崩壊により国際金融市場の動揺が始まった｡そこに発生したのが1973-74年の第一次

石油ショックであった｡

石油価格上昇に伴う物価上昇は新たな賃金上昇をよびおこし､物価抑制のために強行され

たきびしい金融引締によって､景気の後退が始まり､失業率は急上昇した｡さらに第二次石

油ショックの発生によって､世界経済は不況とインフレの共存するスタグフレーションの様

相を濃くしたのである｡

金融引締政策は80-81年頂点に達し､82年のOECD諸国の経済成長率はマイナスとなり､

不況色は一段と強まった｡その反面､物価上昇率は低下の方向に向い､やがて､アメリカを

中心とする景気回復が始まった｡

こうして､スタグフレーションは解消の道を辿ることになったが､各国の経済パフォーマ

ンスの間には大きな違いが見出された｡前表に明かなように､1979-85年の日本のパフォー

マンスは各国に比較し､著しく優位にあるといっていい｡

何故各国の経済パフォーマンスに違いが出てきたのだろうか｡とくに､二回の石油危機の

発生という各国共通の外的ショックの中で､各国の経済パフォーマンスの相違が生じてきた

点に関心が集まった｡

各国の経済動向を支配する条件として､これまで各国のマクロ経済政策の相違が注目され

てきた｡しかし､石油危機を契機に､マクロ政策とならんで ミクロの構造問題の重要性が認

識されるようになってきた｡

製品市場が寡占企業によって支配され､労働市場における組合の市場支配力が強い (高い

賃上げが可能)場合には､設備や労働力に未使用資源が多く残されている一 稼動率が低く､

失業率が高い 一 状態においてもインフレの加速がおきる｡この､いわゆるプリマチュアイ

ンフレによって財政 ･金融による需要拡大政策の継続は不可能になる｡あるいは､石油ショ

ックによって､相対価格が大きく変動し､コスト構造､需要構造が変化したとき､新製品の

開発や新技術の導入が円滑に進まない等々､マクロとミクロとのかかわり合いについて関心

が集まるようになった｡
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亀
OECDは1970-1983年の各国経済について､産出構造と資源使用についての分析を行っ

ている (StructuralAdjustmentandEconomicPerformance)0

その結論は､需要の動きについて各国間の相違は比較的小さいのに対し､供給側には大き

な相違が存在するというものである｡とくに ｢各国経済が､需要や技術の変化によって生じ

た機会に対する適応の方法｣について相違があることを強調している0

70-83年という期間は､2回の石油危機という先進国経済にとって外的ショッ●クというべ

き大変動が起った時期である｡この間の経済変動を通じて､とくに注目されたのが日本の動

きである｡日本は生産や資本の伸びがアメリカやヨーロッパ諸国の約 2倍という高い成長を

記録したばかりでなく､生産構造の再編成を実現した点に特色があると指摘される｡製造業

に代表されている貿易財生産部門の成長率が他の地域の3倍､要素生産性､資本ストックの

伸びも2倍に達しているからである｡

このことは､非貿易財部門から貿易財部門への資源へのシフトが大幅に起ったことを意味

している｡

このようなシフトを引き起した要因としてミクロの構造問題､製品市場､金融市場､労働

市場の能率性が問題にされる｡

日本経済は二回の石油ショックによって発生したコスト構造､需要構造の変化のなかで､

新技術の導入､新製品の開発､生産性の向上によって､高い利益を確保することに成功した｡

こうした企業行動を可能にした背景には労働市場の弾力性､効率性があることは国際的な共

通認識になっている｡賃上げ･時短の圧縮によって､労働分配率低下を可能にすると同時に､

新技術の導入による生産工程の変更が円滑に行われたからである｡

要約すれば日本の製品市場､労働市場ともに市場のシグナルに敏感に対応するという特性

を持つといっていいだろう｡

つぎに労働市場についてもう一段掘り下げた分析を試みたい.

経済パフォーマンスと労働市場､労使関係とのかかわりは次の三点に集約される｡

その一つは､インフレの動向を左右する賃金問題である｡国民経済全体で考えた賃金支払

能力を超えて賃金が上昇することは､インフレ加速の条件となるoインフ.L'は財政 ･金融政

策を抑制方向に転換させ､不況､失業増の原因となる｡第二に､過度の賃金上昇は､労働分

配率を上昇させ､投資収益率の低下を引き起こす｡これが企業の投資意欲を低下させ､投資

活動の停滞をまねく｡第三は､新技術の導入､生産工程の変化に対し､労働力の再配置を円

滑に行う再配分機能の低下である｡
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日本の労使関係は企業別組合組織として有名である｡このエンタープライズ･ユニオン･

シ不テムが上記三つの観点からみて､どのように機能したかを国際比較をしてみたい｡

まず､賃金と物価の関係をみよう｡日本の製造業の 1時間当りの賃金所得 (Hourly

earnings)は石油ショック(1973年)以前は高成長と高物価を反映して､国際的にみても高

い上昇を示していたが､73-79年には主要工業国の平均に低下し､79-86年はOECD諸国

のなかで､最も上昇率の低い諸国の一つになった｡一方､生産性上昇率は高度成長期以来一

貫して高く､79-86年においても上昇率は低下したとはいえ国際的にみてその優位さは保たれ

ている｡生産性と賃金上昇率によって決定される単位賃金コストは製造業で､68-79年まで､

主要国の平均程度であったものが､79-86年には､主要工業国中唯｣のマイナスを記録し､

主要国平均の年率3.8%､アメリカ3.0%､西 ドイツ2.8%に対し､日本は△0.8%になってい

る｡このため､日本の物価は極めて安定的な動きを示しているが､なかでも輸出物価の上昇率

格差は79-86年間､これまで以上に拡大した｡(主要国平均年率4.1%に対し､日本△1.9%)

つぎに､労働分配率をみてみよう｡マクロの分配率については就業構造､成長率など各国

の相違が大きく､単純な比較は誤解を招くおそれがあるので､製造業に限って比較した｡

製造業の付加価値に占める営業余剰の比率は､日本が国際的にみて抜群に高い｡高度成長

期に比較すると利益率はかなり低下したが､74年以降においても､その優位さに変化はない

(表Ⅲ-21)0

3つ目の労働力再配置機能はどうだろうか｡日本の労働市場は移動率が低く､労働力の定

着性が高いことで有名である｡こうした特色は一見､日本の労働市場の硬直性を示し､労働

力再配置機能は弱いという印象を与える｡しかし､実際には新しい技術､新しい需要に対す

る生産工程の変化への対応は極めて弾力的に行われた｡労働省の分析によると､産業構造転

換の主役は企業の新設 ･閉鎖にあるという｡ 労働力移動も､この新設 ･閉鎖というチャネル

を通じて行われるものが中心である｡このことは､製品市場において､需要拡大部門への参

入､需要衰退部門からの撤退が活発に行われたことを示している｡これに加えて､企業内部

における生産構造変化も激しい｡

新規学卒､中高年女子を中心とする労働力配分に加えて､出向･配転など内部労働市場､

準内部市場を通ずる異動率は極めて高いものと推測される｡

こうした労働力の職場､地位､職務の変動に対し､労働組合はその流れを促進する方向で

対応した｡従来のヨーロッパの組合にみられた伝統的反技術革新の動きは極めて弱いといっ

て差支えないであろう｡
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図Ⅲ-21 付加価値の国際比較

(1) 雇用者 1人当り実質国内総生産

年次 前 年 比 年 率 %60-68(浴-7373-7979-8660-86

ア メ リカ 2.6 1.0 0.0 0.9 1.2
日 .杏 8'.8 7.3 2.9 2.8 5二5
西 ドイ ツ 4.2 4.1 2.9 1.5 3.2
フ ラ ン ス 4.9 4.7 2.7 1.8 3.5
イ ギ リス 2.7 3.0 1.3 1.9 2.2
イ 夕 リ ケ 6.3 4.9 1.7 1.7 3.7
カ ナ ダ 2.6 2..5 1.3 1.0 1.9

上 記 7ヶ国計 4.0 3.2 1.4 1,5 2.6

その他OECD 4.4 4.2 1.8 1.6 3.0

(OECDヨーロ､y/ヾ) 4.4 4.2 2.1 1.7. 3.1

(3)製造業時間当り賃金 (名目)

年次 前 年 比 年 率 %60-6868-7373-7979-86 60-86

ア メ リカ 3.6 6.3 8.6 5.5 5.8
日 本 ll.2 17.4 ll.8 4.7 10.7
西 ドイ ツ 7.9 10.6 7.2 4.3 7.3
フ ラ ン ス 7.7 ll.8 14.9 10.4 10.8
イ ギ リス - ll.5 16.6 10.9 -
イ タ リア - -■■-- 26.0 17.6 ■■.■.-l-
カ ナ ダ 4.7 8.4 ll.6 7.0 7.6

上帝 7ヶ国計 - - ll.2 7.5 -

-その他OECD - - 14.3 10.6 -

(OECDヨーロ.y/ヾ) - - 13.7 10.4 -

(2) 雇用者 1人当り製造業実質附加価値

年準 前 年 比 年 率 %60-6868-7373-7979-86紛-86

ア メ リ.カ 3.2 3.5 0.9 3.3 2.7
日 本 9.0 10.4 5.0 - 7.5
西 ドイ ツ 4.ラ 4.5 3.1-･2~.0 3.3
フ ラ ン ス 6.8 5.8 3.9 - 5.0
イ ギ リス 3.4 3.9 0｣6 4.1 3.0
イ タ リア 7.2 5.6 2.9 3.6 4.9
カ ナ ダ . 4.1 3.3 1.0 2.2 2.7-

上 記 7ヶ国 計 4.4 4.9 2.4 3.6 3.8

その他OECD 5.1 6.4 2.4 2.5 4.0

(OECDヨーロヅ )ヾ 5.0 5.4 2.6 2.9 4.0

(4) 製造業時間当り賃金 (実質)

年次 前 年 比 年-率 %60-68 68-7373-79'79-8660-86

ア メ リカ 1.6 1.2 0.0 -0.5 0.6
日 本 5.2. 9,7 1.6 1.5 4.2
西 ドイ ツ 5.0 5.7 2.4 0.8 3.4
フ ラ ンス 4.0 5.3 3.7 1.2 3.4
イギ リス - 3.7 0.9 2.6 -
イタ リア ■■■■- - 8.5 - -
カ ナ ダ 2.3 3.6 2.2 -0.3 1.8

上 記 7ヶ国 計 - - 1.7■ - -

その他OECD - - 3.9 0.9 -

(OECDヨーロツノ,0) - - 3.5. - -

(5) 製造業における粗附加価値に占める粗営業余剰

19601974 198019811982 1983 1984 18_85 1~986 年 率
60-6768-7374-79_80-8 の-86

ア メ リ カ 25.2 22.0 22.2 23.6.22.8 ･24.9 26.8 26.p3 26.8_■27.3 25.4 25.4 24.8 25.8

日 本 57.6 47.1 43.7 42.0 42.0 41.3 42.3 42.3-- 55.7 54.0 43.5 - 49.4

西 ド イ ツ 39.1 30.3 25.6 24.5 26.1 29.0 29.3 _30.3 - 36｣1 38.9 29.4 - 32.1

フ ラ ン ス - 36.9 29.2 28.4 28.1 28.6 28.6 - - - 34,7 30.8 - 31.6

イ ギ リ ス 29.5 21.2 20.4 18.9 22.1 24.6 25.3 28,531.0 26.734.2 25.3 22.2 24.4 24.8
尋 夕 リ ア - 35.0 4声.2 42.6 41.6 40.8 42.5 42.444.1 - 32.1 36.4

(注) 1.数字は前年比%
2.OECD HISTORICAL STATISTICS 1960-1986
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ここで､日本の賃金動向の特色をもう一度整理しておこう｡

経済動向を示す諸指標と賃金との関係を計量分析すると､√/日本の賃金は､生産性､交易条

件､失業率の変化に敏感に反応することは明らかである｡日本の労働市場は製品市場と同様､

マーケットのシグナルに敏感に反応するという仮説は真実とみていいようである (表Ⅲ-22､

Ⅲ-23)0

表Ⅲ-22 生産性と交易条件に対する賃金の対応殉

生産性への賃金の対応が統計的に有意な諸国 交易条件への賃金の対応が統計的に有意な諸国

ア メ リ カ

日 本
西 ド イ ツ

フィンランド

ス ペ イ ン

ス イ ス

日 本
オース トリア

ス イ ス

(荏) 表Ⅲ-a)に同じ

表Ⅲ-23 失業率の 1%の上昇によって引き起こされる名目賃金上昇率の低下

‖り

カ

本

ツ

リ

イ

メ

ド

ア

日
西

2

ス

ス

ン

リ

ラ

ギ

フ

イ

イ タ リ ア

0.60
0.88
0.05
0.14
0.33
0.15
0.44
0.60

カ ナ ダ

オース トラリア

オース トリア

フィンランド

オ ラ ン ダ 1

ス ペ イ ン 1

0.51
0.39
0.42
0.49
0.12
0.32
0.08
0.23

(荏) 1. これらの諸国については､失業率に対する賃金上昇率低下の対応を示す｡上欄は1986年の失業率を

ベースとするもの｡下欄はサンプル期間の平均失業率に対応するもの｡

2.イギ リス下欄の数字は､失業率の変化だけが賃金上昇率に影響を与える推計式によって得られたも

の｡したがってインパク トは過渡的｡

3.出所は表Ⅲ-20に同じ
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こうした特性が､日本の企業別労働組合という機構的特性と表裏の関係にあることは間違

いない｡企業別労働組合が企業の消長と､組合員の生活とを同一視することは当然のことな

のである｡

日本経済のもつ市場構造の効率性は､第一次石油危機後の物価高騰を他国に先駆けて解決

し､新価格体系､新技術体系に対応する生産構造への変化を推進していった｡77年から78年

にかけて強化された日本政府の需要拡大政策も､構造変化を円滑化する上で効果があったも

のと考えられる｡

日本の国際競争力は次第に強化されていったが､83年以降､日本の需要抑制政策､アメリ

カの高金利､ ドル高､内需拡大政策等々､種々の条件のもとで日本の国際収支黒字は急増し､

85年 9月以降､円高､ ドル安による国際収支不均衡調整の局面に入った｡

円高に伴う輸出数量減､輸出収益減によって､円高不況は長期化するというのが大方の見

方であった｡ところが 1年少 しの短期間に､円高不況は円高好況へと180度の転換を遂げる

ことになった｡

円高は内外価格の構成を一変させた｡一方､外圧に押された政府の内需拡大政策への転換

もあって､国内市場は堅調に推移した｡

市場のシグナルが変ったのである｡

そしてシグナルの変化に敏感な日本市場の特性はここでも発揮された｡石油ショックも円

高ショックも相対価格の変化という点では全く同じなのである｡

企業は円高メリットを生かして､輸入増加､現地生産の動きを進めるとともに､内需掘り

おこしに努め､設備投資活動を積極化した｡労働組合は､賃上げを抑制し､時間外労働､雇

用調整に協力することによって､円高への対応を円滑にしたのである0

経済学の言葉を使うならば､日本の労働市場の弾力性が構造調整を助けたという訳である｡

先の章で明らかにしたように､今回の景気回復は前川報告の構造調整 一 生活の質の向上

と市場開放 一 によってもたらされたものではなく､市場の変化に弾力的な市場構造を通じ

て､高貯蓄､高投資､高成長のメカニズムが再現されたことによるとみるべきある｡

効率的市場構造は､石油ショック｣円高ショックの衝撃を短期間に克服する要因となった｡

経済パフォーマンスも国際的にみて優れている｡

しかし､効率が万能でないことも事実として認識する必要がある｡日本経済は､自由な競

争メカニズムが効率的なことを証明したが､それと同時にマーケットメカニズムにも限界が

あることも教えている｡こうした例は､｢市場の失敗｣といわれ､環境汚染がその代表であ
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り､所得分配の不公正､公共サービスの提供不足､経済の不安定なども競争メカニズムによ

って解決できないものである｡

効率的な日本経済のもつ欠陥のひとつに､経済におくれた国民福祉､いわば福祉ギャップ

が拡大する傾向がある｡このギャップは政策や経済主体の意識 ･行動の変化によってはじめ

て埋められるものである｡

政治家も経営者も労働組合も､市場メカニズム尊重一点ぼりでは市場メカニズムの欠陥は

解決しないことを再認識する必要がありそうである｡

成長の成果を､賃上げ､労働時間の短縮に配分し､生活の質向上の基本に据えるという､

前川レポートのビジョンも､市場メカニズムに任せておくだけでは実現できないのである.

ところで､第二次大戦後の経済動向を省みたとき､1973年の石油儲餌 乱 少くとも70年代

の初めまでは､各国ともインフレなき完全雇用を轟歌していた｡各国の経済パフォーマンスの間

に､それほど大きな差異は認められなかった｡差異が目立つのは､釦年代に入ってからである｡

このことは､50年代､60年代は､需要構造､供給構造に大きな変化がなく､マクロ的需給

調整政策が有効であったことを示すようである｡技術的にもアメリカ-のキャッチ･アップ

の時代であった｡70年代に入り､MEを出発点とする新しい技術革新の波が動き出すととも

に､石油ショックという大変動がおきる｡供給サイドの柔軟性の相違が経済パフォーマンス

に直接反映する時代に入ったといっていいだろう｡

日本の労使関係をみても､高度成長期の高賃上げ､スト多発 (合理化反対)という姿勢は､

欧米諸国とそれほど大きな相違はなかった｡賃金コストインフレーション (生産性格差インフ

レと呼ばれていたが)の動きも強まり､インフレ期待が拡がっていた点も欧米と同じである0

欧米との相違点は80年代に大きくなる｡当初は､第一次石油危機直後のインフレ高騰､企

業収益の急落をふせぐ協調であったものが､その後､労使の問にビル トインされてしまった

という印象が強い｡

われわれは､これを､低成長シナリオ､ゼロサム･シナリオに基く協調路線と呼ぶことに

する｡ローマクラブの提言､第一次石油ショック以来､ゼロ成長という遺産が労使間の動き

に大きな影響を及ぼすことになった｡

不幸にして､第一次石油危機後の混乱を克服して中成長が軌道に乗り始めた矢先､第二次

石油危機が発生した｡日本は比較的軽微な損失でこれを切り抜けたが､欧米諸国は､スタグ

フレーション克服のため､きびしい金融引締によるインフレ抑制を優先させることになった｡

その帰結が1982年の世界不況である｡潜在成長率低下論がもてはやされたのもこの頃である｡
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その後､日本経済は輸出主導の回復過程をたどるが､日本の国際収支黒字は急増し､やがて

円高調整､円高不況に突入することになる｡

外的ショックに端を発する調整期には､いつでも､ゼロ成長の潜在意識が復活する｡ゼロ

成長の悪夢におびえながら､労使は個別企業のサバイバルのために全力をつくす｡これが弾

力的労働市場の実態といっても大きな間違いではあるまい｡

ところで､大方の予想を超えて､円高ショックを乗り越え､高度成長期以来の大型景気と

いわれる現実をふまえて考えると､われわれはこれまでの低成長シナリオを放榔する時期に

到達したという感を強めざるをえない｡

日本経済は外的ショックを克服する適応力に富んでいる｡潜在成長率はこれまで考えられ

ていた2-3%ではなく､5%の力をもつ｡しかし､市場メカニズムにまかせるだけでは福

祉ギャップは埋まらない｡市場メカニズムのもつオーバーシュート､アンダーシュートの特

性によって､急激な変動が起こりやすい等々のことが明かになったからである｡

現状を延長して考えるとき､最も起りうる事態は､輸出再拡大による黒字再拡大であり､

為替の急騰による再調整である｡日本の資金供給国､債権国としての地位はさらに高まる反

面､福祉ギャップは縮まらない｡これまでの繰り返しである｡

われわれは､中成長シナリオにもとづいて､｢生活の質向上｣をめざす積極路線を構築し､

その実現をめざして行動を開始する時点に立っているのである｡
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1. 現 状 認 識

(1) 日本経済は内需主導の景気拡大を続けている｡昨年の民間住宅､公共事業から､今年は

個人消費､設備投資へと主役は交替したが､内需型景気拡大の勢いは衰えていない｡企業

の景況感も高度成長期以来の高いものとなっている｡

景気に対する関心､は､その持続性に集中しているといっていい｡

(21第一次､第二次の二回の石油危機､円の急騰という相次ぐ外的ショックの発生によって

経済成長率は低下し､日本経済の潜在成長率低下 (低成長シナリオ)を裏付けるような状

況がおこった｡しかし､いずれのショックも長期不況という大方の予想に反し､短期間に

克服された｡

この実績は､われわれが主張してきた中成長シナリオの正しさを証明するもののように

思われる｡

日本経済は5%程度の潜在成長力を持っている｡低成長シナリオに基いて､成長を抑制

することが､かえって経済各部門間のインバランスを拡大し､経済の安定性を損うことが

明かになった｡今年に入ってからの企業の投資､雇用活動の積極化は､企業の成長期待が

高まったことを示唆するものと考えられるが､これに政策面での支援が加わるならば､日

本経済は新たな拡大局面を辿ることは間違いないとみられるo

(3) 世界経済についても､1982年の世界不況以来､不安定要因iこ関心が集まっていた｡スタ

グフレーションの悪夢がほとんど払拭された現在においても､アメリカの双子の赤字､発

展途上国の累積債務問題など不安定要因が存在することは事実である｡しかし､その反面､

先進諸国間の政策協調､さらに､NIESの発展､中国の開放政策､ソ連 ･東欧のペレス

トロイカ､欧州の統合等々､新しい発展と安定の要因が強まっていることも事実である｡

技術面においても､アメリカへのキャッチ･アップから､各国の特色を生かした新たな展

開の時代を迎えたように思われる｡

世界貿易の力強い拡大は､スタグフレーションの後遺症をふみこえた新しい発展局面の

幕開きを示唆しているように思われる｡

(4)短期の経済見通しとして､経済拡大の持続を阻む最大の要因はインフレである｡1960年
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代から70年代にかけてのインフレ加速によってもたらされたインフレ期待打破のため､先

進工業国は引締政策への転換を余儀なくされ､その結果失業の急増という高い代価を払わ

なければならなかった｡

その教訓は現在も生きているといっていい｡

政策の国際協調もインフレ防止という線に重点がおかれることは間違いない｡

しかし､外国に比較してわが国においては､インフレの可能性は最も少い｡物価上昇率

は各国中､最低のグループに属している｡石油を始めとする国際商品の供給超過傾向に変

化はない｡為替相場も円安移行という条件はなく､中期的には円高の圧力の方が強いとみ

ていい｡

また､設備投資の活発化､資本ストックの増加は､供給不足インフレ､ボトルネック･

インフレの発生を回避させる要因となっている｡

それに加えて､賃金コストの安定がある｡最近の労働市場における需給バランスの改善

にもかかわらず､コストプッシュ･インフレの可能性は全くないといっても言いすぎでは

ないであろう｡

(5)国際経済に不安定要因が残り､それが引金となって外的不況要因が強まる可能性は否定

できない｡しかし､第一次石油危機後､今回の円高不況の経験に明らかなように､財政金

融面からの拡大政策は､不況克服のために有効な政策手段として生きている｡最近､改善

の著しい財政事情は､財政面からの景気持続の可能性を高めたといっていい｡

(6) 日本経済は現在､内需型成長の下で､国際収支黒字の縮小､物価の安定､労働需給バラ

ンスの改善を実現し､内外インバランスの解消を進めている｡しかし､景気拡大を推進し

ている要因は､政府の需要拡大政策と円高差益の活用であり､その背景には高貯蓄､高投

資､高成長のメカニズムが働いている｡高度成長の末期､1960年代後半から指摘された､

経済と生活のギャップ､いわば福祉ギャップ拡大のメカニズム復活の事実を見落してはな

らない｡言い換えるならば､構造調整のめざす生活の質の改善によって内需拡大が引き起

こされたものでないことを確認しておくことが必要である｡

景気絶好調のなかで､労働時間は延び､住環境は悪化し､勤労者生活は停滞した｡成長

の成果を､時短､所得の上昇､社会資本整備に生かすというチャネルが確立していないこ

とが明らかになったのである｡

円高によって､日本は世界最大の債権国となり､ ドルで評価した賃金は世界最高のグル

ープに属するようになった｡しかし､消費水準､自由時間､住生活等々､いずれをとって
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も超経済大国にふさわしい水準にあるとはいい難い｡国民の生活に対する不満､将来に対

する不安も残されている｡

(7)日本経済のなかに高成長メカニズムが生きていることは､石油危機､急激な円高という

ショックを短期に克服し､優れた経済パフォーマンスを実現する上で大きな貢献をした｡

しかし､そのメカニズムは同時に､黒字再増､円再高騰によって産業構造の急変を強要

するものであることを忘れてはならない｡

生活の質の向上を軸とする内需拡大の方向に経済を転換させることが､中期的に安定し

た成長と内外バランスのとれた日本経済実現の途なのである｡

2. 当面の政策課題

(8)この2年間における経済パフォーマンスにかんがみ､われわれは第 1に､政府の目標成

長率の引上げを要求する｡｢経済運営 5カ年計画｣で決定された目標成長率は3%%である

が､g7年度の実績ははるかにこれを上回り､88年度､89年度の成長率も4%を上回る可能

性が大きい｡日本経済は5%程度の潜在成長力をもち､それを実現する条件も整っている｡

80年代に入ってからの日本経済は低成長シナリオによって運営されてきた｡財政は財政

再建を最重点に､歳出削減中心の抑制政策がとられた｡企業､労働組合の行動も低成長の

なかで､いかに生き残るかが主眼となった｡その結果が､国内需要の停滞､失業率上昇､

国際収支黒字の急増を生み出し､為替高騰による調整局面を迎えたことは記憶に新しい｡

この時期に比較し､昨年秋以来の4-5%成長のなかで､国際収支､財政､労働市場は

ともに冒ざましい改善をみせてい草｡

円高と市場開放による輸入急増､対外直接投資の増加が､国内労働市場改善のなかで進

行したのも､内需型中成長が実現したためである｡

今後も対外､対内の均衡を回復し､構造調整を円滑に進めるためには､一層の市場開放

が求められ､円高を背景とする輸入拡大の動きは続くものと覚悟しなければならない｡

産業 ･雇用調整が中長期に避けられないという現実に対応するためには成長率を高める

ことが最も望ましい｡

雇用の増加､労働時間の短縮､実質所得の増加､社会資本の整備を同時に達成させる途

は､経済成長によるパイの拡大以外にない｡

(9)89年度の経済運営に当たっては､｢経済運営5ケ年計画｣の3%%にとらわれることなく､
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成長ポテンシャルを生かすことを目的に､成長率4%台､失業率2%､物価上昇率 1%の

実現を目指すことを要求する｡

円高差益還元による物価引下げは､これまでも部分的に実施されてきたが､現在の円相場

においても､なお引下げ余地が大きく､内外物価差の縮少努力を強めることが必要である｡

予算編成にあたっては､歳入増を減税､国債削減､支出増に振り向け､生活の質向上に

よる内需拡大の基盤強化に努めなければならない｡

また､好況によって財政事情が好転した現在､拙速の間接税導入は臨まなければならない｡

そして､税制改革は､不公正税制の是正と､所得再配分についての社会的コンセンサス成

立が前提になることを忘れてはならない｡

金融政策についても､"インフレ懸念"に惑わされることなく緩和基調を維持する努力

が必要である｡

3. 生活の質向上を目指す "グラン ド･デザ イ ン" の策定

第 2にわれわれは､日本経済の持つポテンシャルを活かして､生活の質向上を目指す "グ

ランドデザイン"を策定することを提案する｡

(10)日本の賃金は円高によって ドル建てでは世界最高のグループに属するようになった｡し

かし､われわれの生活の内容を､同じ為替上昇を経験した西 ドイツと比較すると､自由時

間に大差があるばかりでなく､家計面でも安定性を欠いていることがわかる｡

日本と西独の家計を比較するとき､西独の税､社会保障負担がはるかに大きいこと､日

本の貯蓄率の高さが目につく｡西独の家計は住宅政策､社会保障制度という政策を信頼す

るし､着実に資産を増すという安定した姿を示しているのに対し､日本の高貯蓄は自助努

力を強いられた不安の構図といっていいだろう｡

(ll) さきに指摘した低成長シナリオとならんで､この数年問の経済活動を支配したのは市場

万能の思想であった｡われわれは規制緩和の流れを支持し､競争のもたらす活力を高く評

価する｡しかし､それは､すべてを市場にまかせ､政治､行政のもつ役割を否定するもの

ではない｡

日本経済が市場のシグナルに敏感に反応し､効率的であることは､同時にオーバーシュ

ート､アンダーシュートの危険が多いことを意味する｡経済と生活のギャップは市場によ

っては解決されないものである｡
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国民の不安を除くためには､行政のもつ先見性､創造性を発揮し､将来の生活設計が可

能になるような具体的グランド･デザインが示されなければならない｡

それは､これまでの ｢低成長シナリオ｣から ｢中成長シナリオ｣-､｢経済優先｣か ら

｢生活優先｣へ､サバイバルという ｢受身の姿勢｣から新技術を築く ｢挑戦｣への転換と

いっていい｡

アメリカ大統領選において､アメリカン･ドリームが話題にされるのを見るとき､追い

つき追い越せの姿勢から､ジャパニーズ･ドリームの実現を目指すコンセンサス成立に向

って姿勢の転換を行うべき時代になったと考えなければならない｡

(12) さきに述べたように､経済と生活のギャップは､市場メカニズム一任という態度によっ

ては解決されないものである｡

政府支出の削減が叫ばれ､住宅､健康､老後の生活すべて自助努力という声が高まるな

かで､生活の不安を感じない方が異常である｡

生活の質の向上は､労働時間の短縮とともに家計の不安の構図を解消し､ゆとりと希望

のもてる家計の実現から始めなければならない｡

不安の解消は短期間では不可能である｡急激な制度変更は､経済 ･社会に混乱と緊張を

生み出すだけである｡

(13)われわれはさきに､年率4%の時間当り生産性向上の成果を､実質賃金に2.5%､時短

に1.5%配分することによって､2000年までに､実質所得45%増､労働時間20%減を達成

することが可能なことを明かにした｡(｢欧米なみの生活をめざして｣連合総研研究シリ

ーズNnl)

この間､年金の実質価値も当然増加し､余裕をもった老後生活を展望することができる｡

高齢化社会における福祉費用の増加による税 ･社会保障負担比率が増大しても､実質可

処分所得が高まる基盤は作られるわけである｡中成長シナリオに従って､将来の年金､健

康保険､所得､税､社会保障負担についてのいくつかの代替案を提示し､国民の選択を求

めるべきである｡福祉水準と負担との関係が最終的にどのように決定されるにせよ､現在

のゼロ成長､ゼロ賃上げ､負担増によって作り出される暗いイメージよりは､はるかに明

るい生活設計の道が開かれることは確実である｡

住宅問題については､地価の抑制､土地の高度利用の努力は当然続けられなければなら

ないが､ リニアモーターカーなどの新技術と､開発利益の吸収を可能にする新しいしくみ

によって適度な交通時間で適切な価格の住宅が提供できる具体策を決定すれば､大都市の
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住不安は著しく改善されることは間違いない｡

労働時間の短縮については官民呼応して､その実現に努力するという気運が高まった｡

この流れを加速する一層の努力が望まれる｡

われわれの要求する経済計画は､生活の質向上を具体的に提示し､その実現のために経

済の活力を活かすものであるということを国民が理解し､同時に､その選択に当ることが

できる計画である｡

経済のおこぼれによって､生活が豊かになるという発想の転換を求めるものである｡

こうした長期目標に従って､資源の再配分が見直され､その実現にむかって年々の予算

が編成されるということになれば､政策への信頼が回復され､将来の生活展望が明るくな

ることはあきらかである｡

4. 弾力的労働市場の新課題

(1亜 70年代後半から､ニクソンショック､石油危機､円急騰というはげしい変動が相次いで

起った｡その度ごとに､日本経済の崩壊､長期不況が強調された｡しかし､内外の大方の

予想を裏切って､日本経済は短期間にそのショックを乗り越え､経済のパフォーマンスは

むしろ向上したといっていい｡

その原因が､市場のシグナルに敏感な企業行動､高い適応能力にあったことは異論のな

いところであろう｡そして､その能力を支える要因の一つとして､弾力的な労働市場､健

全な労使関係があったことも広く認められている｡

こうした日本の労働市場の特性については､1980年代に入ってから､日本経済の良好な

パフオ丁マンスを生み出す条件として､海外から多くの関心を集めるようになった｡

欧米諸国に比較して企業収益の維持､物価安定､新技術 ･新生産ラインの導入､いずれ

をとっても､日本の労働市場の柔軟性は高い評価を受けたのである｡そして､その柔軟性

のもつ利点は､今回の円高克服の過程においても遺憾なく発揮されたといっていい｡

単位当り賃金コストの引下げ､合理化､リストラクチャリング､海外直接投資に伴う雇

用調整､出向､配置転換が大きな紛争もなく進展した｡こうした労使関係が企業業績の回

復､景気拡大を早めたことは否定できない｡

個 日本の企業別労働組合は､個別企業の消長と労働者の生活とを同一視し､企業の危機乗

り切りに協力してきた｡そのことが､製品市場､労働市場の効率を高め､外的ショック克
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服の重要な要因となったのである｡

産業構造の転換､技術革新のおくれ､低投資に悩む欧米諸国からせん望の眼をもってみ

られるのもゆえなしとしない｡

しかし､市場メカニズムに敏感な効率的市場は､効率性に伴う欠陥をもっことも否定で

きない｡

経済と生活のギャップも､政策努力の不足とともに､市場の特性から派生したという面

があるからである｡

1980年代に入ってから､労働時間､賃金コストの動きについて､海外諸国との差が目立

つようになってきた｡輸出産業の国際競争力の強化と国内市場の停滞によって､国際収支

黒字の急増がおこり､やがて､為替急騰により調整をうけることになった経験を繰り返す

愚を続けることは許されない｡

生活の質向上を軸とする内需拡大というコンセンサスのもとに､労使がそれぞれの立場

を主張する局面を迎えたといっていいだろう｡

(16) 80年代の労使関係は､いわば､ゼロサムゲームの悪夢のなかで展開された｡そのなかで

-の企業の生き残りが問題で､福祉向上という積極的視点から行動する余裕がなかったとい

える｡

その後遺症は､NIESの長時間労働を引合に出して時短に反対した事実に明らかであ

り､現在でも時短 ･賃上げブリッジ論にその影がみえる｡さきにみたように時短と実質賃

金が トレードオフ関係になるのは､ゼロサムゲームのときに限られる.

内需を中心とする中成長が実現した現状においては､賃上げ､時短を同時に行う条件が

整ったといっていし.､｡

いうまでもなく､構造調整が続く中期展望のなかで､産業､企業の置かれた環境は変化

する｡労働条件の改善が困難な局面も予想される｡しかし､個別企業の生き残りのみを追

求する労使関係からは､生活の質向上の道は開けない｡

環境条件の変化に迅速に対応するという長所を生かしながら､日本経済のポテンシャル

を生かすための労使協力という新しい視点の導入が必要である｡

5. 計量 モデル によ るシ ミュ レー シ ョン

以上の分析と政策提言の正当性を検討するため､計量モデルによるシミュレーションを行
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なった｡いうまでもなく､この種の作業は経済予測と全く性格を異にするものである｡この

シミュレーションは政策や組合活動が経済に与える影響を検討 し､望ましい選択をさぐるた

めの参考資料という性格のものであることに留意されたい｡

作業の前提条件は参考 ｢計量モデルによる日本経済｣に明らかであるが､現在の内需拡大

型経済の背景となっている世界経済情勢､政策姿勢をそのまま将来に延長したものが出発点

になっている｡

まず､賃上げの経済に与える影響を検討する｡一人あたり雇用者所得でいうと､8g～ 91年

度平均でケース1:2.1%上昇､ケース2:3.9%上昇､ケース3:5.7%上昇､ケース4:7.4

%上昇の4つである｡

この4ケースについて主要項目の相違を示すと､図Ⅳ-1の通りである｡

賃金上昇率が高まるにつれて､実質GNP､実質内需､実質民間最終消費支出の伸び率は

高まる｡ 内需拡大のためには､賃上げ率は高い方がいい｡有効求人倍率も成長率が高まるに

つれて上昇し､労働需給バランスの改善が進む｡

しかし､物価面からいえば､賃上げ率は低い方が望ましい｡前にみたGNP､内需､消費

はいずれも実質であり､物価上昇分を差引いても実質需要が拡大することは明らかである｡

しかし､物価上昇のもつ意味は成長とは別の意味で重要である｡特に､物価上昇が大幅で､

かつ長期化する場合には､インフレ期待が強まって需要抑制政策への転換が起こり､実質需

要の伸びを妨げる結果になる｡そこで､許容される物価上昇と最大の成長との組合せをどこ

に求めるかが､極めて重要な問題になってくる｡

国際収支については賃上げ率が大きいほど､黒字縮小幅は大きくなる｡

これまでのケースは賃上げだけ由効果をみたものであるが､次に､政策のもつ影響を検討

しよう｡ 賃上げ闘争､政策 ･制度要求のから.みを考えるわけである｡

政策の重要な目標の一つとして物価安定がある｡国民の要望も強いし､国際的にもインフ

レ懸念の声が高まっていることは周知の通りである｡

前記のケース1では､消費者物価の88-91年度平均上昇率は1.1%と物価の安定度という

点では抜群のパフォーマンスを示していた｡しかし､労働市場の需給バランスは悪化し､経

常収支黒字はほとんど横ばいとなり､黒字縮小傾向は停止してしまう0

また､ケース2､ケース3･では､88-91年度の平均成長率がそれぞれ3･7%､3･9琴と4%

をわりこむという問題がおきる｡

そこで､ケース3に2兆円減税､89年度 1兆円､90年度1.5兆円､91年度 2兆円の公共投
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資追加を行う積極財政とを組み合せた計算を行ってみた｡

このケースでは､88-91年度平均成長率は4.2%に上昇し､実質内帯も平均4.6%に達する｡

91年度の経常収支も451.7億 ドルと､ケース3の493.6億 ドルに比較し､縮小幅が大きくなる｡

一方､消費者物価上昇率にはほとんど差が生じない｡

また､9%賃上げと積極財政を組合せると､成長率､労働需給バランス､国際収支黒字縮

小について改善の度合は高まる｡しかし､消費者物価上昇率が年度平均 3%という問題が残

る｡

このようなシミュレーション結果から考え､合理的な選択として､ケース2､ケース3に

減税､公共事業追加を組合せたものが浮んでくる｡

これまでのシミュレーションは為替レートを外生として 1ドル130円に固定 している｡ し

かし､実際には､各ケースによって､輸出､輸入､国際収支に大きな差が出てくる｡黒字縮

小幅の相違は当然円相場に影響を与えることが考えられるので､円レートを内生として計算

してみると､低賃上げケースでは､為替は円高に推移し､景気抑制効果は大きくなる｡

逆に､高賃上げ､積極財政型では円安に振れ､物価上昇率はさらに高まるという結果が得

られる｡

賃上げ､政策要求の決定にあたっては､こうした為替相場に対する影響にも十分配慮する

必要がありそうである｡

最後甚つけ加えておきたいことは､この作業では最近の円高による物価安定効果､内外物

価差縮小のための政策努力の効果が反映されていない点である｡こうした効果が加わること

を考慮に入れると､上記の物価上昇率は若干下方修正されるとみていいだろう｡

<参 考>

欧米なみ生活のイメージ(例)

1985年 20do年

-人当た り雇用者所得一カ月当た り貸金月額刀-1企給ij-総'観 3,838千円(年率2.5%アップ) 5,559千円(45%アップ)317.1千日(年率 2.5%アップ) 459.2千円(45%アップ)

所定内+特別 294.8千円( 〝 う 427.0千円(雷5欝 讐 着筆,禦)

年 間 労 働 時 間 2.168時間(咋率 1.5% 滅 ) 1,728時間(年率 1.5% 減)

公 的 年 金 予 想!月 郁 17.3万円(損 金 と 同 率) 24.9万円(45%アップ)_

購 買 力 平 価購買力平価でみた一人当たり雇用者所得ア メ リ カ 222円(妄晶:),晶志呈纂葦2)LOO 166円loo

トー 本 71(アメリカより1.5%高い) 118ー

(注) 迎合総合生泊f娼允研究所 ｢欧州なみの生活をめざして｣ 1988.2
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図Ⅵ-1 シミュレーション結果の比較
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〔参考〕 計量モデルによる日本経済

NEEDS-ECONOMY (日本経済新聞社のマクロ経済データバンク)のマクロモデ

ルを使って1991年までの経済の姿を推計したものである｡

1. 現状維持型予測の前提条件

2.現状維持型予測

3. 日本経済 2つの選択

(1) 低賃上げ (3%賃上げ)型予測

(21 高賃上げ (7%賃上げ)+積極財政型予測

1. 現状維持型予測の前提条件

米国景気は徐々に減速

米国の景気上昇は11月でまる6年になる｡景気拡大のけん引力となっているのはドル安で

息を吹き返した輸出｡87年半ば以降､実質ベースで年率約 2割増という猛スピードで伸びて

いる｡これが製造業を中心に国内経済に波及､設備投資の盛り上がりにつながっている｡88

年の実質成長率は､4%前後まで高まる｡

しかし､平時では史上最長という6年に及ぶ景気拡大の持続で､需給ギャップは縮小､供

給サイドは雇用､設備ともフル稼働状態になっている｡これが賃金､製品価格上昇にハネ返

り始めた｡原油価格の軟化は､一時的に物価上昇を抑えるが､需要の冷却化には逆効果で､

中期的なインフレ圧力は残る｡米国の物価は89年後半にかけて再び上昇傾向を強めてくる可

能性が強い. .

8月の公定歩合引き上げで抑制色を強めた米国の金融政策は､今後もインフレ防止と対外

赤字縮小 ･内需抑制のためJ引き締め基調を続ける｡米金利は､原油安の影響で短期的には

低下局面もあるが､89年に入ると上昇傾向が強まってくる｡

物価と金利の上昇傾向がみえてくると､個人消費や住宅投資など家計支出は減速傾向を強
/

める｡設備投資の伸びも88年がピーク｡輸出の伸びは供給余力が少なくなることや ドル安効
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巣の一巡などで徐々に巡航速度に戻る｡米国経済は外需主導という形を維持しながらも､拡

大のテンポは次第に衰えてくる｡

原油価格軟化

87年初頭に減産強化で18ドル固定価格への復帰と世界石油市場の主導権回復を目指したO

PEC｡ほぼ1年間は狙いどおりにいったが､87年後半からは加盟国の増産が目立ち始めた｡

88年7月のイラン･イラク停戦直後､｢これでOPECの結束が強まるので原油価格は上が

る｣との見方もあったが､停戦後の増産で原油価格の下落に拍車をかける結果になった｡日

量1,800万バーレルといわれる0~PEC原油への需要に対し､イラン･イラクの戦後復興増

産を含め､9月には供給量は日量2,000万バーレルに膨れ上がり､これが原油市況の軟化に

結びついている｡

だが､10ドル割れの安値が続く､といった局面にはならない｡ 6ドル前後にまで下がった

86年夏の教訓が生きていると考えられるからだ｡サウジアラビアが少しずつ主導権を回復､

OPECは生産調整へと進む｡しかし世界経済が少 しずつ減速局面へ向かうことで原油需要

の伸びも鈍る｡OPECには当分苦しい局面が続き､原油価格は15ドルをはさんで一進一退

となる｡

ゆとりの出てきた財政支出

87年度の緊急経済対策は景気拡大に弾みをつける刺激剤となったが､88年度の公共投資は

高水準ながら横ばいで､景気先導役の座からは降りた｡87年度後半から88年度前半にかけて

の内需の勢いは非常に強く､現在追加的な財政支出が必要とされる状況にはない｡むしろ､

労働需給のひっ迫､インフレ懸念など景気過熱を心配する声も出ている｡財政運営はまだし

ばらくの間は抑制的になる可能性が強い｡

しかし､来年度以降の景気に不安がないわけではない｡設備投資急増により供給過剰が起

きたり､経常黒字の縮小が輸出の持ち直しでストップしてしまう恐れもある｡ このような場

合には再び財政の出動による内需拡大策が必要になろう｡ ひところの財政危機は景気回復に

よる自然増収で遠のいている｡その意味では ｢財政支出の機動的な運営｣への自由度は高ま

っているわけで､インフレ懸念が強まらない限り､財政支出は高めの増加テンポを維持した

方が望ましいといえる｡現状維持型の予測では､公共投資は89年度以降も､名目GNPと同

程度の伸びを示すと想定した｡税制改革については､新型間接税の実施は織り込んでいない｡
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88年度の所得税 ･住民税減税 1兆8,000億円だけを織り込んで予測している｡

低金利貫く金融政策

87年秋の商品市況高騰騒ぎや､88年夏の欧米諸国の相次ぐ利上げなど､日銀にとっては利

上げの誘惑が多かった｡にもかかわらず､日銀は動かなかった｡インフレがまだ ｢懸念｣の

域を出ていないためだ｡急テンポの景気拡大により市場金利は､0.5%程度の公定歩合引き

上げを織り込んだ水準まで上昇している｡

だが､原油価格の軟化などの好材料で､公定歩合の引き上げにまで進む可能性は小さくな

った｡低金利時代に終わりがくるとすれば､為替相場が大きく円安に振れた場合だろう｡為

替相場が 1ドル-120-135円程度の水準で動く限り､低金利はさらに持続する｡

為替の相対的安定期が続く

88年入り後､為替相場は安定期に入った｡87年末以降､米国の貿易赤字に縮小傾向がみえ､

ドルに底堅さが出てきたからだ｡対米債券投資が活発化するなど､ ドルに対する信認が回復

してきた｡急激な ドル安の進んだ87年には､ ドルの下落による米債券相場の下落 (長期金利

の上昇)が､一層のドル離れを招くという 『ドル暴落の構図』がみられた｡しかし､最近は

米金利の上昇が､ ドル債投資を呼び､ ドル相場を押し上げるという現象も見られるようにな

っている｡為替相場は､最近はぼ3カ月周期の円高 ･円安のうねりを描くようになっている｡

米国の金利や貿易赤字の変動で一時的にフレることはあるが､円相場は1ドル-120-135円

の範囲で推移しよう｡

2. 現状維持型予測

大型景気への期待

87年半ばに回復から拡大期に入った景気は､88年に入ってからも-イペースの拡大過程に

ある｡景気回復をリードした住宅投資 ･公共投資の伸びは鈍っているが､消費は好調さを増

し､内需の盛り上がりを受けて設備投資にも火がついた｡内需の二本柱､消費と設備投資の

拡大で､大型景気への期待が高まっている｡

86年末を底に始まった今回の景気拡大は､まもなく回復から丸2年になる｡戦後の拡張期

の平均値は31カ月｡過去の類推からいえば､89年半ばあたりから要注意ということになる｡
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しかし､､今のところ景気変調の兆しはみられない｡通常は景気拡大の進展とともに､賃金 ･

物価や金利が上昇して企業収益を圧迫､在庫も積み上がって企業行動を消極化させる｡現在､

物価や金利は上昇含みながらも安定している｡賃金は88年夏のボーナスが5-%を超える伸び

を示したが､需要がそれを上回って増加しているため､企業収益は依然として好調を維持し

ている｡生産対比でみた在庫水準も低く､自律的な在庫調整の恐れも少ない｡したがって現

在の景気は､まだ比較的若い状態にある｡今後巡航速度に移りながら､来年半ばまでは拡大

基調で推移する｡実質成長率は88年度が約 5%､89年度はやや減速するものの4%前後にな

る七みている.

ふところ深い消費ブーム

個人消費の裾野が広がっている｡円高による物価の安定や､株価 ･地価などの上昇による

｢資産効果｣が起爆剤になった個人消費の高まりは､一般世帯から勤労者世帯へ､都市部か

ら地方へと広がっている｡これは､消費の好調が､賃金の増加や､製造業の雇用回復など景

気拡大の好循環の中で増幅していることを示している｡

今後も物価安定､低金利といった消費を取り巻く大きな枠組は崩れそうにない｡87年度以

降の所得税減税も生きており､消費ブームにもかかわらず､貯蓄率はかえって上昇している｡

一時的な所得に対する消費性向は低いという事情もあるが､なお個人消費には余力がありそ

うだ｡来年度以降も個人消費は好調を持続する｡ただし住宅建設の頭打ちや､家具 ･家電､

乗用車など耐久消費財の需要が一巡するため､伸びは低下に転じる｡

不安は設備過剰と輸入急増

設備投資が高度成長期並みの伸びを示している｡特に製造業は88年度に2割近い伸びが見

込まれる｡｢円高不況｣下のストック調整を克服した製造業が､需要の急拡大に合わせて生

産能力増強をはかる一方で､高付加価値化を狙った研究開発 ･合理化投資を積極化させてい

る｡

こうした設備投資の拡大があまりにも急テンポであるため､新規設備が生産能力として稼

働し始める89年以降､供給過剰を招くのではないかという不安がある｡ しかし､現在の設備

投資は､研究開発型のものが多く､全てが生産能力増につながるわけではない｡また､能力

増強型投資の中にも､単に過去の生産設備の延長を図るのではなく､新しいマーケットをめ

ざして設備を置き換えるという構造転換型の投資もふえている｡投資の好調は､｢投資が投
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資を呼ぶ｣という色彩も強めており､投資そのものが需要の一角を補強している面もある｡

しかし､供給能力が来年にかけて相当拡大することは間違いない｡特に､東南アジア諸国

など海外との競争の激しい分野では､輸入製品の流入から在庫 ･設備両面でのストック調整

圧力に直面する恐れもある｡

物価安定は持続

86年の原油価格暴落の影響が一巡した87年以降､世界的にインフレ懸念が高まっているが､

少なくとも日本ではインフレはまだ顕在化していない｡国内物価のコアとして､電力･ガス･

水道価格を除いた国内卸売物価をみると､88年に入って以降､円相場の安定で下落傾向には

歯止めがかかったが､ほとんど横ばい程度で推移している｡サービス取引の比重が高く､賃

金上昇の影響が出やすい消費者物価も､まだ前年比 1%上昇の内にとどまっている｡需要の
ヽ

拡大で賃上げ分を吸収できたこと､安い輸入品の投入で原材料コスト引き下げが可能になっ

たことが物価安定に寄与している｡原油価格下落はさらに下押し効果を及ぼす｡

ただ､89年度に入ると賃上げ率の上昇が見込まれ､需要拡大のテンポが鈍った場合には､

企業収益悪化のツケが製品価格に回る可能性もある｡物価には徐々に押し上げ圧力がかかる

が､生産性向上や輸入品との競合激化などの要因が働き､物価上昇が加速することはない｡

経常黒字は縮小基調

米国で輸出が年率2割のペースで伸びている裏側で､日本の輸入は年率 2割で増加し､不

均衡是正が進んでいる｡円高という価格革命を背景に､製品輸入がふえているのに加え､内

需の活況で原油を含む原材料の輸入もふえている｡サービス貿易の分野でも､海外旅行の急

増で､日本の債権国化による投資収益の受取増を凌いで貿易外赤字が拡大している｡

こうした中で､輸出の持ち直しにより黒字縮小の先行きが不安視されている｡輸出の回復

は､米国をはじめ欧州､東南アジア経済の好調を反映している｡しかし､円高という価格効

果と､内需拡大という所得効果が働き続ければ､輸入の伸びは輸出の伸びを上回る｡円高に

よるJカーブ効果も出尽しており､経常黒字は縮小基調をたどる｡
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3. 日本経済 2つの選択

(1)低賃上げ (3%賃上げ)型予測

消費景気は冷却､成長率は鈍化

現状維持型では､景気の順調な拡大､高水準の企業収益の伸びなどを背景に､一来年度の春

季賃上げ率を､今年度の4.4%を上回る5.0%と見込んでいる｡この賃上げ率が低水準に抑え

こまれた場合､日本経済の先行きがどう変わるかを計量モデルで予測してみた｡

経営側の拠りどころとする ｢生産性基準原理｣に従えば､来年度の賃上げ率は3-3.5%

程度になる｡財政金融政策は不変とし､89年度以降の春季賃上げ率を3.0%に据え置いてみ

る｡この場合､家計所得の伸び悩みにより､来年度の実質個人消費の伸びは､現状維持型の

3.6%から3.0%に鈍化する｡消費景気が資産効果に触発されたものから､賃金上昇に支えら

れたものに変わってきているだけに､賃上げ抑制は､個人消費の足もとをぐらつかせる｡90

年度以降は､実質個人消費の伸びは2%台に落ち込み､消費不況の時代に逆戻りする｡内需

の柱である消費が停滞すれば､投資マインドも冷え込みかねない｡向こう3年間の実質平均

成長率は､現状維持型の3.7%から3.4%に鈍化する｡

不均衡縮小はス トップ､国際協調には逆行

賃金抑制は､企業にとしってみればコス トの低下に等しい｡その分製品価格を引き下げる余

地が生まれ､国際競争力は強まる｡ 低賃上げだと､こうしたメカニズムにより､日本の輸出

は増加､逆に外国製品は割高となって輸入が減少する｡輸入の拡大で海外景気の浮揚に貢献

してきたわが国だが､賃上げが3%にとどまると､こうした輸出の伸びに加え､内需の圧縮

で輸入が減る効果も手伝い､来年度以降は輸出と輸入がほぼ括抗してしまう｡経常収支黒字

縮小も進まなくなる｡ただでさえ働きすぎで､ ドルを貯め込んでいるというイメージがある

中､低賃上げで輸出を促進しているということになれば､海外からの非難はかわしようがな

くなる｡

低賃上げをあくまでも貫いて､国際的な均衡をとろうとするなら､為替相場が円高に動く

しかない去同･じ試算を為替相場の変動を織り込んで行ってみると (為替レート内生)､対 ド

ル円レートは91年度には119円まで上昇する｡企業利益の温存を意図して行われたはずの低

賃上げも結局は逆効果となり､法人所得の伸びは円高､景気下降の影響で低迷する｡
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(2) 高賃上げ (7%賃上げ)+積極財政型予測

好況持続､息の長い消費 ･投資ブームへ･

春季賃上げ率を労働側の要求ラインとみられる7%まで引き上げ､積極財政で内需支援を

継続するという条件で日本経済を予測した｡積極財政の中身としては①89年度以降､年 2兆

円の所得税減税④公共投資の積み増し､額は89年度が 1兆円､90年度が 1兆 5千億円､91年

度が2兆円 - を想定した｡

この場合､高賃上げと所得税減税による手取り所得の増加で個人消費がさらに刺激され､

89年度の実質消費の伸びは､88年度に続き4%台を維持する｡消費の拡大で設備投資も好調

を持続､89年度も実質2ケタの伸びとなる｡公共投資はそれ自体需要拡大の実弾となるはか､

波及効果で消費 ･設備投資を活発化させる｡89年度の実質成長率は現状維持型を0.8ポイン

ト上回る4.8%となる｡

拡大均衡へ､生産性も向上

高賃上げは､低賃上げと逆の経路で､国内物価 ･賃金の上昇が輸出を抑制し､輸入を促進

する｡輸入は賃金拡大による国内所得の増大に､減税､公共投資追加の効果も加わって高い

伸びを続ける｡経常黒字は89年度には現状維持型予測を約40億 ドル下回る650億 ドル､91年

には500億 ドルを割り込むところまで縮小する｡

2兆円の所得税減税と1兆円を超える公共投資増という赤字型財政運営にもかかわらず､

好況による税収の増加で､財政収支は均衡が保たれる｡政府バランスは89､90年度と現状維

持型よりやや大きめの赤字となるが､91年度にはかえって改善をみせる｡国債残高そのもの

は大きいが､財政拡大に臆病になる必要はない｡

経営側には､高賃上げは産業体質の弱体化につながるとの懸念もあるが､需要の拡大で労

働生産性は高い伸びを示す｡

雇用も安定､物価には要注意

このケースでは景気拡大が雇用を誘発､労働指標も安定した推移を示す｡失業率は2.5%

前後､有効求人倍率は1.0-1.1程度を維持する｡高賃上げに財政の支援が加われば､企業も

コスト増を克服できることを示している｡

半面､労働力市場の需給はきつめとなり､財市場での需要拡大も手伝って物価上昇率はや
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や高まってくる｡為替相場の変動を織り込んだ場合 (為替レート内生)には､その傾向が一

層はっきりする｡賃金上昇による国際競争力の後退と､経常収支の縮小が為替相場を円安に

動かすためだ｡この場合には､消費者物価上昇率は90年度に3%を超える｡高賃上げ､積極

財政の場合には､物価に注意が必要になる｡

｢現状椎持型｣(5%賃上げ)予測の主な前提条件

年 度 1987年鑑 1988年度 1989年度 1990年度 1991i7:三度 88T91年度の 平 均 値

-123-



ユレ

1987年度1988年度 989年度1990年度1991年度88-91年 1989年度
実 績 推 定 予 測 予 測 予 測 の平均値 予 測

国氏経宿計算物 実 質 G N P (兆円) 316.6 332.3 344.8 355.6 367.7 350.1 345.7

同 . 増 力ロ 率 (%) 4.9 5.0 ･3.8 3.1 3.4 3.4 4.0

G N P (兆円). 350.8 369.8 386.0 401.4 418.6 393.9 388.7

同 . 増 加 率 (%) 4.8- 5.4 ~4.4 4.0 4.3 4.2 5.1_

実質民間最終消費 (伸び率%) 4.0 4.4 3.0 2.7 2.4 2.7 3.6

実質民間住宅 投 資 (同) 23.9 -1.4 -4.5 -2.4 0.4 -2.2 -4.2

実質民間設備 投 資 (同) 10.2 15.8 8.5 5.7 5.7 6.6 9.0

実質民間在庫 投 資 (同) 89.1 62.6 -17.3 -ll.5 17.4 -4.9 -16.9

実質政府最終 消 費 (同) -0.8 2.1 2.8 2.9 2.7 2.8 2.8

実質公的固定資本形成 (同) 10.8 3.0 3.5 3.7 3.7 3.6 3.1

実 質 内 需 計 (同) 6.1 6.~1 3.7 3.-2 3..3 3.4 4.1

実 質 輸 出 等 (同) 5.1 7.8 7.8 6.9 8.6 7.8 7.4

実 質 輸 入 等 (同) 13.0 15.3 7.6 7.2 8.1 7.6 7.9

卸 売 物 価 上 昇 率 (%) -2.0 -0.7 0.2 0.6 1.1 0.6 0.6

価労 -消費者物価上 昇 率 (%) 0.5 0.8 0.9 1.1 1.3 1.1 1.4

1人当たり雇用者所得 (万円) 429.2 443.9 454.6 463.3 473.1 458.7 462.1

同 . 増 加 率 (%) 2.7 3.4 2.4 1.9 2.1● 2.1 4.1

働関係指標その砥 雇 用 者 転 得 (伸び率%) 4.4 5.9 4.7 3.1 3.3 3.7 6.4_

個 人 貯 蓄 率 (%) 17.5 ･17.8 18.8. 18.7 19.0 18.6 19.0

完 全 失 業 率 (同) 2.78 2.46 2.52 2.70 2.70 2.60 2.51

有 効 求 人 倍 率 (檀) 0.77 1.05 0.95 0.85 0.87 0.93 0.98

雇 用 者 数 (伸び率%) 1.6 2.4 2.2 1.2 1.2 1.5 2.2

就 業 者 数 (同) 1.3 1.6 0.9 0.8 1.0 0.9 1.0

労 ~働 生 産 .性 (同) 3.6 3.3■ ･2.8 2.3 2.4 2.5 3.1

鉱 工 業 生 産 指 数 (同) 5.8 7.6 ･3.5 3.5. 3.7 3.6 3.8

国 民 所 得 (同) 4.9 6.0 4.2 3.2 3.6 3.6 5.5

法 人 所 得 (同) 8.3 ll.9 5.1 4.0 4.9 '4.4 5.2

.税 ■収 計 (同) 10.7 8.6 6.1 4.8 6.0~ 5.6 7.0

政 府 バ ラ ン 云 (兆円) -2.0.9 -1.30 -2.85 -4.82 -6.04 -3.75 -1.85

経 常 収 支 (億 ドル) 844.7 760.3 694.2 ■660.5 652.4 _691.8 680｣8
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シ ョ ン 結 果 (賃上げのみ) (為替 レー ト塾生)
☆印 - 現状維持型

-ス 2(5%賃上げ) ケース 3 (7%賃上げ) ケース4 (9%賃上げ)

1990年度 1991年度88T91年 989年度1990年度 991年度 88-91年 989年度 1990年度 1991年度 88-91年度
予 測 予 測 の平均値 予 測 予 測 予 測 の平均値 予 測 予 測 予 測 甲平均値

3占7.0 370.3 351.3 346.7 358.5 372.9 352.6 347.6 359.9 375.5 353.8

4.8 5.2 5.1 5.8 5.7. 6.2 5.9 6.6 6.5. 7.2 6.8

3.3 3.3 3.4 4.2 3.8 4.1 4.0 4.8 4.4 4.9 4.7

-2.0 0.7 -1.9 -4.0 -1.7 1.1 -1.6 -3.8 -1.3 1.4p -1.3

5.7 6.1 6.9 9.5 5.8 6.5 7.3 10.0 5.8 6.9 7.6

-4.4 10.8 -4.2 -16.6 2.7 5.0 -3.5 -16.3 9,-6 -0.2 -2.9

2.9 2.7 2.8 2.8 2.9 2.7 2.8 2.8 2.9 2.ケ 2.8

3.1 3.2 3.1 2.7 2.5 2.7 2.6 2.3 -2.0 2.3 2.2

3.5 3.8 3.8 4.5 3.8 4.3 4.2 I4.,9 4.1 -4.8 4.6

6.3 8.1 7.3 7.0 5.8 7.6 6.8 6.7 5.3 7.1 6.3

7.6 8.5 ･8.0 8.3 8.1 9.0 8.4 8.7 8.5 9.4 8.8

1.0 1.3 1.'0 1.1 1.4 1.5 1.3 1.5. 1.7 1.7 1.6

479.3 498.1 470.8 469.6 495.6 523.8 483.2 477.1 512.1 _550.5 495.9

18.9 18.9 18.7 19.2 19.1 19.0 18.8 19.3 19.3 .19.0 18.9

2.67 2.65 2.57 2.50 2.64 2.60 2.55 2.49 2.61 2.55 ･2.53

0.90 0.94 0._97 1,.00 0｣95 1.01 1.00 1.0.3 1.00 1.08 1.04

1.2 _1.2 1.5 2.3 1.2 1｣2 1.6 2.3- 1.2 1.2 1.6

0.8 ･1.0 0.早 1.0 0.9 1.0 1.0 1.0 0.9 1..1 1.0

2.4 2.7 2.7 3.3 2.5 3.0■ 2.9 3.6 ･2.6 3∴2. 3.2

3.5 .3.9 3.7 4.1 3.4 4.1 3.9 4.4 3.4 4▲3 4.d

4.6 5.3 5.1 6.8 6.0 7.1 ･6.6 8.2 7.4 8.8 8.1

4.1 6.4 5.2 5.3 Ail 8.9 6.1 5.3 4.1 ll.4 6:.9

5.7 7.4 6.7 7.9 6.5 ･8.8 7.8 8.8 _7.4 10.3 8.8

619.7 572.7 658.4.. 66_7.5 579.2 493.6 625.2 ･654.3 538.9 414.9 592..1
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ユレ

(年度) 一･_7'L'a/o賃上 げ+所得減税 塾 (.①) 7%軍

1987年度1988年度1989年度1990年度 991年度 88-91年 1989年度
実 績 推 定 予 測 予 測 予 測 の平均値 予 測

国氏経済指痩 実 質 G N P (兆円) .316.6 332.3 347.2 359.4 373.9_ 353.2 347.9

同 . 増 加 率 (%) 4.9 5.O t 4.6 3.5 4.0 4.0 4.7

G N P (兆円) 350.8 369.8 392.1 415.0 441.1 4-04.5 392.9

同 . 増 加 .率 (%) 4.8 5.4 6.0 5.5 6.3 6.0 6.2

実質民間最終消費 (伸び率%) 4.0 4.4 4.4 4.1 4.2 4.2 4.2

実質民間住宅投 資 (同) 23.9 -1.4 -3.8 -1.5 1.0 -1.5 -3.9

実質民間設備投 資 (同) 10.2 15.8 9.7 5.9 6.4 7.3 10.0

実質民間在庫投.資 (同) 89.i 62.6 -16.2 7.6 0.6 -3.2 -13.1

実質政府最終消 費 (同) -0.8 2.1 2.8 2.9 2.7 2.8 2.8

実質公的固定資本形成 (同) 10.8 3.0 2.7 2.5 2.6 2.6 5.5

実 質 内 需 計 (同) 6.1 6.1 4.7 4.0 4.3 4.3 5...0

実 質 輸 出 等 (同) 5.1 7.8 7.0 5.7 7.4 6.7 7.0

実 質 輸 入 等 (同) 13.0 15.3 8.4 8.2 8.9 8.5 8.7

物 卸 売 物 価 上 昇 率 (%) -2.0 -0.7 1.1 1.4 1.6. 1.4 1.1

価労 消費者物価 上昇 率 (%) o'.5 0.8 1.8 2.6 2.7 2.4 1.8同 . 増 加 率 (%) 2.7 3.4 5.8 5.6 5.7 5.7 5.8

働経済指 雇 用 者 所 得 (伸び率%) 4.4 5.9 8.2 6｣9 7.0 7.4' .8.3

個 人 貯 蓄 率 (%) 17.5 17.8 19.6 19.3 19.1 19.0 19.2

完 全 失 業 率 (同) 2.78 2.46 2.49 2.62 2.58 2.54 2.48

有 効 求 人 倍 率 (倍) 0.77 1.05 1.02 0.98 1.04 1.02 1.04

雇 用 者 数 (伸び率%) 1.6 2.4 2~.3 1.3 1.2 1.6 2.3

標その他 就 業 者 数 (同) 1.3 1.6 ■1.0 ･0.9 1.0 1.0 1.0

労 働 生 産 性 (同) 3.6 3.3 3.5 2.6 3.0 3.0 3.7

鉱 工 業 生 産 1指 数 (同) 5.8 7.6 4.31 3.5 3.9 3.9 4.8

国 民 所 得 (同) 4.9 6.0 6.9 6.1 7.0 6.7 7.2

法 人 所 得 (同) 8.3 ll.9 5.7 4.1 8.4 6.0 6.6

税 収 .計 (同) 10.7 8.6 5.7 6.8 9.0 7.2: ､8.5

政 府 バ ラ ン ス (兆円) -2.07 -1.30 -2.71 -2.22 ⊥0.37 -1.65 -1.38

経 常 収 支 (億 ドル) 844.7 760.3 661.6 664.0 475.2 615..3 t658.4
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シ ョ ン の 結･果 (為替 レート外生)

上げ十公共投資追加型 (②)･7.%賃上げ+積極財政型 (①+②) ･9~%賃上げ+積極財政型

1990年度1991年度88Tgl'年 989年度1990年度1991年度88r-91年度 1989年度1990年度 1991年度.88一瑠1年度
l予 測 予 測 の平均値 予 測 予 測 予 測 め平均値 予 測 予 測 予 測 の平均値

360.2 375.1 35~3.9 348.3 361.1. 376.1 354.5 349.3 362.5 378.6 355.7

3.6 4.1 4.1 4.8 ･3.7 4.1 4.?I 5.1 ■3.8 4.4 4.4

415.9 442.3 405.2 393.5 417.3 444.0 406.2 396,2 .423.5 454二7 411.1

5.9 6.3 6.1 6.-4 6.0 6.4 6.3 7.1 6.9 7.4 7.1

3.9 4.2 4.1 4.5 4.1 4.3 4.3 5.0 4.6 5.1 4.9

-1⊥5 1.0 -1.5 -3.7 -1.4 1.0 -1.4 -3.5 -1.0 1.3 -1.1

5.9 6.6 7.5 10.1 6.0 6.5 7.5 10.6 6.0 6.9 7.8

10.2 -2.1 -2.1 -12.6 14.9 -5.8 -1.8 -12.3 21.4 -9.9 -1.4

2.9 2.7 2.8 2.8 2.9 2.7 2.8 2.8 2.9 2..7 2.8

4.1 4.1 4.9 9.5 ･4.1 4.0 4.9 6.1 3.5 3.6 4.4

4.0 4.4 4.5 5.1 4.2 4.5 4.6 5.6 4.5 4.9 5.Op

5.8 7..5 6.8 6.9 5.6 7.4 6.6 6.5 5.1 6.9 6.2

8.3 9.0 8.6 8.8 8.4 8.9 8.7 9.2 8.9. 9.3 9.1

1.4 1.6 1.4 1.2 1.5 1.7 1.4 1.6 1.9 1.9 1.8

2.6 2.7 2.4 1.8 2.7 2.8 2.4 2.3 3.4 3.5 3.0~

496.1 524.2 483.5 469.9 496.3 524.4 483.6 477.4 512.8. 551.0 496.3

5.6 5.7 5.7 5.9 5.6 5.7 5.7 7.5 7.4 7.4 7.5

6.9 7.0 7.4 8.4 7.0 7.0 7.5 10.1 8.9 8.9 9.3

1.01 1.07 1.04 1.05 1.04 1.10 1.06 1.08 1.9. 1.17 1.19

1.3 1..3 1.6 2.4 1.3 1.3 1.7 2.4 1..3 1.3 1.7

0.9 1.1 1.0 1.0 0.9 1.1 1.0 1.0 0.9 1.1 1.0

2.6 3.1 3.1 3.8 2.7 3.1 3.2 4.1 a.8 3.3 314

3.5 4.1 4.1 4.9 3.6 3.9 4.1 5.2 3.5 -4二0. 4.3

6.0 7.1 6.7 7.3 6.1 7.0 6.8 8.6 7.5 _8:7 8.3

3.4 8.7 6.2 7.0一 3.4 8.3 6.2 ~7.1 ･3..3 10.7 7.0

6.6 8.8 8._0 6.2 6.9 8.9 7.4 7.1 7.8 10.4 8.4

-1.34 0.16 -0.95 -3.24 -3.17 -1.94 一台.41 -2.24 -0.93 2.09 -0.60

560.2.470.1 612.2 652.5 545.1 451.7 602.4 639.3 504.9 ･373.8 569.6
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レ ー シヨ ン の 結 果

(年 度) 低賃上げ(3%賃上げ)型 7%賃

1987年度1988年度 989年度1990年度1991年度8針-91年度 1987年度
実 績 推 定 予 測 予 測 予 測 の平均値 実 績

国氏鍾済指標 実 質 G NP(兆円) 316.6 332.3 344.4 352.9 362.6 348.1 3_16.6.

同 .増 加 率 (%) 4｣.9 5.0 3.6 2.5 2.8 3.0 4.9

G N P (兆円)- 350.8 369.8 385二6 398.4 411.9 391.5 350.8

同 . 増 加 率 (%) 4.8 5.4 4.3 3.3 3.4 3.7 4.8

実質民間最終消費 (伸び率%) 4.0 4.4 3.0 2.9 2.6 2.8 4.0

実質民間住宅投 資 (同) 23.9 -1.4 -4.■5 -2.5 0.2 -2.3 23.9

実質民間設備投 資 (同) 10.2 15.8 8.4 5.0 5.0 6.1 10.2

実質民間在庫投 資 (同) 89.1 62.6 -19.9 -27.9 13.7 -13.1 89.1

実質政府最終消 費 (同) -0.8 2.1 2.8 2.9 ミ:-.:-ニ2.7 2.8 -0.8

実質公的固定資本形成 (同) 10.8 3.0 3.6 4.3 4.5 4.1 10.8

実 質 内 需 計 (同) 6.1 6.1 3.7~ 3.1 3.2 3.3 .6.1

実 質 輸 出 等 (同) 5.1 7.8 7.2 4.5 7.0 6.2 5.1

実 -質 輸 入 等 (同) 事 13.0 15.3 7.5 7.8 9.4 8.3 13.0

物 卸 売 物 価 上 昇 率 (%) -2..0 -0.7 -0.2 -1.0 -0.3 -0.5 -2.0

価労 消費者物価上昇 率 (%) 0.5 0.8 0.8 0.7 0.8 10.8 0.5

1人当たり雇用者所得 (万円) 429.2 443.9 454.5 462.3 470.9 457.9 429.2

同 . 増 加 率 (%) 2.7 3.4 2.4 1.7 1.9 2.0 2.7

働経演指標そ~の他 雇 用 者 所 得 (伸び率%) 4.4 5.9 4.6 2.7 2.8 3.4 4.4

個 人 貯 蓄 率 (%) 17.5 17.8p 18.8 18.8 19.0 _18.6 17.5

有 効 求 人 倍 率 (倍) 0.77 1.05 0.94 0.78 0.70 0.87 0.77

雇 用 者 数 (伸び率%) 1.6 2.4 2.2 1.0 0.9 1.4 1.6

就 業 者 数 (同) 1.3 1.6 0.9 0.8 0.9 0.9 1.3

労 p働 生 産 性 (同) 3.6 3.3 2.7 1.7 1.8 2.1 3.6

鉱 工 業 生 産 指_数 (同) 5.8 7.6 3.2 2.5 3.5 3.0 5.8

法 人 所 得 (同) 8.3 ll.9 5.6 3.1 1.7 3.4 8.3

税 収 計 (同) 10.7 8.6 6.0 3.8 5.0 5.0 10.7

政 府 バ ラ ../ ス (兆円) -2.09 -1.30 -2.98 -5.87 -8.18 -4.58 -2.09

経 常 収 支 (億 ドル) 844.7 760.3 698.5 639.6 527.3 656.4 844.7

対 ドル 円 レー ト(円/ドル) 138.3 130.5 128.1 121.5 118.9 124.7 138.3

-128-



(為替 レー ト内生)

上げ+積極財政(所得減税+公共投資追加)壁

1988年度1989年度1990年度1991年度 88J91年度
推 定 予 測 予 測 予 測 の平 均値

332.3 348.8 364.3 381.9 356.8

5.0 5.0 4.4 4.8 4.7

369.8 393.9 420.7 ･451_.5 409.0■

5.4 6.5 6.8 7.3 6.9

4.4 4.4 4.0 ･4.2 4.2

-1.4 -3.7 -1.3 1.3 -1.3

･15.8 10.3 6.8 7.2 8.1

62.6 -9.4. 30.7 -0.2 5.7

2.1 2.8 2.9 2.7 2.8

3.0 6.4 3.4 3.3 4.4

6.1 5.2 4.3 4.5 4.7

7.8 7.6 8.3 9.3 8.4

15.3 8.8 7.7 7.6 8.0.

-0.7 1.6 3.3 2.8 2.6

0.8 1.9 73.1 3.? 2.7

443.9 47b.1 497.4 526.9 484.6

3.4 5.9 5.8 5.9 5.9

5.9 8.4 7.5 7.6 7.8

17.8 19.6 19.4 19.1 19.0

2.46 2.48 2.54 2.4.1 2.47

1.05 1.06 1.13 1.29 1.13

2.4 2.4 1.5 1.6 1.9

1.6 1.0 .0.-9 1.1 1.0

3.3 3.9 3.5 3.7 3.7

7.6 5.3 4.8 4.2 4.7

6.0 7.2 6.5 7.8 7.2

ll.9 6.5 4.6 ll.0 7.3

8.6 6.4 8.1 9.9 8.1

-1.30 -3.10 -1.92 0.55 -1.44

760.3 647.7 570.1 585.4 640.9.

130.5 132.3 140.4 143.3_ i36:6
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｢7%賃上げ+積極財政｣と ｢3%賃上げ｣の比較 (為替レート外生)

｢一一二十 重離■幅-｢ l 帝離幅(%)｢

物価 卸 売 物 価 指 数 (85年■-100)消 費 者 物 価 指 数 (85年-100) 0.80.9 1.6_2.6 2.24.2 0.90.9 1.82.5 2.44.0

労働関係指樵その他 1人当たり雇用者所得 (万 円)雇 用 者 所 得 (兆円)貯 蓄 率 (%)完 全 失 業 率 (%)有 効 求 人 倍 率 (倍)雇 用 者 数 (万人)就 業 者 数 (同)労 働 生 産 性 (万円/人)鉱 工 業 生 産 指 数 (85年-100)国 民 所 得 (兆円)法 人 所 得 (同)税 収､ 計 (同)政 府 バ ラ ン ス (同)経 常 収 支 (億 ドル)為 替 レ ト (円/ドル) 15.37.40.9-0.00.16.52.50.11.79.2.-0.80.1-0.4-4~1.70.0~ 3.3.016.20.7-0.10.213.37.30~.11.818.60.51.91.6-115.40.0 51.325.50.1-0.20.219.1ll.50.12.030.62.54.84.1-200.70.0 3.43.54.6-1.610.50.10.01.01.43.01.80.113.7-6.00.0 7.17.43.5-4.322.20.30.11.41.45.91.22.1-34.2-17.5-0.0 10.8ll.30.7-6.7_27.30.40.22.11.69.35.45.0-6ケ.9-30..80.0
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｢7%賃上げ+積極財政｣と ｢3%賃上げ｣の比較 (為替レー ト内生)

十 重離幅｢ ｢ 帝離幅(%)｢
89 90 91 89 90 91

国氏経宿計寡 実 質 G N P (兆円.)G N P (同) 4.58.3 ll.422.3 19.339.5 1.32.1 3.25.6 5.39.6

実 質 民 間 最 終 消費 (同)実 質 民 間住 軍 投 資 (同)実 質 民 間設 備 投 資 (同)声 質 内 需 計 (同)実 質 輸 出 等 (同)実 質 輸 入 等 (同) 2.60.11.34.90.30.7 4.80.42.8.9.42二70.7 8.00.-64.8.14.34.5-0.4 1.40.81.7･1.40.41.2 2.42.13.42.74.11.1 4.0_3.25.53.96.3-0.6

_由価 卸 売 物 価 指 数 (85年-100)消 痩 者 物 価 指 数 (85年-100) 1.51.1 5.33.7 8.26..3 1.71.1 6.23.6. 9.66.0
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統 計 資 料

Ⅰ 海外経済との比較

( )は季節調整済前期 (月)比
*は季節調整済
そC3他は前年同期 (月)比 〔 〕は年度

'85年 '86年 9 87年 8'8/ト3 88/41; 5 6 7' 8

実質G■NP(年率) 米 ′国西 独日 本 3.42.04,9 2.82.52.4 3.41.74.2 3.45.7ll.3 3.37.9 一■■一tIt■■●-■:I

鉱工 ~､莱坐症 *米 国. 1.94.03.7 1.12.1▲0.2 3.80.03.0 6.0(1.0) 6.1(1.1 ) 6.2(0.5) 5.7(0.3) 6(1.0) 一■■■■
*西 独*日 本 4.6(1.5)10.5(3.2) 1.8(0.2) 0.7(0.3)10.2{▲2.3) 4.6(2.9)9.6(3.3) 3.1(▲2.2)7.9(▲0.9)

潤費者物価 米 国 3.62.22.0 1.910.20.6 3.70.20.1 4.0(0.8) 3.9(1.2) 3.9(0.3) 4.0(0.3) ..4.-1(0.4) 4.0(0.4)

西 独 0.8(0.4) -1.1(0.6) 1.1(0.2.) 1.1(0.2) 1.0(▲0.1) 1∴2.(0.1)

日 本 0.8(▲t).5) 0.5■(0.5) 0.2(0.1 ) 0.2(▲0.2) 0.5(▲0.2)■ 0.6~L色0.1)

主米 *設廟稼働率 脚 80..46.80.3▲1,336500 79.45.2AO.@▲1,562928 80.74.97.7▲1,703964 82.4 82.4 82.9 83.2 83.7 Al21.9.23..5.36月末

要指標国 *小 売 売 上 高*製造業新規受注(耐久材) 7.3(2.3)12.7(1.8) 5.4(▲0.2)ll.0(4.2) 5.6(0.1)7.8(▲1.9) 6.4(0.4)15.3-イ8.7) 3.7-(0.5)6.0(▲7二1)

収貿支易 *米国 (億 ドル)*日本 ( 〟 ) ▲374257 ▲326257 ▲98689.144.67月末 ▲132628.794.87月末 ▲95729.b94.92月末

金 米国国債10年物%) 87/128..86 88/ 18.24 88/28.14 88/38.53-88/48.87.

刺五香 日本国債10年鮒円/ 下ルマルク/ ドルスイス.フラン.ドル 〟4.87年末 . 〟 4.15年末 〟4.31年末 〟4.-.43期末 〟4.50期末

※ 月末指標銘柄
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Ⅱ.国 内 経 済 ( )は季節調整済前期 (局)

*は季節調整済

その他は前年同期 (局)比 〔 〕は年度

85 年 86 年 87 年 88/1-3

国民 経 済計 算 *実 質 層 .民 総 .生 産 4.9' 2.4 4.2 6.7(2.7)

国内需要 (寄与度) 3.7 3.8 5.0 2.84.8(2.6)

輸 出 .輸 入 通関輸出(数量ベース) 4.6 ▲0.6 0.3 0.9

通関輸入(数量ベース) .0.4 9.5 9.3870 21.7*経常収支 (億 ドル) 492 858 231

投 資 *新 設 住宅 着 工 戸 数 4.1 10.4 22.7. 且6.8(▲4.8)公共 工 事請 負 金 額 〔3.4〕 〔8.4〕 〔13.2〕〕 14.8

機械受注 (船舶 .蛋力を除 く民需) 7.6 ▲3.4 7.0 12.6(▲1.7)

個 人 消 費 実 質 賃 金 0.7 2.3 2.2 1.8

実質消費支出 (全世帯 0.5 0.8 1.91.05.5 3.7〟 (勤労者世帯)I全国百貨 店 販 売 額 0.44.4 1.05.4 ･2.9p7.5

生 産 等 *鉱 工 業_生 産 3.7 ▲0.2 l 3.4 10.5(3.2)

* 〝 在 庫 6.6 1.1 ▲3.7 ▲0.6(1.0)

労 働 *総労働時間 (製造業) ▲0.7 ▲0.8 I 0.50.70173 3.3

*有 効 求 人 倍 率*完全失業者数 (万人) 0.68156 0.62167 0.881652.7*完 全 失 業 率 2.6 2.8 2..8

企 業物 価金 融 企 業 倒 産 件 数 ▲9.7 ▲7.1 ▲27.6 ▲23.0

〝 負債総額 16.2. ▲9.5 ▲44.6 ▲32.9▲1.0(▲1.1)卸 売 物 価 ▲1.1 ▲9.1 ･▲3.7

消 費 者 物 価.マ ネ ー サ プ ラ イM2 +CD 2.08.4 0.68.7 0.110.4 0.8(▲0.5)_12.1(2.7)
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88/4-6 4 5 6̀ 7 8

0.5

.3.6 3.3 ▲0.6 4.8 5.9 6.8

19.7 ?0.4 17.9 20.占 15.650 16.7116 64 60 52

2.6 2.0 4.2 1.9 ▲1.9 2.2
(▲3.8) (▲10.7) (13.1) (1.3) (▲0.4) (7.3)

8.0 3.0 7.8. 13.4 ▲0.5 22.7

28.3 34.4 28.4 23.5 31.9
(17.2) (12.7) (▲2.1) (4.0) (▲2._0)

3.8 ー3.4 3.7 4.31.9 2.1 4.35.2

2.92.4 3.0 3..8 3.7

3.0 1.8 2.47.1 4.17.8 8.6 7.8 9.6

10.3 ll.0 10.2 9.6 7.9 9.8
(▲0.2) (▲0.9) (▲2.3) (3.3) (▲0.9) (2.2)

1.1 ▲2.0 ▲0.1 1.1 2.8 3.0
(.0.2) (▲0.8) (0.2) (0｣8) (-1.2) (0.1)

0.8 2.3 ▲0.8 0.9 1.0 lL.21.071年7

0.99152 0.94･157 0.99154 1.051452.4 1.091552.52.5 2.6 2.5 2.5

▲9.7 ▲13.7 ▲20.1 ▲19.0 ▲27.9 ▲17.8

▲3.2 ▲10.2 ▲▲2.2 4.4 ▲48.4 5.0

▲0.6 ▲0.7 ▲0.5 ▲0.6- ▲0.9 ▲1.0
(▲0.3) (▲0.3) (▲0.1) (0.3) (0.6) (0.0)

0.5 0.3 0.2 0.2 0.5 0.6

(0.-5)ll.3 (0.5)ll.3 (0.1)ll.4 (0.2)ll.1 (AO.21)ll.1 (▲0.1)10.9
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Ⅲ.四半期別国民所得速報一昭和63年 4-6月期

第 1図 国民総支出 (名目と実質､両年同期比)
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第 2図 国民総支出 (名目と実質､前期比)
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第 4図 項目別 (実質､前期比)
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Ⅳ｡全国短期経済観測調査 (日本銀行 一 昭和63年 8月実施)

1.主 要 企業

(1)業況判断

62/8 ll 63/2 5 8 (予測)12まで

製追業 良 い 12 22 29 40 ( 41)46 48

さほど良 くない 54 52 53 50 ( 51)47 46

恋 い 34 26 18 10 ( 8)7 6

D.Ⅰ.｢良い｣ △26)(△18 (1)イ16 ( 33) 42-｢悪い｣ △22 △4 ll 30 39

業秤別判蔽D●i● 良- 料 品 33 33 33 33 ( 33)37 37

級- 維 △28 2 10 12 ( 10)10 8

パ ル プ .紘 015 31 38 ( 46)46 54

化 学 14 32 53 67 (167)70 70

石 油 精 琴 ll ll ll 0 ( o)0△1,1

窯 業 △5 015 33 ( 33)43 47

鉄 鋼 Ju4 △32 20 52 ( 56)64 68

非 鉄 金 属-△38 △9 4 29 ( 38)-38 43

一 般 機 械 ∠甥0 △53△37 5 ( 25)27 42

電 気 機 械 △10 15 029 (.33)47 49

造 -舵 00 00 00 △}3 (467)△汀■ △50

n 動 叫 △36△10 0 17 ( 17)28 お

精 密 機 械 △36 △27△8 9 ( 18)27 45

泉 相 葉 椛 (m8)払8)(13.)(28､ ( 43) 47△3 8 28 42 46

加 工 業 種 細 4)(△26)(△10)(4 ( 25) 37

(参考) 業況判断D.Ⅰ.

tx･<インH

博 許 苦塩 墓蒜詣 ト)

6V8 ll 63/2 5 8 (予測)12まで

非勲追業 良 い 26 31 39 45 (45)47 47

さほど良 くない .~60 57 50 46 .(47)45 46.

悪 い 14 12 ll 9 (8)8 7

D.Ⅰ.｢良い｣ (8)(13)(19)(28) (37) 40-｢悪い｣ 12 19 ･28 36 39

莱種別刺節D●I● 建 投 19 39 58 69 (69)7l 7.1

商 社 △12 △ 2 17 31 (38)39 41

小 売 40 45 52 66 (966) 76

運 輸 △23 △23△23 △19 (19)△15 △11

電 力 . ガ ス 43 43 36 36 (21)7 0
サ ー ビ ス 38 43 50 58 (58)58 EB

輸 州 .qZ選 種 △邪 △31△11 18 (先 ). 42

内 謁;-軌 菜 郁ー△2 15 28 38 (38)92 42

(備 ･考)

素材 ･加工業種別区分は次による｡

素材菜種 :繊維､パルプ ･紙､化学 ､石油精製､葉菜､鉄鋼

非鉄金属｡

加工業挿 :伶料品､金属矧Vh 一一般機械､唱気機械､輸送川

機械､fffJ'!,.密機械､その他型1.11砦｡

輪tlJI･内需NqJ.葉柄区分は次による.

輸tt'f刑繋秤 :鉄鋼､-一般機械､造船､日動Fll.､精解機械

内'irj_qJ.紫郎 :食料品､繊維､パルプ ･紙､化学､I-iafT柿刊､

窯業､非鉄金属､金属製.臥 その他輸送機械､

その他製造繋.

シャドーは景気後退期 (経済企画庁調べ)

thボイン日

育; 良いI. J7

軽.i:.i l悪い I. ∫I. ∫

LA,,-一一J-▲_-■■J-.■-■_■ヽJ一一■一一_■～-.-ヽJ一一.■LA-J-▲_▲一■-一一■-■･■-■■J-一一一▲-■ヽ■一一一▲-■一一■一一一▲一一■■→■J-■ヽ一･一一一一一■-▲-▲J一一･▲一
40年41■2434■■I一&.丁目 →●さ08191m H IISeSTS4日 ●○○l●2 ●3
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(2) 企 業 収 益

経常利益 (前期比) (原計数 単位 :%)

61/下 62/上 62/下 63/上 (予測) 63/下 (予測)
5月調査 今回調査 5月調査 今回調査

製追莱 経 常 利 益 前 期 比 増 減仏経 15.7 20.2 24.2 0.3 6.1 6.5 6.6

匝 益水準 (53/下-100) 119,4 143.3 178.0 178.5 188.9 190.1 201.3

売 上 高 経 常 利 益 率 白.30 3.99 4.64 4.ウ2 493 4.84 5.04

石除油く精製 経常 利 益 前 期 比 増 減払率 13.0 21._5 26.0 1.2 7.1 6.9 7.1匝 益水準 (声3/下- 100) 108.3 131.5 165.8 167.8 177.5 179.3 190.1

売 上 高 経 常 利 益 率 3.34 4.08 4.82 4.91 5.13 5.06 5.28

輸出型 経常 利 益 前期 比 増 減△)率 20.5 15.7 53.6 △1.4 7.2 12.3 ll.8売 上 高 経 常 利 益 率 2.54 3.03 4.31 4.36 4.63 4.63 4.89

内需型 経 常利 益 前期 比 増減凶 率 6.4 27.1 1.2 4.7 6.9 0.0 0.8売 上 高 経 常 利 益 率 4.81 5.87 5｣74 5.86 6.00 5.83 6.00

罪製追莱 経 常 利 益 前期 比増 減凶 率 31.2 △26.9 26.5 △20.7 △19.4 17.4 17.8
利益水準 (53/下-100) 249.8 182.6 231.0 133.2 186.2 215.1 219.3

売 上 高 経 常 利 益 率 2.53 1.83 2.15 1.76 1.78 1.97 1.99

主要企莱野 電除力く●ガス電除･くガス 経 常 利益 前 期~比増 減凶 率 8.9 7.3 13.7 △0.3 3.1 4.4 5.5

匝 益水準-(53/下-100) 166.5 178.6 203.1 202.5 209.4 211.4 220.9

東 上 高 経 常 利 益 率 i.26 1.33 1.37 1.41 1.45 1.40 1.44

経 常和 益 前期 比 増 減△)率 23.3 △ 4.3 25.1 △岳.1 △4.1 10.3 10.4

売 上 高 経 常 利 益 率 2.85 2.72 3.17 2.99- 3.10 3.16 3.26

経 常利 益 前期 比増 減凶 率 13.4 15.8 21.1 0.1 5.3 5.9 6.3

(参考) 経常利益前年度 (前年同期)比増減凶率 (原計数 単位 :%)

61年 度 62 年 度 63 年 度 (予測)

上 琴 下 期 上 期 下 期

製 造 業 △ 29.1 44.3 38.8 49.1 云1.4 31.8 13.1

除 く 石 油 精 製 △ 30.9 45.7 37.3 53.1 23.6 34.9 14.7.

輸 出 型 業 種 △ 49.3 60.5 39..6 77.8 37.6 64.7 19.9

内 需 型 業 種 4.5 31.8 35.2 28.6 8,0 8._2 7.7

非 褒 造 業 17.7 △ 6.0 △ 4.1 △ 7.5 △ 1.9 2.0 △ ､5.0

-除 く電力 L5ガス 8.2 19.5 16.8 22.0 12.7 17.2 8.7

主 ､要 企 業 計 △ 10.9 18.9 18.0 19.8 12.2 20.0メ 5.9
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(業種別経常利益)

(原 計 数)

前 期 比 増 減 凶 率` -(%)

61/ 下 62/ 上 62/ 下 63/上 (予測)I 63/下 (予測)
5-月 調 査 今 回 調 査 5月 調 査 今 回 調 査

琴 造 業 15.7 20.0 24二2 0.3 6.1 6.5 6.6

負. 料 品 △ 34.6 89.5 △ 55.3 _80.8 81.3 △､~32.8 △ 32.7

繊 維 69.9 22.9 34.6 △ 12.0 △ 10.3 2._1 1.2

パ ル プ -.紘 0.0 19.0 ll..0 △ 4.4 _△ 1.2 2.4 0.6

化 学 13.1 17.9 6.2 4.0 4.4 7.1 -8.5

石 油 精 製 ,109.7 △ 4̀.7 △ 16.9 △ 27.2 .△ 24.2 △ 14.5 △ 19.6

窯 業 22.2 0.3 34.9 △ 12.3 △ 12.2. 12.0 19.1

琴 . 鍋 利益 利益 1785.9 5.4 15.2 0.9 6二1

罪 .秩 -金 属 46.5 32.1 36.5 △ 9.6 △ 1°.7 5.9 5.5

一 般 機 械 6.8. 8.8 42.5 8.6 19.1 4.1 5.7

電 気 機 械 16.8 7.2 34.5 △ 10.0 △ 2.1 26.3 21.1

造 船 欠損 欠損 刺 28.8 37.0 64.5 69.7

自 動 車 16.7 14.1 8.4 2.3 9.6 ･1.7 1.7

精 密 機 械 △ 57.0 111.2 77.9 △ 5.7 16.4 10.8 17.9

非 製 造 業 31.2 △26.9 26.5 △ 20.7 △ 19.4 17.4 17.8

建設 .不動 産 24.4 △ 2.5 25.1 △ 6.2 △ 4.1 13.0 12.7

商 社 6.5 △ 3.6 22.7 △ 9.5 △ 6⊥8 5.7 8.1

小 売 47.2 △20.8 42.1 △ 19.7 △ 18.6 32.8 34.2.

革 輸 △.49.2 223.2 △30.8 51.4 65.5 △ 22.9 △ 21.2

電 力 45.7 △50.6 35.6 △ 43.6 △ 44.9 39.0 38.4

ガ ス 171.4 △79.6 23ウ.6 △ 80.4 △ 81.3 273.7 為9.7

サ ー ビ ス △ 24.4 53.3 △25.7 58.0 67.1 △ 27.6 △ 26.4

(参考) 主要企業 ･製造業の売上高経常利益率の推移

(原計数 単位 :%)

48/上(冒_ラ 50/上空誓うボトム 59/下戸 回)ピーク 57/下(前 回)ボトム 60/下 61/上 61/千 62/上 62m 63/上(予測) 63/下-(予測)

製 造 ~業 6.05 0.76 (注 1)4.64 (注2)3.31 3.44 2.85 3.30 3.99 4.申 4.93 5.04

除 く石油精製 6.27 -_1.ll 5.?4 3.42 3.60■ 2.96 3.34 4.08 4.82 5.13 ■5.28

輸出型業種 6.60 2.13 5.60 3.62 3.33 2.14 2.54 3.03 4.31 4.63 4.89

(荏)製造業の前回ピークは59/上 4.65%｡

(荏)製造業､内需型業種 (除 く石精)の前回ボ トムは各56/上2.86% 2.82%｡

(荏)内需型業種 (除 く石精)の既往ピークは48/下6.15%｡
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2.全 国 企 業

(1) 業 況 判 断

製追業 良 い 16 25 30 38 (30)40 34

さほどよくない 56 55 55 50 (60)50 57

悪 い 28 20 15 12 (10)10 9

D.i.｢良い｣遮 6ー(△ 8) 4)(10)(20) 25
- ｢悪い｣ △12 5 15 26 30

中堅企業 良 い 18 27 30 39 (29)42 34

さほど良くない 55 54 55 50 (61).49 58

悪 い 27 19 15 ll(IO).9 8

D.Ⅰ.｢良い｣ I(△23)(△7)I(5)(9)(19) 26

I- ｢悪い｣∫ △ 9 8 15 28 33

中小企業 良 い 15 24 30 36 (28)37 31

さほど良 くない 56 56 54 51(61)51 59

悪 い 29 ､20 16 13 ( ll)12 10

D.i.｢良い｣ 9)(△8)(3)(7)(17) 21

(〆ボインll

[(Bl芳琵謂 舘 監護音訳 〕

2/'8 ll 63/2 5 8 (予測 )12まで

非製追翠 良 い 20 26 31 39 (34)41 35

さほど良くない 66 63 59 53 (59)53 l59

悪 い 14 ll 10 8 ( 7)6 6

D.Ⅰ.｢良い｣ とゝ2)( 6)(13)(18) (27) 29
丁 ｢悪い｣ 6 15 21 31 35

中堅企莱 良 い ー18 25 30 42 (35)44 38

さほど良 くない 68 63 59 52 (60)52 57

悪 い 14 12 ･11. 6 ( 5)4 5

D.I.｢良い｣ (△ 2)( 5)(13)(17) (30) 33
- ｢悪い｣ 4 13 19 36 40

中小企莱 良 い 19 24 27 33 (28)34 28

さほど良くない 66 63 62 57 (63)57 64

悪 い .15 13 ll 10 ( 9)9 8

D.i.｢良い｣ (△6)( 4)( 9)(12)(19) 20

(参考) 業況判断D.Ⅰ.(中小企業 ･製造業)

シャ ドーは景気後退期 (経済企画庁調べ)

(!6･fL･/I

▲●●●●●●●■●●●●●●●●:i:i:i:≡:;:iI:≡:i'faいI ●●●●■●●●■●●●●●●■●●●●●■●●●●●●●●一●●●■●●●一■●●●●●■● ●■▼●●■●■●■●●●●■●◆■●●●●一●■◆●●●●●■●●●■▼●●●●●●■● ′ 403020100△ l△ 2ム3△4△5△6

LL⊥｣ +昌:悪 い ｣⊥｣｣ LL⊥｣ LL⊥｣ LL⊥｣ LL⊥｣

■●●■●●●■●■●●●●●■●●■一●●●■●●●一■●●●●■●■●●●■●■●一■●●●■●●●■●●●●●●●■■■●●■●●●●●■●▲●●●■■●●●●●■●●●■●●●●●■●■●●●●●●■●●●■●一●●●●■●●●●■●●▲■●●●●●●▲●■●●●●■●

LL⊥｣ L⊥⊥｣ .L⊥｣｣ 55 LLLJ56 ｣⊥｣｣7. 1
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(中小企業 ･業種別業況判断D.Ⅰ.)

62/8 ll 63′2 5 8 (予測 )1;法で

& 造 # △14 4 14 23 (1㌢)25 21

食 料 品 4 7 10 13 (17)16 15

繊 維 △11 2 1 8( 4 )9 0
木 材 .木 製 品 26 44 32 29 (23)15 6

パルプ .舵 △18 △11 0 6 (16)12 9

化 学 4 ll 20 33 (19)25 17

窯業 .土石 △9 0 29 41 (25)27 ~31

鉄 鋼 △29 30 42 49 (28)56 49

罪.鉄 金 嵐 △9. 15 25 42 (42)54 39

金 属 製 品 △Z7 △ 2 15 29 (1537 30

一 般 機 械 △39 △18 1 17 (16)32 28

電 気機 械 △9 18 28 .27㌔(21)33 37

輸送用機械 △と1 △ 2 5 31 (17)27 16

精 密 機 械 △38 △13△ 9 13 (22)ll 20

素 材 業 種 △6 ll 18 ･25 (18)22 16

加 工 業 種 △19 △ 1 10 21 (17)26 25

〔戸篤琵警芳孟墓蒜詣 ント〕

62/8 ll 63/2 _5 8 (予測 )12まで

非 製 造 業 4 ll 16 23 (19)25 20

建 設 10 23 讃) l38 .(35)37 36

不 動 産 49 60 46 45 (37)44 40

卸 売 △ 5 7 ll 22 (17)21 -16

小 .売 3 1 7 ll (10)14 13

(備考)

全国短期の素材 ･加工業種別区分は次による｡

素材業種 :繊維 ･木材 ･木製品 ･パルプ ･紙 ･化学､石油 ･石炭b窯業 ･土石､鉄鋼.非鉄金属.

加工業種 :食料品､金属製品､｢般機械､電気機械､輸送用機械､精密機械､その他製造業｡
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(2) 企 業 収 益

(経 常 利 益)

61/ 下 62/ 上 62/ 下 63/上 (予測) 63/下 (予測)
5月調査 今回魂査 5月調査 今回調 査

経(前常琵増減(利仝 製 造 業 <10.6> <18.5> <24.8> <△1.2> <4.6> <7.0> <6.2>

12.1. 17.5 23.7 △1.8 3.9 6.8 6.0

?中 堅 企 業 24.2 5.5 34.1 △ 13.9. △ 8.6 14.5 12.5

中 小 企 業 36.1 7.3 63.4 △-19.7 △ 13.7 ll.9 10.9

II素 材 業 種 74.7 ll.5 77.3 △ 29.0 △ 23.5 12.0 9.8加 工業 種 13.1 3.3 48.7 △ 8.1 △ .1.5 ll.8 12.b

巨 製 造 業 <11.5> ■< 5.4> <20.8> <△9.7 <△7.0> <12.2 <12.2>

率益 26.6 △ 21.2 27.4 △205 △ 18.8 19.2 -18,9
中 堅 企 業 27.4 △ 3.7 I 22.5 △ 9.9 △ 6.9 13.6 ll.8

中 小 企 業 23.8 △ 1.4 2.5 △ 1.3 △ .2.2 ll.6 9.4

売上高経常刺益率 製 造 業 3.50 4.13 4.75 4.73 4.96 4.87 5.06

中 堅 企 業 3.75 4.05 4.78 4.24 4.37. 4.64 4.69

中 小 企 業 2.63 2.83I 4.24 3.50 3.71 3.79 3.97

素 材業 種 2.66 3.01 4.88 3.63 3.87 3.鉄) 4.09

加 工業 種 2.61 2.66 3.63 3.38 3.58 ..3.6.9 3.87

非 製 造 業 2.50 1.96 2.50 2.05~ 2.09 ′′2.33 2.35

中 堅 企 業 2.07 1.99 2.02 1.87 1.93 2.00 2.04

(参考)経常利益前年度 (前年同期)比増減囚率
濫 造妄整 砦 <.蒼空 ･石炭 〕

61 年 度 62 年 度 63年 度 (予 測 )
上 期 下 期 上 期 下 期

製 造 業 <△22.9> <39.9> <31.1> <47.9> <19.7> <30.5> <11.0>△20.8 39.0 31.8 45.4 18.3 28.5 10.1

i中.堅 企 業 3.9 36.8 31.0 41.4 ll.3 22.5 2.9

非 製 造 業 <9.7> <22.7> <17.6> <27.3> <8.0 <12.4> <4.4>15.9 0.1 △ 0.3 0.3 △0.5 3.4 △3.5

中 堅 企 業 15.9 20.0 22.6 17.9 8.5 14.0 4.1
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(中小企業 ･業種別経常利益)

(原計数前期比増減仏捧鯵か

61/下 62/上 62/下 63/上 (予 測 ) 63/下 (予測 )
5月 調 査 今 回調 査 5月調 査 今回調査

製 造 . 莱 36.1 7.3 63.4 △ 19.7 △ 13.7 ll.9 10.~9

食 料 品 8.4 △ 3⊥3 21.2 △ 5.5 △ 4.4 5.0 7.8

繊 維 41.4 4.1 52.2 △ 19.1 △ 16.1 28.9 28.7

木材 .木製 品 165.0 42.0 △ 33.6 △ 30.5 △ 39.1 15.3 17.9

パ ル プ .紘 9.6 △ 30.9 18.9 42.2 24.5 15.6 24.4

化 学 7.3 7.1 17.1 △ 5.8 △ 6.0 2.9 2.7

窯 業 t_土 石 55.9 △ 26.1 116.6 △ 32.7 △ 36.1 29.2 32.5

鉄 鋼 欠損 刺 857.4 △ 48.9 △ 28.3 △ 12.7 △ 15.2

金 属 製 品 2.6 △ 5.0 102.2 △ 34.3 △ 27.5 46.4 34.1

一 般 機 械 △ 0.9 75.5 116.3 △ 5.9 3.9 13.7 16.7

電 気 機 械 18.1 △ 1.2 46.5 4.3 17.0 0.4 ･5.8

輸 挙 用 機 械 18二1 9｣.7 22.9 △ 14.9 3.0 5..4 △ 5..0

精 密 機 械 63.1 △ .44.6 136.2 △ 0.6 5.0 32.6 25.3

非 製 造 業 23.8 △ 1.4 2.5 △ 1.3 △ _2.2 ll.6 9.4

建 設 98.1 △ 50.5 89.6 △ 43.8. △ 47.7 74.8 87..5

不 動 産 19.4 25.2 △ 36.2 25.0 18.0. 1.4- △ .0.1

･卸 売 △ 7.1 43.5 3.9 10.9 9.7 △ 11.9 △ 8.1

小 売 ･14.2. 0.0 47.5 △ 14.4 △ 3.5 44.7 24.7

運 輸 .通 信 4.6 16.2 28.3 17.2 18.早 3.0 △ 12.0

サ ー ビ ス 51.5 △ 33.4 △ 25.7 42.4~ 39.6 △-20.8 △ 20.2

(参考) 中小企業 ･製造業の売上高経常事嵯率の推移

(原計数 単位 :%)

_54/上(盟 ) 50/上(聖 茅) 59/上噌甥 )57/下fSi ,E3)60/下 61/上 61/下 62/上 62/下 63/上(予浪rD 63/下働 Tl)

製 造 業 4.28 0.48 ･2.79 1.9Or 2.23 1.90 2.ー63 2.83 4.24 3.71 3.97

素材業種 4.83- (注2)△ 0.59 (注3)1.99 1.ll 1.66 1.36 2.66 3.01 4.88 3.87 4.09

(注1) 加工業種の既往ピークは49/上5.27%｡

(注 2) 素材業種の既往ボトムは49/下△1.04%｡

(注 3) 素材業種の前回 ピークは58/下 2.16%｡
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Ⅴ.OECD経済予測 (1988年 6月)

表 1. OECD予測の要約a) (季節調整済 ･年率)

1986 1987 1988 1989 1987 1988 1989Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

前 期 比

日 本 2.4~ 4.2 4y4 33/. 5.9 4 3y. 4 33/.

西 ドイツ ▲2.5 1.7 2y- 13/- 4.3 13/. ly2 13/4 13/4

OECD計 2.8 3.1 3 2シ; 4.2 23/. 2y4 23/4 23/44.0 1y2 3/4 2 2y2実質国内需要アメ リカ 3.9 2.5 2 13/4

日 本 4.0 5.1 5y2 4y. 7.7 5y4 4 4y2 4y4

西 ドイツ 3.8 2.9 23/4 2y4 4.3 2y2 2 2y1 2y.

OECDヨーロブjS 4.1 3.7 3y4 2y4 4.3 3 2ン; 2y2 2y.

OECD計インフレ率(GNPデフレーター)アメ リカ 3.8 3.4 3~ 2∬2.6. 3.0 3y4 4 4.8_ 23/4 2 2y2 23/43.0 33/4 3y4 4 4y2-
日 本 1.9 -0.2 13/. 2y2 0.9 2 .2y4 2y2 2y2

西 ドイツ 3.1 2.1 1∬ 1∬ 0.5 13/. 13/. ly2 ly.

OECDヨーロッパ 5.4 4.2 4y. 33/. 4.3 4y2 4y4 33/1 3y2
OE'CD計 3.8 3.2 3y7 33/- 3.4 3y4 33/4 33/4 33/.

10億 ドル .

経常収支アメ リカ -141.3 -160.7 -150 -132 164.9-156 -144 -134 -130

日 本 85.8 87..0 85 80 82.0 89 81 p80 80

西 ドイツ 37.9 44.3 47 42 44.1 49 44 43 41

OECDヨーロッパ 51.0 37.5 24 9 35.1 33 16 . 12 6

OECD計 -22.3 -53.5 -58 -64 -67.3 -52 J1-65 -62 -65

OPEC -27.6. -3.9 -10 -4 3.7 -15 -4 -4 -4

非産油発展途上国失 業アメ リ_カ -9.0 8.5 5 -2 15.8 6 4 0 -5失 業 率7.0 6.2 5y2 5y2.5.9 5y2 5y2 5y2 5y.

日 本 2.8 2.8 2y2 23/4 2.7 2y2 2y2 23/. 23/.

西 ドイツ 8.0 7.9 8- 8 -7.9 8 J8 8 8y.

OECDヨーロッパ 10.9 10.7 103/4 11 10.6 10y2 103/..103/. ll

OECD計世界貿易b) 8.3 7.9 7yZ~7y2 7.7 7y2 7y2 7y2 7y2

萌 3g] 比

a)予測の前提となる仮定は次の通 りである｡
一現行および公表された政策に変化はない｡
-1988年 4月14日以降為替レー トは不変｡1ドル-126.0円｡1ドル-1.69ドイツマルク
-OECD諸

b)世界輸入量､
予測計算に班

ド
の
は

の
率
切

油
長
締

原
戒
の

る
の
報

す
盈
借

入
出
る

輸
輸
れ

の
界
さ

回
位
用

ル価格は 1バーレル当り1988年は15ドル､以後16ドル｡
算術平均
1988年 5月 2日だった｡
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表 2 0ECD地域の実質GNP(a)

前期からの変化率､季節調整値年次

1982OECD内.のシェア 1錦5 1986.1987 1%8 1989 1987 1988 i989Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

ア メ リ カ 40.6 3.0 2.9 2.7 23/4 21/2 3.2 4.0 2% 2 .畠3/4 23/4

日 本 13.9 4.9 2.4 4.2 41/4 33/4 3.8 5.9 J4 31/4 4 33/4

西 ド イ ツ 8.4 2.0 2.5 1.7 21/4 13/4 -0.4 4.3 13/4 11/2 13/4 13/4

フ ラ ン ス (b) 7.1 1.7 2.l l.9 .2 13/4 1.0 3.4 11/2 13/4 1% 2

イ ギ リ ス (b) 6.2 3.6 3.3 4.J5 31/2 21/4 4.2 6.0 3 21/4 21/4 21/4

イ タ リ ア (b) 5.2 2.9 2.9 3.1 21/2 21/4 2.5 3.3 2 21/4 21/4 2

カ ナ -ダ (b) 3.9 4.3 3.3 3.9 4 31/4 4.3 5.6 31/4 31/4 3. 31/4

上 記 諸 国 計 85.2 3.2 2.8 3.1 3 21/2 2.9 4.5 23/4 21/4 23/4 23/4

他のOECD諸国 (cI 14∴8 3.3 2.7 3.1 21/2 21/4 3.5 2..4 23/4 2 21/4 21/4

O E .C D 計 100.0 3,2 2.8 3.1 3 21/2 3.0 4.2 23/4 21/4 23/4 23/4

ヨ-ロツパ主要雀国 26.9 2.5 2.6 2.7 21/2 2 1.6 ー4.3 2 2 2 2

OECDヨーロッパ 39.3 2.6 2.7 2.8 21/2 2 2.1 3.6 21/4 2 2 2

E . E C 33.8 -2.4 2.6 2.7 21/2 2 2.0 3.7 21/4 2 2 2J

(a)地域の総合.は1982年為替レー トを基礎に計算されている｡

(b)GDP

(C) 半期別のデーターの解釈には注意が必要.その理由はbGDP合計の50%をこす11カ国の半期別成長率は機

械的補間によって計算されているからである｡
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表 3 アメリカ ー(需要 ･生産 ･物価)

(前期からの変化率､季節調整値､年率､物量､ 1982年価格)

1982時 細10tBl'ル .1985 1986 1987 1988 1989 1987 1988 1989l n I Ⅱ l 皿

民間消焚政府消費民間固定Yf本投幣住 宅非住宅国内最終需要*在庫の変化国内需要計財 .サービスの輸出財 .サービスの輸入+心外/巧ンスの変化相場仙格によるGNPGNPインプリシナげフレータ-(参 考)b消費者物価生 産失業率 2050.7641.7471.8105.1366.73164.2a-24.53lp39.7361.9335.6a26.33166.0■ 4.6 4..2 1.9 ly. a7.3 3.8 2.3 1 ~1ン;5.5 1.8 0.7 6y- 2y.2.2 12.5 0-1y4 16.8 -2.3 1.0 9シ; 23/.5.3 3.7 1.8 2y2 2-1.6 0.2 0.8 -y2 -y.3.6.3.9 2.5 2~- ly.-1.7 3.3 12.8 1Sy. lly.3.9 10.5 7.3 63/4 5y4-0.7 -i.0 0.3 y. y23.0 2.9 2.9 23/- 2y23.2 2.6 3.0 3y. 43.4 2.2 4.0 33/- 4y-1.6 p,i.1 3.8 5y. 4y.7.1 7.0 6.2 5y2 5yz ■0.2 2.5 ly2 13/- 2 2y--0.3 4.5 -l ly2 1yZ ly2-3.9 9.9 6y- 2yl Zy.､Zy2-4.1 -2.3 -2% H l 1兆-3.8 15.7 10 3y. p23/. 2y--0.6 4.l ly-■ 13/- 2- 2y-2.5 0-y4 -1 0 y.1.9 4.O lyZ y- 2 2yzll.9 20.2 14シ; 14シ; 11 9-0.2 16.3 3y2､4 5y2 6y-i.2 -Ol.2 l l y2 y-3.2 4.0,2y4 2 23/. 23/.3.1 3.0 3y. 3y. 4 4y24.8 4.2 3y2 4 4y. 4y23.6 --7.2 5y4 5y2 43/- 4yz6.4 5.9 -5y2 5y2 5y2 5y.

*前期のGNPに占める比率
a 在庫増､海外バランスの実際値

b 個人消費デブレーク-
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表 4. 日 本 (需要 ･生産 ･物価)

前期からの変化率､季節調整済､年率､物量 (1980年価格)

1982時価兆円 1985 1986 1987 1988 1989 1987 1988 1989i _ Ⅰt Ⅰ lt Ⅰ It

民間消貴 159｣6 2.7 3.2 3.9 4 4 4.1 3.2 4+1/4 4 4 3+3/4

政府消費 26.? 1.7 6.5 -0.5 2◆3/4 3 -9.2 0.9 3◆3/4 2+3/4 3 3

粗固定資本投資 79.9 5.8 6.0 10.3 8◆1/4 小1/? 8.5 17.3 6+I/4 3+3/4 4+3/4 4+1/2

政府 24.1 -6.5 -4.0 -8.4 7+1/4 1′2 5.5 15.3 7 0 3/4 3/4

民間住宅 15.0 2.5 8.5 20.6 3 -1/4 10.9 41.2-6+1′4 -8 2 4

民間非住宅国内最終需要 40.8_266.3 12.7 6.1 8.3 10+1′4 7◆1′43.6 4.4 5..5 5+1/4 4 8.9 11.7 10 9 7 5◆3′44.1 7.5 5 3十3′4 4+1′4 4

*在庫の変化 bl.2 0.4 -0.3 -0.3 1′4 1./4 0 0.l l/2 1/4 ユ′4 1/2

国内市費 計財 .サービスの輸出 267.544.5 4.0 4.0 5.1 5+1′2 4り′45.6 -5.2 3.5 6 5日/4 4.1 7.7 5+1/4 4 4+1′2 4日/42.3 9.9 4+3′4 4り/2_5十1/4 5+3/4

財 .サービスの輸入 42.4 -0.1 2.8 9.1 14 8+3′4 3.8 22.712+1/4 9+1′4 8り′2 8+3/4

*海外]ドランスの変化市場価柏によるGNP. b2.1269.6 1.1 -1.4 -0.7 -1 -1′24.9 2.4 4.2 4日′4 3十3′4 -0.2 -1.5 _-1 -3′4 -1/2 -1/23.8 5.9 4. 3+1′4 4 3+3/4

GNPインフ●lJシットテ■フレづ1-(参 考)消費者物価 1.4 1.9 -0.2 1十3/4 2日′22.2 0.5 -0.l l+1/4 1■3′4 -1.1 0.9 2 -2十1/4 2+1/2 2日/2-0.6 1.4 1+1/4 1日/2 2 2.

生 産 - 4.6 -0.2 3.1 9+3′4 小1/4 1..2 11.1 11 5+3′4 4 3.◆1/2

*前期のGNPに占める比率

a)公団 ･公社含む

b)在庫増､海外バランスの実際値

C)個人消光デフ レーター
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表 5. 労 働 コ ス ト

(前咋 ･前JyJ比)

1975-84平均 1985 1986 1987 1988 1989

A.雇用者 一人当り給料アメ リカ 7.5 4.7 3.0 3 3% 4%

日 本 6.4 3.5 3.1 23/- 4 4yZ

西 ドイツ 5.8 L3.2 4.0 3y2 3 23/.

フランス 12.8 7.1 4.1 33/4 3 3

イギ リス 12.2 7.2 7.4 63/4 7y- 63/-.

イタ リア 18.1 10.6 7.6 .8 6yl 53/4

カ ナ ダ 8.4 5.7 2.7 4y- 4y- 5

上記 7ヶ国合計` 8.6 5.1 3.8 33/- 4 43/.

その他OECD̀b 12.5 9.0 8.1 8y2 7y2 63/-

OECD計̀b 9.∫ 5.7 4.4 4y. 43/- 5

B.単位当り労働コス トCアメリカ 6.7 3.7 2.1 2y2 3y- 4

日 本 2.8 -0.7 1.5 -yZ l ly.

-A-ドイツ 2.8 1.3 2.1 2y. yZ lyZ

フランス 9.5 4.6 1.r7 13/. y2 3/.

･イギ リス 10.2~ 4.8 5.2 4.. 43/- 4yz

イタ リア 15.5 8.7 5.1 5y2 4 4~y-

上記 7ヶ国合計- 6.6 3.2 2.4 2y4 2y2 3

その他OECD■b 10.2 6.9 8.0 63/. 6 5

OECD計 -b 7.1 3.7 3.2 23/. 3y4 3y2

a)GDPウェイ ト､為替 レー トは1982年基準
b)オース トリア､アイスラン ド､アイルラン ド､ノル ウェー､ポル トガル､ トル コ､オー

ス トラリア､ニュージーラン ド計

C)この数字の基となる生産性は雇用によって分配される要素費用によって表示される産出
を基としている
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